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                 午前10時00分 開議 

○議長（佐藤 勇君） 

 おはようございます。引き続き御苦労さまでございますが、御案内の定刻になりました。 

 全員御出席していただいておりますので、ただいまから継続会を開会いたします。 

 本日の議事日程はお手元に配付のとおりでございます。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

◎日程第１・一般質問 

○議長（佐藤 勇君） 

 一般質問を続行いたします。 

 一般質問は、通告順位に従いまして順次許可することにいたします。 

 最初に、通告順位10番の10番・真野和久議員の質問を許します。 

○１０番（真野和久君） 

 皆さん、おはようございます。 

 それでは、議長のお許しが出ましたので、通告に従って４点質問をさせていただきます。 

 まず、今回４点は、１点目としては、いじめ・不登校の解決に向けて、２点目として、トー

ヨーボールのアスベスト問題の対策について、それから３点目として、子供の医療費の無料化

の拡大について、４点目として、総代の体制について、質問いたします。 

 まず、いじめ・不登校の問題の解決に向けてであります。 

 先日から、子供がいじめられて自殺する大変痛ましい事件が今相次いでおります。福岡県の

中学２年生の男子生徒は、いじめられてもう生きていけないと遺書を残して命を絶ちました。

昨年９月に自殺を図って、そしてことし１月に死亡した北海道滝川市の小学校６年生の女子の

児童も、残された遺書からいじめが原因だということがわかりました。そして、福岡では、対

応した校長先生が自殺する、そういう痛ましいことも起こりました。本当に、いじめは絶対に

見過ごさない、しっかりとした対応をしていくことが必要であります。担任任せにせず、学校

の先生、そして保護者の方々、クラスの子供たちが、ケースはさまざまで一様ではありません

が、協力して解決していく、そうした努力が必要であります。 

 今回、愛西市では、教育委員会が緊急アピールを出して、また現在、学校にいじめ・不登校

の対策委員会をつくって、日常から対応しているというふうに伺っています。そうした対応が

具体的にどういうふうにされているのでしょうか。 

 そこで、一つ目として、本市におけるいじめ・不登校問題の状況と取り組みについて、愛西

市におけるいじめ・不登校の現状、そしていじめ・不登校に対してどのような対応をしている

のか。また、昨今のこうしたいじめによる自殺といった報道の影響についてお尋ねいたします。 

 また、二つ目として、今後、いじめ・不登校問題の解決に向けて対策を強化していかなけれ

ばなりませんが、一つは、生徒や保護者の相談の機会をふやすためにも、中学校に配置されて

いるスクールカウンセラーを小学校にも配置していくこと。また、専門のＮＰＯなどへの依頼

など幅広い対応をしていく。特に不登校の問題では、現在、蟹江町に「あいりす」という学校
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生活適応指導教室がありますが、こうした対策を本市においてもぜひともとっていただきたい

というふうに考えます。 

 また３点目として、やはりこうした問題に関しては、恒常的にしっかりとした対応をしてい

くことが必要であります。いじめや不登校の問題など、事件が発生したときに対応していくと

いうだけでなく、常に先生、そして生徒、そして保護者がこうした問題について考える機会を

つくり、また先生が一人ひとりの生徒をしっかりと見ていくことが必要であります。特に当事

者になった子供たちだけではなくて、その周りにいる子供たちに対してもしっかりとした目配

りをしていくことが必要だと考えます。このような点について、答弁をお願いいたします。 

 二つ目は、トーヨーボールのアスベスト問題の対策についてであります。 

 以前も、解体がされるということで、それに対する対応をしっかりとやっていただけるよう

に要望いたしました。そうしたこのトーヨーボールの解体についてでありますが、当初は６月

ごろから撤去工事が始まり、この12月ごろには撤去されるというような話もありました。しか

し、いまだに工事は進んでおりません。建物の中には、アスベストがむき出しになったり、ま

た外からも見える、そんなような状態ではあります。本当にしっかりとした飛散対策をしてい

くことが必要であります。 

 現在のトーヨーボールの状況について、解体が行われなくなった経緯と、この間の県・稲沢

市の対応を、愛西市としてどのように把握しているのでしょうか。また、市としてどのような

働きかけをしてきているでしょうか。また、県がアスベストの調査などを行っておりますが、

そうした結果はどういうふうになっているのか。そして、この12月にも再度競売が行われると

いうふうに聞いておりますが、その見込みと、またその後、どのようなスケジュールになって

いくのかについてお尋ねします。 

 二つ目に、競売が行われて、今後解体工事が進み始めるかもしれませんが、しかし、まずは

今の状況をしっかりと調査をし、対策をとっていくことも必要であります。稲沢市は、環境調

査の中にアスベストの調査を含めて、トーヨーボールの隣接地でも調査をしています。また、

県の調査結果によって説明文なども配布をしたというふうにも聞いています。愛西市でも、こ

うした隣接する地域でアスベストの飛散の調査をするべきではないかというふうに考えます。

ただ、トーヨーボールはアスベストを製造する工場ではないために、恒常的にアスベストが飛

散しているわけではありませんので、なかなかそうしたものが検出されづらいという話もお聞

きしました。その点でも、恒常的な監視ということを含めたことが必要ではないかというふう

に考えます。 

 また、県や稲沢市に対して、10月には目視の調査を行ったようでありますが、しっかりとし

た現地調査を行うように、愛西市としても要請することが必要だと思います。また、隣接地域

でも、この愛西市の中でのトーヨーボールに対する隣接地域でのこうした調査などに基づいた

説明会等を実施することが必要だと思います。 

 また、今後の競売が行われ、解体が始まった場合の対応についても、前回、この問題を取り

上げたときにもお願いをいたしましたが、今後も、県・稲沢市と十分に情報交換をし、解体が
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決まったときには事前に隣接地域での説明会を開催する、また解体作業の監視や指導、こうし

たものを関係機関としっかりと連携しながら行っていくように、改めて求めます。 

 次に３点目に、子供の医療費の無料化の拡大についてであります。 

 現在、子供の医療費の助成制度は、県内63ある自治体の中で、入院ではすべて就学前まで、

通院では60の自治体が就学前までやっております。そして、今年度助成を拡大する自治体は12

の自治体、来年度からは甚目寺町、飛島村、設楽町に続いて弥富市も小学校卒業まで無料化を

拡大いたします。日本の全国の都道府県の状況を見ても、東京都が来年度から中学校卒業まで

助成を拡大することを考えています。愛知県でも、知事選をにらんで、通院では就学前、入院

では中学校卒業まで無料にするというようなマニフェストの中での政策を表明した方もおられ

ます。実際に、国の方でも医療保険制度の改正で、2008年度から現行の３歳以下から中学校卒

業まで２割負担を拡大することになっています。こうした状況の中で、本当に今こそ子供の医

療費無料化の拡大、この愛西市でも率先してやっていくことが必要ではないでしょうか。 

 少子化の進行というものは、子供自身の成長に影響するだけではなくて、人口構造の高齢化

や、将来の生産年齢人口の減少など、日本の社会経済や社会保障のあり方にも大変大きな影響

を及ぼすものであります。 

 少子化の一因に、働く女性がふえているにもかかわらず、働きながら安心して子供を産み、

そしてまた育てることのできる環境がいまだに整っていないということもあります。乳幼児を

持つ若い夫婦にとって、家庭の医療費の負担も大変大きなものとなっています。病気の早期発

見・早期治療のためにも、そして子供の心身の健全な発達を促すためにも、本当にどこでもい

つでも安心してお医者さんにかかれる、そういうふうにしていくことが必要だと思います。 

 そうした中で質問したいのは、１点目として、県内自治体のこうした助成拡大の動きに対し

て、それをどういうふうに把握し、またこの子供の医療費の助成の拡大について、愛西市とし

てどのように考えて評価しているのでしょうか。 

 ２点目として、助成を拡大した場合の市の負担について、愛西市における利用状況や助成負

担の状況、また小学校卒業まで、中学校卒業まで拡大した場合の市の負担どのぐらいと見込ま

れているのでしょうか、お尋ねします。 

 そして、こうした拡大の動きがある中で、ぜひともこの愛西市として来年度からの小学校卒

業までの拡大をお願いしたいと思います。実際、県でも検討の動きもあるようですし、また国

の方の医療制度の改正もあります。そうした点を考えても、今から小学校卒業まで拡大し、そ

してこうした上乗せがされれば、またそれをさらに拡大していくこともできますし、その時点

での市としての負担を減らすことにもなってきます。ぜひとも率先した制度の拡大を望みます。 

 ４点目として、総代の体制の問題であります。 

 この問題に関しては、合併をしてこの２年間の中で、本当に解決しなければならない問題で

ありますが、しかし今問題となっているのは、総代という呼称の問題だけではなくて、そうし

た体制を、本当に市民の皆さんから意見を市が伺い、そしてそれに基づいて行政を行っていく

上でどういう体制にしていくことが必要なのかという点から議論がされているのかということ
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であります。 

 今回、総代の体制として名称が変わるだけではなくて、旧大字ごとに総代１人ということが

提案をされました。佐織では、現在62ある駐在員が18になる。立田では39から16へ、八開でも

22から14へと、総代の数が大きく減ることになります。こうした体制の変更に対して、今総代

会での説明等も行われておりますが、各地区の総代会での話し合いの状況はどういうふうにな

っているのでしょうか。総代の旧大字ごとへの変更についての意見はどんなようなものが出て

いるのでしょうか。 

 また、総代１人当たりの世帯数の大幅な開き、立田では10世帯のところもあれば、佐織の地

域では 1,400を超えるというようなところがあります。10人に１人の総代、そして 1,400人に

１人の総代、これは余りにも不公平だという声は至るところで聞きます。また、学区やコミュ

ニティーをまたぐことをどのように考えているのか。また、地域行事や地域の意見集約に混乱

はないのか懸念されますが、そうした状況はどうなんでしょうか。 

 そして、そもそもこの愛西市の中でこの総代体制をまとめていくに当たって考えていかなけ

ればならないのは、何のための総代体制なのかということであります。市としては、一体総代

にどんな役割を担わせ、どんな仕事をさせていこうとこれから考えているのか。また、規定に

ついては規則でもあるということでありますが、それはどうなっているのか。 

 また、今回の総代体制の統一が、旧大字ごとの総代になった。なぜそうした形で提案をされ

たのか。そして、そうした形で改正された場合に、そのメリット・デメリットはどんなものな

のか、お尋ねします。 

 そして三つ目に、やはりこの総代体制については地域の皆さんの声をいかに取り上げるかと

いうところの体制だと思いますので、地域住民の皆さんの声を十分に市政に反映させていくた

めにも、総代の役割をしっかりとさせて、世帯数などの明確な規模基準、あるいは地域の事情

を考慮しながら、できるだけ公平な体制にすべきではないかと考えますが、どのように考えて

いるんでしょうか。 

 以上で、壇上からの質問を終わります。あとは自席の方で伺います。ありがとうございまし

た。 

○教育長（青木萬生君） 

 ただいまの真野議員のいじめ・不登校問題の解決に向けて、まず最初の本市におけるいじめ 

・不登校問題の状況と取り組みについてという御質問に対してお答えをさせていただきます。 

 本年10月末の調査結果を報告します。 

 まず、いじめにつきましては、９月から10月の期間におきまして、小学校では３件、中学校

では５件の報告がございました。態様は、冷やかし、からかいや仲間外れ等さまざまでござい

ました。 

 次に、不登校につきましては、４月から10月までの期間において30日以上の欠席をした人数

でございますが、小学校で２人、中学校では20人の報告がありました。中学校で不登校人数が

ふえるのは、本市に限ったことではございませんが、この憂慮すべき実態に対しまして、市内
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の各小・中学校におきましては、中学校区ごとの小・中連携教育を一層推し進めているところ

でもございます。 

 いじめ・不登校に対しましては、どの学校でも、どの子にも起こり得るという認識のもとに、

早期発見・早期対応に努めております。とりわけ、各学校の組織されているいじめ・不登校対

策委員会におきましては、教職員がチームとなり、学校全体で組織的に問題の解決に向けて対

処しております。そこでは、よく言われる報告・連絡・相談（ホウレンソウ）、これに確認を

加えまして、機能の充実を図っております。さらに、未然防止の取り組みといたしましては、

学校生活においては何よりも温かい人間関係が根底にあらねばなりません。各学校は、このこ

とを第一義にして学校経営を実践しております。 

 10月の福岡県や岐阜県の中学生がいじめを苦に、みずからの命を絶ったという痛ましい事件

の発生後、本市の教育委員会では、11月をいじめ防止月間として緊急アピールを提言いたしま

した。そこで、各学校ではいじめについて総点検を実施し、その際、学校用、教師用のチェッ

クポイントのマニュアルも提示しました。また、各学校からは保護者に対して「いじめ問題へ

の取り組みについて」と題した文書を配布し、その後、大きな問題となった事例の報告は現在

のところ受けておりません。 

 二つ目の、いじめ・不登校問題の解決に向けての対応の強化はどうかという御質問にお答え

します。 

 本年度から、全中学校にスクールカウンセラーが、議員もお話しになりましたように配置さ

れ、生徒の悩み相談や保護者の相談等に対応しております。小学校への配置はございませんが、

中学校配置のスクールカウンセラーは、その中学校区の小学校の児童や保護者の相談も受け付

けております。愛知県では、このスクールカウンセラーの小学校への配置を検討され始めたそ

うですが、本市としては現在のところ小学校への配置は考えておりません。 

 蟹江町では、議員も申されましたように、学校生活適応指導教室、「あいりす」と言ってお

りますが、さまざまな要因によって登校したくてもできない状態にある不登校児童・生徒に対

して、集団生活への適応能力の向上を図りまして、社会的自立支援、並びに学校復帰へ向けた

支援を目的としておりますＳＳＮ（スクール・サポート・ネットワーク）事業の一環でござい

ますが、近隣市町村からの受け入れも可能になりまして、本市の中学生２名も、現在入所して

おります。本市も、このような施設の設置に向けて、近隣市町の動向も十分視野に入れて、今

後検討していく必要があると考えております。 

 ちなみに、この「あいりす」の内容でございますが、専任指導員１名、この１名は常勤の嘱

託教員経験者と、指導員２名、これは非常勤の嘱託の３名。そこに、蟹江町ですので町専任職

員も加わって運営されており、嘱託の人件費等を聞いてみますと 450万円程度だというように

伺っております。 

 ３番目の、いじめ・不登校の問題の解決に向けての対応をという御質問でございますが、議

員も御質問の中でおっしゃっておみえになりましたが、いじめは人間として絶対に許されない

という認識を一人ひとりの児童・生徒に徹底させるべく指導しております。また、いじめをは
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やし立てたり、傍観したりする行為もいじめと同様に許されないという認識、さらにいじめを

大人に伝えることは正しい行為であるという認識も児童・生徒に持たせるような指導もしてお

ります。 

 学校では、教育活動全体を通してお互いを思いやり、尊重し、生命や人権を大切にする態度

を育成し、友情のとうとさや信頼の醸成、生きることのすばらしさや喜びについて適切な指導

をするように努めております。さらに、道徳及び心の教育を通して、また体験的な学習を通し

て、このような指導の充実を図っております。 

 折しも今月４日から10日の人権週間では、各学校独自に人権に関する授業や学校行事、内容

につきましては講話や映画会等を行いました。さらに、いじめ・不登校に限定されたことでは

ございませんが、児童・生徒の健全育成には、学校・家庭・地域の連携は必要不可欠でありま

す。学校のいじめへの対処方針等につきましては、家庭訪問や学校通信を通じまして、家庭と

の緊密な連携協力を図れるよう努めております。特にＰＴＡと学校との連絡協議の場はとても

有効であり、より充実したいと思い、一層積極的に連携を図る必要があると考えております。

以上でございます。 

○市民生活・保健部長（藤松岳文君） 

 それでは、私の方からトーヨーボールのアスベスト問題について御答弁を申し上げたいと思

います。 

 この解体につきましては、今年３月解体されることをお聞きいたしまして、競売され、解体

業者が解体の申請手続を行っているとのことでございました。その後、落札者がお金の支払い

をしなかったため、施工されなかったと聞いております。 

 解体されると聞きました折に、愛知県・稲沢市に対し届け出書の確認、解体時の監督・監視、

解体業者に住民説明会等をしていただくよう指導などを要請いたしております。 

 10月13日に県が行ったアスベスト濃度調査では、１リットル当たり 0.1本未満という結果が

出ております。これは、県が平成17年度に実施しました一般環境における調査結果とほぼ同じ

レベルでございました。この県の調査につきましては、近隣では津島市埋田町で実施されてお

りまして、このときに１リットル当たりの本数が 0.1未満。その次に近いのは、稲沢市役所で

も実施されておりまして、これが１リットル当たり 0.1というような形で濃度調査が行われて

おります。したがいまして、一般環境における調査結果とほぼ同じレベルであったということ

でございます。 

 ２回目の競売は、12月６日より入札されまして、12月末に開札されると聞いております。落

札され、お金が納入されれば、解体の申請手続など解体工事が進むものと思っております。 

 実態調査と対策についてでございますが、先ほどアスベスト濃度調査はお答えをいたしまし

たが、愛知県が10月13日に行い、また稲沢市が11月７日に行っております。いずれも大気汚染

防止法上の基準値より大幅に下回っておりました。 

 このような状況でありますので、説明会については、解体工事が決まれば住民説明会を行う

よう、愛知県・事業者に強く要請してまいりたいと思っております。 
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 今後の対応についてでございますが、今後も競売の状況など、県事務所、尾張事務所、海部

事務所両方でございますが、環境保全課に情報の提供、また解体に関する申請などの手続、解

体時の監視・監督、事前の住民説明、労働基準監督署との連携など、関係機関との連携を行っ

てまいりたいと思っております。 

 続きまして、子供の医療費無料化の拡大についてでございます。 

 他団体の助成状況についてということでございますが、先ほど議員も質問の中にありました

ように、近隣の弥富市において小学校から中学校まで拡大する条例が可決されたと聞いており

ます。19年度から実施されるでしょうし、同様の拡大が碧南市においても同時期より実施され

ると聞いております。このような動向は、それぞれの団体における特色ある施策と考えており

ますので、よろしく御理解をいただきたいと思います。 

 次に、助成拡大時の市の負担についてでございます。 

 まず１点目の御質問につきまして、平成17年度実績ベースでお答えをいたしますので、よろ

しくお願いしたいと思います。 

 県補助対象でありますゼロ歳から３歳児につきましては、年間平均受給者が 2,407人で、助

成額が１億 748万 7,000円、市単独であります４歳から６歳児につきましては、年間平均受給

者が 1,688人で、助成額が 7,377万 3,000円、合計で年間平均受給者が 4,095人、助成額が１

億 8,126万円となっております。 

 次に、２点目の御質問につきまして、同様に平成17年度実績ベースで試算をいたしておりま

す。 

 小学校卒業まで拡大した場合、 4,886人で１億 9,184万 8,000円、中学校卒業までに拡大し

た場合ですと 6,372人、２億 7,871万 8,000円の負担増となってまいります。 

 次に、来年度からの小学校卒業までに拡大をということでございましたが、県の補助枠の拡

大につきましては、昨日の榎本議員にお答えしましたように、現段階では不透明でございます。

仮に助成拡大がなされ、それにより財源が浮いてまいりましたとしても、御承知のように合併

後の行財政改革のさなか、この財源を医療費助成の対象拡大に充てるものかどうか、総合的な

判断をしていかなければならない状況であると考えております。したがいまして、来年度から

のさらなる拡大につきましては、現在のところは考えておりません。 

 以上でございます。よろしくお願いします。 

○総務部長（中野正三君） 

 それでは、総代制の問題につきましてお答えをさせていただきます。 

 この問題につきましては、合併前のところであったのはその総代制の調整においては、合併

をするというような引き継ぎもされております。ただ、合併直後から行政事務委託料について

の不公平感がございました。この問題が議論をなされまして、昨年度、委託料と総代制の扱い

につきまして議論をさせていただきましたが、委託料につきましては、12月の今ごろだったと

思いますが、合意がなされました。ただ、その総代制の問題につきましては、役員がすぐかわ

るからという形で、その昨年度の中では時間切れ的なことになりました。このため、年度当初
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からとは思いましたけど、最初の第１回の総代会のときには、年間のいろんな打ち合わせで時

間をとられてしまって、第２回目からしかこの問題が御提案ができなかった状況下でございま

す。総代・駐在員会におきましては３回を開かせていただきました。その結果、それから進捗

を踏まえて、総代等の連絡調整会議を４回開催しておるものでございます。 

 あと、現在も行ってはおりますけど、10月の第３回の総代・駐在員会を踏まえて、各地区、

実は今夜も月曜日もあるわけですけど、それを入れますと大体８回ほどの地域ごとの会合に出

させていただいて、個々での御説明も現在継続しているところでございます。今後、今月の19 

日、20日、21日とそれぞれ総代・駐在員会を地区ごとに行い、また各地区のお話し合いの状                                                                                          

況もそこの中で統一的にお伺いをし、今年度にある程度決めていきたいという考え方を持っ                                                                                          

ております。ただし、全体の中での話ですので、私どもとしては話し合いができたところか                                                                                          

ら、19年度から、少なくとも20年度には最終的な移行をしていきたいというふうに考えており

ます。 

 これは、議員の皆様方にもその案というものはお示しをしておりますけど、統合案というの

は、佐屋地区では現状のまま19、それから立田・八開・佐織におきましては、立田が39人の方

が16人、そして八開が22人が14人、佐織が62人と主任駐在員が見えますが、主任駐在員におき

ましては19年度からなくすということで、それぞれお願いを申し上げ、御了解は得ております。

このため、佐屋を含めて４地区で、主任駐在員を含めて 146人お見えになる総代・駐在員を67

ということで御提案を申し上げております。ただし、この数にこだわるということではないと

いうことも申し上げております。 

 この案について、これまでの各地区の話、総代・駐在員会の中、そして地域に行っての話の

中で出てまいりましたことを述べさせていただきます。 

 出ましたのは、団地と新住宅、そして旧のところとの町内会のつき合いが全くないという中

で、なかなか統合の話がしかねるというような御意見。そして、過去に町内会同士のトラブル

があって、今もその問題を引きずっているから、この問題はなかなか解決がしにくいという話

がございました。また、学区が異なるとか、コミュニティーの組織が異なる。そして、消防団

が異なるということでありました。反面、今の町をまたいだこういう組み合わせならいいよと

いう話もありました。あと、今、真野議員も申されましたように、受け持ちの戸数に差があり

過ぎるのではないか。それから、面積、距離、戸数等を平等にすべきではないかというような

ことがあります。市広報等の受け取りに手間がかかるし、総代・駐在員の負担がふえるのでは

ないかというようなお話が出ておるわけでございます。 

 具体的な組み合わせ案とは別に、それぞれの総代・駐在員には市の私どもの趣旨を、大半の

部分においては御理解がいただけたというふうな感は持っておりますけど、ただそれが全部で

はないということは十分承知しておるものでございます。 

 また、統合案を旧大字区分にしましたのは、地域行事や祭り等、これは神社の関係もあろう

かと思いますけど、昔から旧大字を単位として行われておる経緯もございます。近年、新しい

住宅地とのつながりにおいて希薄にはなりつつあるわけでございますけど、それぞれのそうい
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う単位を組み入れれば、また大小さまざまな組織となって、現在より増大するのではないかと

いうこともあって、このようなことでございます。 

 世帯数を均等にというような御意見は、実は昨年からございましたが、現時点でそういう形

をとったところにおきましては、また地域の複雑化が出てまいりまして、かえってやりづらい

部分も出てくると。この問題においては、もう少し時間をかけて、現在私どもが考えているも

のの次の段階において考えざるを得ないのではないかということも思っております。 

 また、地域行事につきましては、この統合案とは別に、これまでどおり実施をしていただき

たいということで、あくまで市行政とのつながりの中でお願いをしたいということでございま

す。 

 意見集約については、直接行政が聞き取る機会は減るわけでございますが、逆に統一をした

考え方を平等に市民の方へお伝えをいただけるのではないかという形は思っております。ただ、

機会は減るものの、市側としては窓口をあけているものでございますので、総代会、駐在員会

という場所でのものは減るとは思いますが、ただ市としては全般的に御意見を伺う体制は整え

ているものでございます。 

 それから、役割とかメリット・デメリットでございますが、各総代組織での行政の一端を担

っていただきたいと思っておるものでございます。広報、回覧の配布のみならず、地域内の市

民の方の意向を吸い上げていただいて、行政へ伝えていただく立場ということは、今までと変

わりないものと思っております。 

 先ほど規則ということでございましたが、総代及び駐在員の設置に関する規則において、私

どもは御委嘱を申し上げて、広報の配布や文書の回覧に関すること、そして行政との連携に必

要な調査事務に関すること、その他市民との連絡等に関することということを担当のお仕事と

してお願いを申し上げます。 

 そして、大字組織とした理由というのはさきに述べさせていただきましたが、メリットとし

て、合併協議の確認で総代・駐在員組織と事務委託料について、新市において見直しを検討す

るという事態はあったということは申し上げたものでございますが、全市的に均衡のとれた新

しい総代組織をそういうことで検討してまいりました。簡素で効率的な組織が市としての一体

性を整える糧となり、総代会が一堂に会して行え、また情報交換が４地区で共通の問題として

御協議いただけるようになるだろうと。舗装・側溝の問題等におきましても、地域要望の公平

化が図れるというふうに考えております。 

 また、デメリットとしては、こうした新しい総代制組織が軌道に乗るまでは、総代各地域の

役員方の負担や責任がふえ、新たな調整が発生するのではないかというふうに思っております。 

 それから、地域の住民の方の十分な意見が反映できる体制をということでございますが、こ

れにおきましては、議員各位もお見えでございますし、ふれあい箱やメール、投書、そして直

接おいでになって意見を伺うことについては何の変化もないというふうに思っております。全

地区まとまった市の総代会の中で統一した考えをお伝えしていくという形の中で、十分なコン

センサスを図ってまいりたいというふうに考えております。以上でございます。 
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○１０番（真野和久君） 

 大変丁寧な説明をありがとうございました。時間がほとんどなくなりました。 

 とりあえず第１点目についてですけれども、学校の方でさまざまな努力が行われていて、学

校の話の中ではクラスの中での討論とか、そうしたこともいろいろと行われているという話と

かも、また当事者同士の保護者の方も呼んで解決を図る。いじめの問題についてはすぐに解決

を図っているという話も、学校等ではお聞きをいたしましたので、今、いじめの問題でも携帯

のメールや何かで一斉になっちゃうとか、一瞬にして立場が変わってしまうとか、いろんな複

雑な問題もありますが、しっかりと対応していただきたいということと、また変に隠さないよ

うにしながら、全体で考えていけるような体制をつくっていただきたいと思います。 

 １点だけお願いしたいんですけれども、学校生活適応指導教室に関してであります。先ほど

教育長の方から、市として設置に向けて検討していく必要があるという話がございました。今、

県内の市に限って言いますと、もう32の市にあります。協議会に加盟している機関も含めて、

ほとんどの市においては設置をされている状況にありまして、海部郡で言うと弥富市と愛西市

はないということで、本当にこの辺が非常におくれているという話もお聞きをいたしました。 

 先ほど愛西市から中学生２名という話をお聞きしましたが、蟹江としては町外からの通所の

方は５名に限る、それ以上はとても見られないというお話も伺いまして、現在、愛西市、それ

から甚目寺、そして七宝、弥富から１名ということで、愛西市から１名というふうに聞いたん

ですけれども、４名が来られているという話をお聞きしました。また、佐屋小学校の方がこの

前相談に来られましたという話もお聞きしました。やはり蟹江としても余裕がないのが実際で

ありまして、早急に愛西市として検討していただきたいと思いますので、そうした検討につい

て具体的な日程をぜひとも俎上に乗せていただきたいと思います。来年度からの検討とかを含

めて、その点だけちょっとお聞きします。お願いします。 

○教育長（青木萬生君） 

 真野議員おっしゃっていただいた数値、蟹江町にも限度があるということで、限られた状況

の中で現在お世話になっているわけでございます。ここで申しましたように、近隣の動向を視

野に入れて、十分検討を進めさせていただきたいと思っております。 

○１０番（真野和久君） 

 ぜひ具体的に、場所の問題などもありますのでなかなか難しい問題もあると思いますが、今

は愛西市にもさまざまな空きの部分もありますので、具体的にぜひ早期に計画に取りかかられ

るように強く要望したいと思います。 

 それからトーヨーボールの問題に関しては、ぜひ県・稲沢市に対して実態調査をちゃんとや

るようにお願いをしていきたいというふうに思いますし、そうした点についてはどうなんです

か。また、独自の対策等については伺っていますか、いないですか。 

○市民生活・保健部長（藤松岳文君） 

 先ほどの答弁の中でお答えをいたしましたように、稲沢市に対しても、また県に対しても、

それぞれの情報提供が共有できるように、私どもも積極的に話し合いの中に入れていただくよ
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うな形で進めておると思っております。したがいまして、先ほど来お話ししましたように、入

札の件もこちらへ教えていただき、またこのような状況になっているということで進めており

ます。 

 ただ、先ほど真野議員がおっしゃられたような特段なことは、現在のところは考えていない

状況でございますので、よろしくお願いをしたいと思います。 

○１０番（真野和久君） 

 稲沢に一度お話を伺ったときには、県が動けば市は動くという話も、前の市長は言っておら

れましたので、ぜひともまたそういったところも確認をしていただきたいというふうに思いま

す。 

 ４番目の総代体制についてお尋ねをいたしますが、今回の総代制の統一の問題については、

本当にいろんな問題が出てきています。第２回の総代会・駐在員会のときの資料で、総代制の

移行ということで、組織を見直す理由とか移行への考え方等が示されていますが、そうしたも

のを見ても、またこの間、地域の駐在員の方々の声を聞いても、基本的には今のままでやって

いきたいというのが本音だと思います。特にいろいろと問題がありますが、先ほども総務部長

が、町内行事や何かは関係ないし、またこれまでどおり町内自治についても、そういうものに

ついては影響はないというふうに言われますが、やはり大事な問題は、総代の事務委託料は総

代に払われるわけですね、実際。そこからまた各地域に分配されるということになっています

ね。実際、現実的に事務委託料そのものもほぼ、広報の配布委託に伴っている料金のような位

置づけもあるみたいな感じになっていますけど、そういう形で委託料が払われて、それがそれ

ぞれの地域の自治活動の資金の一部にもなっているという実態があります。そういう中で、や

っぱり総代という形で集約されてしまって、その事務委託料をどういう形で分配するのかとい

うような問題も出てきます。当然、その中では、その地域の総代となるべき、ある町内の自治

会等が、あるいは町内会等のところへ一括してぽんと入って、そこから分配されるというよう

な形になってしまうのではないかと。 

 佐屋の方では、これまではそれぞれの町内会ごとに分けて振り込むということもやられたみ

たいですが、それすら今回から１ヵ所にまとめて振り込まれて、そこから分配するということ

になっているのはやはり問題ではないかと思うんですけれども、そこについてはどういうふう

に認識されていますか。 

○総務部長（中野正三君） 

 今議員が申されましたことは、それぞれの会合の中といいますか、総代・駐在員会の中でも、

そして各地域ごとに私どもが御説明に伺った中でも、その話が出ております。ただ、そういう

ことを思って、この19日からの中でのお伝えの仕方としましては、実際には今覚書といいます

か、事務委託の契約をつくっているわけですけど、総代の契約の中において、当分の間といい

ますか、過渡期間というような扱いの中で、個々の御指定の口座の方へという形をとらざるを

得ないのではないかと。そうしないと混乱を招くというような御指摘も、実は真野議員おっし

ゃるようなお申し出は、じかに私自身も聞いております。といいますのは、主たるところに入
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れて、主たるところというのは総代のところに入れて、各ところに配るということになると、

実は自治会の中へ入れてみえるものですから、その自治会の出金という形をとらなきゃならな

いと。これは、自分たちとしては説明に窮するという御指摘もいただいております。過渡期間

として、私どもとしては、契約相手としては一本の総代でお願いしたいとは思っておりますが、

個々の中においては、明細で変えてもいいよというところと、指定のところへ分配の方法を当

分の間という形でとらざるを得ないということは考えております。 

○１０番（真野和久君） 

 それは、そのまま固定するということではなくて、過渡期としてという話になると、将来的

に一本化ということになりますね。基本的に財政が一本化されるということになってしまうと、

当然町内会とかの運営に対しても非常に大きな問題が出てくるわけですね。そういったことを

考慮に入れずに、やはり総代を一本化することは極めて問題だと思います。 

 また、佐屋地区でも、従来からそういう形であったものが一本化されてしまったというよう

な問題とか、あるいはそれぞれの町内会でさまざまな市に対して、旧佐屋町に対して、いろん

な道路改良などの要望をする場合でも、その総代の判こが要るとか、直接市の方へ持っていけ

ないような状況というのがあって、そうしたことに対する不満、そしてぜひそういったものを

改善してほしいという声があったと思うんですよ。そうしたことが、今回の総代の体制の改善

の中に全然生かされていない。逆にもとに戻ってしまうような形で、より一体化する方へ強化

されてしまっているというのが、今回の移行問題の一番大きな問題の一つだというふうに思っ

ています。 

 なおかつ、佐織の方ではコミュニティーごととかでもいいからまとまってくれというような

話もされていますが、それでもそうした問題は、これから調整の問題というのは非常に大きな

問題になってくると思うんですよ。 

 特にこの移行の理由の中で、行政区に対する補助金の格差が是正できて、舗装・側溝・ごみ

ステーション等の要望事業の公平化が図られるということが言われていますが、結局これはど

ういうことかというと、これまで佐織地区は特に駐在員が非常に細かくいました。その中で、

個々に要望を行政側に対して出すような体制になっていました。それが、結局はまとまるとい

う形になれば、従来からの要望が通りづらくなるということになってしまうということも言え

るわけですね。そういう点では、そもそもこの公平性が図られるというのが、市にとっての簡

素化、住民にとっては非常に要望が通りにくい状況へ統合されていくということになるんじゃ

ないでしょうか。そうした認識はありませんか。 

○助役（山田信行君） 

 冒頭のところで、今のままの方がいいという意見が多いということをおっしゃいましたけれ

ども、やはり市となった以上、４地区の一体性をはぐくむためには、こういった自治組織であ

る総代制を一本化し、その上で地区行事だとか、そういった関係も見直していきたいといった

ねらいもございます。 

 先ほどございましたように、事務委託料の関係も、このまま、今世帯数掛ける 2,100円とい
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う積算根拠でございますが、こういった積算根拠の、まずは総代会の組織ができた時点で委託

料の計算方式などについても見直していきたいという私どもの考えがございます。ですから、

今まで駐在員制度などで一つの行政区を複数の駐在員の方で受け持っておられたところも、単

にお１人の総代だけが全責任を負うというような組織ではなくて、従来の複数の駐在員方で役

割分担、要は総代だとか副総代、そういった組織づくりをしていただいた上で、その行政区の

中の円滑な運営を相互に御協議をいただいていけば、事務委託料の関係などもそんなに難しい

配分にはならないんではなかろうかと、私ども今考えているところでございます。 

 いずれにいたしましても、御理解をいただきながら円滑に進めていきたい、そういった気持

ちでございます。私どものやり方を強引に押し通そうということはございませんので、２年ほ

どの過渡期間をもちましてぐあいよく進めていきたいと、そんな考えでございます。 

○１０番（真野和久君） 

 今の助役の発言の中に見られるのは、相談をしながらと言われていますけど、とにかく２年

間でやってしまおうということが非常に大きな問題だし、先ほどから言っていますように、委

託料に関しても、結局会計上の問題がそれぞれの地域の一本化につながるわけですよ、結局は。

そうせざるを得ない状況に追い込まれていくわけですよ、実際には。そういったことが非常に

大きな問題だということをしっかりと認識してほしいと思うんですね。はっきり言って、そう

いったところを考えずに、とにかくうまくその地域でやってもらえばいいわみたいな安易な考

えはぜひとも捨ててほしいと思いますし、ここには一応行政区で 1,000世帯になるような町で

あれば、地域の習慣や小学校区の関連から２分割も検討できるというふうに書いてありますけ

れども、そうしたことも含めて、地元の意識を考えながら、旧大字にこだわらずに、それぞれ

の町内のそれぞれの意思を尊重しながら総代を出していく、あるいは市とのパイプをつくって

いくということをぜひとも考えていただきたいと思うんですよ。 

 これは先ほどちょっと伺ったんですけれども、佐屋の方では 1,000世帯以上になるようなと

ころに関しては２分割できるというような説明を省かれてしまったというような話もお聞きし

ました。そうした点からも、明らかに統合、統合という方向にしか考えられないんですね。そ

れは明らかに行政側の身勝手じゃないかというふうに思うんですよ。 

 実際、これまでも駐在員会の中で、自分たちは下請なのかと、一体何なんだという声がいつ

も出ていたことは、総務部長も御存じだと思います。そういった点からも非常に大きな問題が

あると思います。 

 また、さまざまな地元に要請をする場合に、総代会で説明をして、地元にお話をしてくださ

いというようなことが、これまでもやられていましたし、これからもやられていくんじゃない

でしょうか。そうした場合に、 1,000世帯に対して、中間に置きながら説明をしていくなんて

ことは大変なことですし、できればそれぞれの町内ごとの代表にちゃんと説明ができるような

ことをやっていくことこそが大事だと思うんです。そうしたことを考えてやられているのかど

うかということをもう一度確認したいと思います。 

○助役（山田信行君） 
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 ただいまいろんな御意見もいただきましたので、そういったことも加味しながら、こういっ

た総代制への移行を何とか円滑に進めていきたいという私どもの考えでございます。 

○１０番（真野和久君） 

 最後に求めますけれども、本当に地域の住民参加ということを標榜されるならば、きめ細か

い地域の声を出していく、あるいはきめ細かくそれぞれ地域ごとの特色を尊重しながら行政を

進めていくことこそが市政に求められているというふうに考えます。そこをしっかりと、ぜひ

とももう一度再検討をしていただきたいと思います。 

 今回のここの問題について、とにかくまず旧大字でまとまってもらわないと進まないなんて

いう発想自身が、市としての考え方として大きな問題だと思います。こうした点を含めて、市

長のお考えをお聞きしたいと思います。 

○市長（八木忠男君） 

 この総代制の問題、本当に私どもも苦労しながらといいますか、これが合併の宿命でありま

す。ですから、来週、再来週に私も３地区ヘ出向いて、それぞれの地区で説明をさせていただ

き、御理解をいただきながら進めてまいりたいと思っております。 

 基本的には、行政区を基本に持ちながら、合併協議会の中でもこの点についても議論がなさ

れてきたわけであります。そうしたことを十二分に踏まえて進めてまいりたいと思っておりま

す。 

○議長（佐藤 勇君） 

 これで、10番・真野和久議員の質問を終わります。 

 ここで10分間休憩をとります。 

                 午前11時00分 休憩 

                 午前11時10分 再開 

○議長（佐藤 勇君） 

 それでは、休憩を解きまして会議を再開させていただきます。 

 次に、通告順位11番の２番・鷲野聰明議員の質問を許します。 

○２番（鷲野聰明君） 

 議長よりお許しをいただきましたので、発言通告書に基づきまして、３点の質問をいたしま

す。 

 まず第１項目の１点目は環境問題でございますが、空き缶等ごみ散乱防止条例の見直し強化

等についてでございます。 

 先般、11月12日、愛西市ごみゼロ運動が全世帯の協力を得て市内全域にて実施され、効果も

大きかったと感じております。 

 そこで質問ですが、ごみ袋の事前配布数、配布方法、また市民の総参加人数、参加職員数、

ごみの総回収量等についてお尋ねをいたします。 

 また、条例によりますと、市民行動の日は５月30日より６月５日の間となっておりますが、

変更となったのか、またどのような経過であったのか、あればお尋ねをいたします。 
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 次に、拾うごみの種類として、粗大ごみ、袋に入らない不燃物が対象になっていないのはな

ぜでしょうか。散乱ごみ全般でよいのではないかと思いますが、質問をいたします。 

 続いて、当日の奉仕車両として、市内の建設業界に各社１台依頼をしたと聞いてございます

が、依頼方法と協力会社数、参加車両数等についてお尋ねをいたします。 

 次に、空き缶等ごみ散乱防止条例の見直し・強化についてでございます。 

 愛西市空き缶等ごみ散乱防止条例には、第12条として、違反する行為があると認める場合に

は、当該違反行為をしている者に対して適当な措置を講ずるよう勧告することができるという

内容で、平成17年の４月１日から施行されてございます。先進の市におきましては、さらに勧

告に従うべきことを命令することができる。そして、さらに正当な理由がなく、その命令に従

わないときは、その旨を公表することができる。そして、さらに正当な理由がなく、その命令

に従わないときは、何万円以下の過料を科す、あるいは科すことができると、罰則までの条例

を検討すべきときに来ているのではないかということを思うわけでございますが、その件につ

きましても質問をいたします。 

 次に、市職員によるボランティア美化計画の考えについてお尋ねをいたします。 

 国におきましても、安倍首相が「美しい国日本」を政権スローガンに掲げておられますが、

愛西市といたしましても、「ごみのない環境文化都市愛西」の実現に向けて、市職員のリーダ

ーシップをさらに望むところでございますが、何かお考えがあるのかどうか、お尋ねをいたし

ます。 

 続きまして、大項目の２点目でございます。行財政改革に伴う諸課題についてでございます。 

 愛西市行政改革大綱の本市を取り巻く行政環境にも出ておりますが、愛西市の行財政は極め

て厳しい状況となっています。歳入に関しては、税収入が伸び悩み、現下の社会経済情勢を見

据えると、今後、大きな歳入増を期待することは困難な状況にあることは言うまでもありませ

ん。 

 その反面、歳出に関しては、増大した行政需要への対応のため、義務的経費が増加するなど、

財政構造の硬直化が進み、合併をしたものの、現状のままの行財政運営を続けることは非常に

困難な状況にございます。そこで、愛西市の遊休資産の現況と見直しについてお尋ねをいたし

ます。 

 過去に住民より寄附採納をされた土地、何らかの理由で保有している土地、また過去に利用

していたが、現在は未利用地など、何ヵ所ぐらいでどれほどの面積があるのか、お尋ねをいた

します。また、これらの土地の草刈り等の維持管理費はどのようになっているのか。続きまし

て、財政再建の各種プロジェクトが進められている現状において、近い将来に利用計画のない

遊休資産の洗い出し、見直しをして、処分も検討すべきではないか、お尋ねをいたします。 

 次に、愛西市財産審議会の方針等について質問をいたします。 

 委員のメンバー構成についてお尋ねをいたします。 

 先般、議会の全員協議会等にて東邦ガスへの市有地販売について報告を受けました。また、

永和小学校、北河田小学校の借地買収については、やむを得ず買収ということで、事後報告を
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受けました。10月６日、全員協議会にての助役発言では、「借金は少のうございますが、財政

状況は厳しいです」との言葉がございました。市有財産を安く販売し、借地の購入単価は逆に

高過ぎるのではないかと私自身実感いたしております。また、平成17年度末起債残高は 212億 

7,500万円、また今年度予算の起債、あるいは12月議会の補正等を含めますと25億 6,400万の

起債も膨らむような現況でございます。預金におきましても 107億円が、さらに今年度は12億

円ほど減額されてくるのではないか、95億円ぐらいに減ってくるのではないかと感じておりま

す。このような現況にて「借金は少のうございます」との言葉は、行財政改革の責任者として

の言葉としてふさわしくないと思いますが、お尋ねをいたします。 

 行財政改革の観点から、または市民の視点から見ると、財産審議会のあり方、考え方が十分

に機能しているのか、質問をいたします。 

 続きまして、関連しておりますが、公共用地の買収単価設定について質問をいたします。 

 今後、道路用地、借地等公共用地の買収が多く想定されますが、その都度の買収単価設定で

はなく、地区別に事前設定を考えたらどうかと思いますが、考えにつきまして改めてお尋ねを

いたします。 

 続きまして、学校用地以外に借地はどれほどあるものか、また借地料はどのようになってい

るのか、総額等についてお尋ねをいたします。 

 続きまして、大項目３点目は、健全財政への取り組みについてでございます。 

 ６月議会において質問をさせていただきました、財源確保のための有料広告の件であります。 

 津島市の広報紙は、各種条例整備がされ、12月号より財源確保のための有料広告を掲載され

ました。また、津島市のホームページにバナー広告を６こま募集され、今月よりスタートされ

たと聞いております。津島市は、全庁的な規模で有料広告に対する取り組みがされております。

愛西市においても、各種広告を検討するとのことでございましたが、現在の進捗状況等につい

てお尋ねをいたします。 

 次に、企業誘致に向けての組織改革について質問をいたします。 

 愛西市の将来を真剣に考えると、また住民サービスの低下を避けるためにも、今何をしなけ

ればいけないのか。やはり行財政改革と企業誘致ではないかと考えます。また、それぞれ同時

並行で進める必要があります。 

 近隣市の広報、ホームページ等では、市長発信の企業誘致促進のアピールが多数出されてご

ざいます。例えば「広報一宮」平成18年２月号では、一宮市長名で「市民の皆様へ」との内容

で「企業誘致の促進」というタイトルでございます。一部抜粋で読み上げさせていただきます。

「平成14年には企業立地促進条例を制定し、企業が進出しやすい環境整備に努めてまいりまし

た。この３年間で、条例による奨励措置適用を受けた企業進出件数は９件となりました。一宮

市では、企業誘致について積極的に努力を続けていきます。遊休地や余剰地など、企業立地が

可能な土地の情報をぜひお待ちしています。どうぞよろしくお願いいたします」という内容で

ございます。企業誘致を進める、また研究するためにも、組織の設置を考えたらと思いますが、

お尋ねをいたします。 
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 あとは自席にて質問をさせていただきます。以上、よろしくお願いを申し上げます。 

○市民生活・保健部長（藤松岳文君） 

 私の方から、ごみゼロ運動についてお答えをさせていただきます。 

 まずごみ袋の配布数でございますが、これは全世帯へ配布をいたしております。９月末世帯

２万 1,024世帯でございます。１世帯10枚ずつ配布をいたしております。参加人数は、１世帯

１人の参加でお願いをいたしておりますので、御参加いただいたと思っております。職員の参

加は 400名ほどと考えております。 

 次に、回収量でございますが、可燃ごみにつきましては 1，250袋、プラごみにつきまして                                                                                        

 1,679袋、不燃ごみが 457袋、空き缶が 786袋、空き瓶 263袋でございました。粗大ごみにつ

きましては、収集が困難ということもございまして、投棄してあった場所を御報告いただき、

後日、回収をいたしておるのが現状でございます。 

 奉仕車両につきましては、市の建設業協同組合の会長に各支部長より依頼をいたしました。 

協力いただいた会社数は28業者でございました。１社１台の車をお願いいたしました。 

 次に、ごみ散乱防止条例の市民行動の日は、議員の言われましたとおり５月30日より６月５

日になっておるわけでございますが、今まで佐屋、佐織地区では、ごみゼロは11月の第２日曜

日が定着をいたしておりました。したがいまして、この11月の第２日曜日、12日をもってこの

ごみゼロ運動を実施しておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 次に、ごみ散乱防止条例の見直し・強化ということでございます。 

 他市町村では、このような条例で、議員の言われるとおり罰則規定、罰金規定等を定めてい

るところもございますが、不法投棄者を確定し、過料を科すことは非常に難しいことと思われ

ます。今まで条例制定市町村でも、罰金を徴収したことは聞いておりません。また、条例の12

条では、指定地域内での自動販売機設置者、公共の場でのチラシの配布者、催しでのごみ清掃

違反者に対して行う措置でございますので、よろしく御理解がいただきたいと思います。 

 次に、市職員によるボランティア美化計画でございますが、職員によるボランティアはごみ

ゼロ運動でも御案内のとおり、住民参加で行っておりまして、職員もボランティアで参加をし

ており、今後もこのような形で行っていきたいと考えておりますので、よろしくお願いをした

いと思います。以上でございます。 

○企画部長（石原 光君） 

 それでは、行政改革に伴う諸問題について、まず１点目の遊休資産の現況と見直しについて。 

 議員おっしゃるように、旧町村時代から、この土地につきましては寄附、あるいは代替用地、

あるいはごみ処理場用地、いろいろ事業用地として使われておりまして、合併によりまして現

在新市に引き継がれておるのが現状でございます。 

 それで、現状の地区箇所と、面積の関係につきまして、地区別、それから用途別に申し上げ

ます。 

 佐屋地区につきましては、代替用地といたしまして４筆で 3,433平米、立田地区におきまし

ては、４Ｈクラブの試験田などで18筆、１万 6,769平米、八開地区では、ごみ処理場跡地等で
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８筆ございまして 5,219平米、佐織地区では、代替用地といたしまして23筆、 5,148平米ござ

います。愛西市といたしまして、合計いたしますと53筆、３万 569平米ほどとなっております。 

 それから２点目の、これらの土地に係る草刈り等の維持管理費の関係でございますが、草刈

りの維持管理経費につきましては55万 9,035円です。それから、ごみ処理場の跡地等の水質調

査の関係もしておりまして、その水質検査料といたしまして14万 700円でございます。 

 それから２点目の御質問いただきました財産評価審議会の関係につきましては、助役の方か

らお答えをさせていただきますので、よろしくお願いいたします。 

○助役（山田信行君） 

 それでは、２点目の財産評価審議会の考え方などについての御質問でございます。 

 まず最初の、委員の構成メンバーはどのようになっているかというお尋ねでございます。 

 私ども愛西市の財産評価管理、そういったものを適正に行っていくために、財産評価審議会

を設置しております。これには、根拠となる規定がございまして、それに基づきまして、委員

は私を含めまして10名の関係部課長で構成をしております。具体的に申し上げますと、企画部

長、総務部長、経済建設部長、上下水道部長、資産税課長、用地課長、都市計画課長、企画課

長、そして財政課長でございます。以上の10名のメンバーで構成をしております。 

 この評価審議会の主な審議事項といたしましては、四つほどございますけれども、まず一つ

は不動産、またこれに附帯するところの動産の評価に関係すること。二つ目が、不動産の取得、

または処分価格に関する評価の関係。また、三つ目には、不動産の貸し付け、また私有地の借

入価格の評価に関すること。そして四つ目には、以上、そういったもののほかに財産の管理だ

とか、評価の関係について必要と認める事項をこの財産評価審議会で協議をすることになって

おります。 

 そこで二つ目に、審議会のあり方について疑問を抱いておられるような御指摘をいろいろい

ただいたわけでございますけれども、私ども委員会といたしまして十分な議論をしてきたと、

そのような理解ではおりますが、ただいまいろいろと御指摘をいただいた点からも、そういっ

た関係を真摯に受けとめまして、これから私どもこういった関係にも全力で努力をしていかな

ければならないと思っております。 

 いずれにいたしましても、議員の皆様方にそういった不安を抱かせるような運営であっては

いけないと、そのように今謙虚に受けとめておるところでございます。これから、そういった

御期待にこたえられますように、委員会の機能充実に努めていきたいと考えております。 

 そして三つ目に、愛西市の借金の状況、公債費比率の関係を引用してお話がございました。

愛西市の公債費比率 5.2％であります。この 5.2％というのは、愛知県下で順位つけますと、

いい意味での低い数字となっております。そういったところから、私は「借金は少のうござい

ますが」というふうに言ったわけですが、あくまでもこれは愛西市がゆとりがあるから借金が

少ないんだと、そう言ったわけではございません。 212億円のうち、一般会計での借金が 136

億円ほどもあるという状況からすれば、とてもゆとりのある状況ではございませんので、その

辺は誤解のないように御理解をいただきたいと思っております。 
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 いずれにしましても、経常収支比率も83.2％というところからすれば、愛西市の財政は弾力

がないと、そんなふうに認識をしておりますので、よろしくお願い申し上げます。 

 以下の関係については、また担当部長から御説明をさせていただきます。 

○企画部長（石原 光君） 

 ちょっと前後して申しわけございませんけれども、先ほどの遊休資産の現況と見直しの中で、

今後、その処分も検討すべきじゃないかという御質問をいただいておりました。お答えをさせ

ていただきます。 

 議員おっしゃるように、この財産の有効活用につきましては、以前にもお答えをしたと思い

ますけれども、財政の視点、あるいはまちづくりの視点、また産業振興、観光の視点などの選

択肢を踏まえまして、やはり地域の発展に役立つような活用を図るべきではなかろうかという

ふうに考えております。それで、議員からの御指摘がございましたその未利用地につきまして

も、将来にわたり全く利用が見込めないということになれば、当然愛西市の財源確保を図る一

つの手だてといたしまして、売却や、あるいは賃貸による貸し付けといった方法も考えられま

す。この件につきましては、今後議会の皆さんとも相談しながら、行政改革の中で進めてまい

りたいと。いずれにしましても、この問題につきましては整理をしていかなければならないと

いうふうに現時点では受けとめております。 

 それから３点目の、公共用地の買収単価の設定の関係でございますが、これは一昨日の真野

議員、太田議員の議案質疑の中でもお答えをさせていただいておりますように、現在、新しい

公共用地取得基準単価の設定について検討をしております。 

 それで、御案内のとおり、愛西市は２町２村で合併をしておりまして、市街化区域、調整区

域がございます。それで、市としての一律の単価設定は、いろんな経緯もございまして、先般

もお答えしておりますように、非常に即統一というのは難しい。それで、議員御指摘にありま

すように、地区別の基準単価の設定を考えております。この間、一部真野議員のお答えにも申

し上げておりますように、そういった地区別での単価設定を考えております。当然、それは今

後の用地買収に対応していくために、事前の単価設定をしていきたいという考えでおります。

それで、最終日の議会に議長にもお許しをいただいて、全員協議会の中でお示しをしていきた

いというふうに考えておりますので、よろしくお願いをいたします。 

 それから、学校用地以外の借地はどれだけあるのかという御質問でございますけれども、ま

ず学校用地以外の借地につきまして、用途別に御報告を申し上げます。 

 駐輪場といたしまして 1，182平米、それから児童遊園、ちびっ子広場といたしまして２万                                                                                        

 1,262平米、それから一時ごみの保管場所等といたしまして 5,323平米、それから堆積土置き

場といたしまして 3,797平米、それから防火水槽、ポンプ小屋といたしまして 1,932平米、そ

れから花ハス田といたしまして１万 5,176平米などがございます。 

 それで、借地料につきましては、旧町村時における契約が継続していることもございまして、

現時点におきまして、旧町村時の借地料を継続しておるのが現状でございます。ただ、愛西市

といたしましても、その基準を統一できるように調整に向けて、現状進めております。 
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 それで、単価の関係ですけれども、先ほど申し上げましたトータルの借地料の関係でござい

ますが、現行の借地料で試算をいたしますと 1,547万 4,681円という数字でございます。以上

でございます。 

○総務部長（中野正三君） 

 それでは、広報等への広告掲載につきましてお答えを申し上げます。 

 広報につきましては、今、私どもとしては、津島市が、お話がありましたように12月号から

一番後ろのページに一面なされております。これが10万円という形で承ってはおります。こう

いう形を来年度の広報、途中になるかもしれませんが、募集等の要綱の設置と広告主の募集等

で少し時間をいただきたい。いずれにしても、19年度の広報の中でやっていきたいということ

は考えております。 

 １点、ホームページでございますが、このホームページは合併時に暫定的につくったものを、

その都度微調整といいますか、手直しをしてきた経緯がございます。このために、大幅な改正

といいますか、リニューアルが必要だということは認識しております。これを早目にやりたい

と。その中で、この募集をしていきたいということを考えております。 

 それから、これは広告を私どもで募集するわけではございませんが、県内だと同じようなも

のが、多分一宮市や豊田市がやってみえて、県外でも結構やってみえるんですけど、こういう

裏表広告が入ったものが市民課の窓口に置くという形で、業者提供がされるところの提案が実

はございます。これは人口の大体半分ほどをめどに提供ができるのではないか。ただし、広告

主の募集を向こうの業者がするわけですけど、今、市民課が、各出先等も含めて大体４万枚ぐ

らいでございます。ただ、向こうの提供でいくと３万 5,000ぐらいしか多分できないだろうと

いうことは言っておりますが、封筒の３万 5,000でやっても10万ちょっとの印刷代が助かると

いう状況があります。これを次年度に取り入れていきたいという考えは持っております。以上

でございます。 

○市長（八木忠男君） 

 私の方から、企業誘致に向けての答弁をさせていただきます。 

 きのうも加賀議員初め、それぞれお答えをしてまいりました。県の方へは派遣を申請してい

るわけですが、26日にも県の技官さんの方へ、また再度ごあいさつにという予定をしているわ

けであります。打ち合わせの中で、旧八開村で具体的に相当大きな企業誘致の話が以前あった

というようなことで、残念ながら成立はしなかったけどというような職員からの報告も受けて

いるわけであります。いろんな手法もあろうかと思いますし、これから勉強してまいりますが、

議員の皆様方にもそれぞれのお立場で情報提供などもお願いをしたく思います。具体的に新し

い年度に向けてのそうした担当を考えてまいりたいと思っております。以上でございます。 

○２番（鷲野聰明君） 

 それでは、再質問をさせていただきます。 

 まずごみの関係なんですけれども、先ほど11月にというような話がございましたけれども、

特に条例の５月30日より６月５日の間という項目について変更をした方がいいのではないか。
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継続的に11月にされるということであれば、その方がマッチしているとも思われますので、ま

たお願いします。 

 それから、先ほど粗大ごみ、あるいは袋に入らないような大きな不燃物等は対象外となって

いましたけれども、現実には回収されたという形でいいのかどうか、もう一度確認をお願いい

たします。 

 それから空き缶等ごみの散乱防止条例に関する件でございますが、この愛西市では勧告する

ことができるまでとなってございます。いろいろ環境その他広い分野で、愛西市が直接企業、

あるいは住民への指導、あるいは保健所等の指導について、なかなか協力していただけないよ

うなケースが多々多いというように聞いてございます。一度に罰則規定までは進まないとして

も、せめて勧告に従わない方については命令することができる、あるいは命令に従わないよう

な方は公表することができるところまでぐらいはさらに検討べきではないか。こういうごみに

対する行政の弱気が、市民、あるいは企業に対して横着でやってみえる方に対して問題がある

のではないかというように思いますが、その点についてお尋ねをいたします。 

 それから、市職員のボランティア美化計画についてでございますが、先般も市の職員が 400

名ほど、ボランティアで協力いただいたということについては、改めて感謝を申し上げたいと

いうふうに思います。また、ほかの分野でも、できることがあればいろいろ考えていただきた

いというふうに思います。 

 瀬戸内寂聴さんという方がある書物で言ってみえるわけでございますが、美しくしようとい

う気持ちは皆さんにあるのですと。でも、そのきっかけがないのですというふうに言ってみえ

ますので、やはり行政が何か、そういう地域にお役に立ちたいという方は多数あろうかと思い

ますが、そのきっかけづくりもぜひ考えていただきたいと思いますが、御答弁をお願いいたし

ます。 

 続きまして、２点目の遊休資産の関係でございますが、今部長の方からいろいろお聞きいた

しました。相当の筆数、あるいは面積等がございますし、お金も現状では毎年毎年70万ぐらい

が支出されていくというようなことでございますので、行政改革大綱にのっとってでも結構で

ございますが、将来、利用目的がない部分については、できるだけ早い時期に処分も検討して

いただきたいということにつきましては、お願いをいたしておきます。 

 それと、財産評価審議会の運営については、今助役からもお話がございました。そのような

形で、ぜひ市民の目線に立って十分機能していっていただきたいと思います。 

 特にちょっと感じたのは、安い高いという問題は別に、一般の現在の流通単価といいますか、

そういったものも一つは参考にすべきではないか。固定資産税の評価額の70％という基準も一

つは明確にございますけれども、やはり変形した土地とか、あるいは公道に面していないよう

な土地とか、そういうような部分はさらに何割か安くなるのではないかというようなことも感

じますので、今後そういうこともぜひ考慮に入れて、適正に運営をお願いしたいというふうに、

これはお願いをいたしておきます。 

 続きまして、公用地の買収単価の設定については、今調整といいますか、設定しようと進め
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ておられますということですので、ぜひよろしくお願いを申し上げます。 

 それから、財源確保のための有料広告のことでございます。総務部長から前向きの御答弁を

いただきました。ぜひお願いをいたします。 

 ただ、総務部長のところでは一生懸命になってみえるかと思いますが、私が発言しておるの

は、全部署で考えていただきたいということを思うわけでございます。うちの部では関係ない

という意味ではなく、全庁的に市民の税収増にまつわらない税収といいますか、収入というこ

とをぜひ考えていただきたいと思います。 

 愛西市には総務部、あるいは企画部、議会、消防本部、経済建設部、教育委員会、上下水道

部、福祉部、市民生活部、あるいは四つの総合支所、あるいは秘書室、いろんな分野がござい

ますが、例えば各部で50万収入があるとしますと、20年ぐらいには約 800万ぐらいの収入があ

るのではないか。愛西市の中にたくさん広告看板が出てございますが、公有地から50センチぐ

らい入った私有地ではたくさんの看板が立っておりますので、こういった私有地を使った広告

収入ということも一つ、収入増の選択肢に入れていただいて、それぞれの部局で検討していた

だきたいというように思います。 

 続きまして、企業誘致に向けての組織改革の件でございます。市長の方からも、県の職員等

の派遣も考えているということで、一歩踏み込んだ発言等がございました。やはり企業誘致と

いうのは、財政改革と同時に並行して進めていくべきであるというように思いますので、ぜひ

よろしくお願いします。 

 そこで、市長にお尋ねしたいんですけれども、市長がいろいろ企業誘致に向けての強力な発

信といいますか、方針といいますか、アピールをしておみえでございますので、ぜひ市で隔週

にやっている幹部会等においても、企業誘致のこと、あるいは何か収入増にまつわるようなこ

とがないだろうかということを、ぜひ部長、あるいは課長に尋ねていただいて、次回の幹部会

までに考えてきてくれないだろうかというような投げかけがされたことがあるのかないのかと

いうことをお尋ねをしたいと思います。 

 やはり船というのは、安全航路を目指していかなければなりません。新聞紙上では夕張市の

ことがささやかれておりますが、市長、あるいは助役、企画部長、総務部長等々、借り入れが

少ないというようなことをいろんなところで発言してみえますので、ちょっと心配になるとい

いますか、今、助役が言われましたけれども、誤解を招かないようにということを言われまし

た。何か反対ではないかなあ。そうした発言をされることが、我々議会、あるいは市民への誤

解を招いているのではないかというように、私は率直に思います。やはり市長、助役、企画部

長、何かブレーキのない船が走っているように思うわけでございます。やはり愛西丸が安全航

路を進めますように、夕張方面への座礁航路をしている、あるいは気がつかないうちにそうし

た発言をしているような気がしますので、お願いをいたします。 

 我々議員は素直な方が多いものですから、借金が少ないというと、まだまだ借金ができるの

かなという錯覚、誤解を招きますので、 212億というのは決して小さな借入金ではないという

ふうに思います。さらに、その辺について御答弁をお願いいたします。 
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○市民生活・保健部長（藤松岳文君） 

 ごみの関係でございますが、粗大ごみにつきましては当日御連絡をいただいたものはすべて

片づいておると思っております。また、粗大ごみにつきましては、当然いろいろなところに捨

ててある場合もあろうかと思います。お知らせをいただければ、速やかに手配するよういたし

ますので、よろしくお願いいたしたいと思います。 

 次に、ごみ散乱防止条例の関係でございますが、この日程は統一されて実施されておるとい

うこともございます。そんな中で、愛西市のごみゼロ運動を従前の形、佐屋地区、佐織地区で

実施されておりましたものに、今年から改めて統一をして、愛西市全般で取り組んでおります。

御理解が賜りたいと思います。 

 次に、条例の強化ということでございます。これからますます、ごみの問題については非常

に厳しいと思っております。これもよく勉強させていただきたいと存じます。 

 職員による美化運動につきましても、これからいろいろな場所で出てくると思っております。

また、それらのこともよく検討させていただいて、取り組んでまいりたいと思っております。

以上でございます。 

○助役（山田信行君） 

 借金が少ないということについて、私どもの見識が低いではなかろうかということでござい

ます。私ども、借金が少ないから、これからも安易に借金をしていこう、そういう気持ちは毛

頭ございません。やはりこの借金、貴重な税収から返済をしていかなければならないというこ

とは常に思っております。合併特例債にいたしましても、有利だから借りるということではな

くて、愛西市の一体性をはぐくむために、緊急にして、かつ重要な、そういったところへ重点

的に投資していくためには、やむを得ずそういったものを利用していこうというつもりでござ

いますので、今後ともよろしく御指導をお願いしたいと思います。 

○市長（八木忠男君） 

 各職員に市長の指導はということであります。 

 部長会、幹部会などでも収入減の話については、よくよくしているわけでありまして、弥富

インター近くの流通の会社の話もしております。それも、議会の皆さん方の御協力やらいただ

きながら進めている内容もあるわけでありまして、鷲野議員におかれましては、過去、自治体

の長であったというお立場の経験であります。そうした手段・手法をまた御指導いただけたら

と思いますし、言葉の中で至らぬ言葉・発言がありましたら、遠慮なく御指摘をください。私

ども、決してそうした借金が少ないというようなことは思ってございませんし、これからまだ

まだ借り入れを起こさなくてはいけない事業がたくさんあるわけでございますので、十分心し

て進めてまいりたいと思っております。以上でございます。 

○２番（鷲野聰明君） 

 愛西市の将来が安全な方向に進むように、市長初め幹部の皆さん方が一生懸命英知を出して

取り組んでいただきたいというふうに思いますし、また私どもも、いろいろ不勉強な点が多う

ございます。さらに勉強しながら、市あるいは議会と協力していいまちづくりを進めていきた
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いというふうに考えております。 

 以上で発言を終わります。 

○議長（佐藤 勇君） 

 これにて、２番・鷲野聰明議員の質問を終了いたします。 

 お昼の休憩をします。再開は午後１時半からです。 

                 午後０時00分 休憩 

                 午後１時30分 再開 

○議長（佐藤 勇君） 

 それでは、休憩を解きまして会議を再開させていただきます。 

 通告順位に従い、12番、18番の古江寛昭議員の質問を許します。 

○１８番（古江寛昭君） 

 議長のお許しをいただきまして、２点ほど質問させていただきます。 

 お昼の食事の済んだところで眠い方もあるかもしれませんけれども、ひとつ御辛抱いただき

たいと思います。 

 まず１点目でございますけれども、少子・高齢化の進展する中での議題といたしまして、こ

のたび少子化についてお尋ねをしたいと思います。 

 人と緑が織りなす文化都市について考えますに、まず人であり、人が滅べば国が滅ぶとも言

われます昔からのことわざもございます。今後、少子・高齢化対策は非常に大きな国民的な問

題となってくることは疑いの余地はありません。安倍新内閣におきましても、高市大臣が少子

化担当大臣の兼務をされていますし、担当大臣においての力の入れ方がうかがえると思います。

今後、国としましても、重要な施策になってくることは必至でありましょう。 

 新市となってからも、本会議におきまして、他の議員からいろいろ質問された経緯もありま

すが、なかなか見通しの明るい答えにはなっていなかったように思います。少子化対策をいか

に幅広く考え、若い人が安心して子育てができる環境をつくることこそが大事な施策と言える

のでしょう。問題解消とまではいかなくても、何らかの方法を考えていくべきであります。国

においても、大幅な子育て支援も打ち出されてくることも考えられます。現在、国・県におい

て新しく施策が打ち出されたようなことがあればお聞きしたいと思います。 

 夫婦共稼ぎの中で、幼児保育、あるいは教育、医療面などで総合的な取り組みにより、出産

から子育ては社会全体の問題ととらえ、支援していかなければならないと思うが、市としての

見解はいかがですか、お答えをいただきたい。 

 以上のことから、地方分権の今日、市としてはどのような構想を持って、若い方々に安心を

与え、少子化についての理解が得られるように努力が必要だと考えます。 

 次に、役場職員の時間外勤務についてお伺いをいたします。 

 まず初めに、役場の職員の方の職場間の意思の疎通はうまく図られているのか、お尋ねをい

たします。 

 ただでさえ役所の分庁方式により、込み入った話になると地元の分庁舎では解決できない問
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題が多々ありました。目的の課まで行くという不便さを感じているのが現実であります。まし

て、地元の分庁舎においても、職員の顔もなかなか覚えられず、市民にとっては不安な面もあ

りがちであります。できる限り、職員間の意思疎通を図り、効率よく市民サービスに努めてい

ただきたい。 

 そこでお尋ねしたいのは、役場職員の時間外勤務についてでありますが、時間数までは把握

できないのでありますが、すべての部課において時間外勤務が行われております。予算から見

ましても、かなり多くの時間数になると考えられます。昨今、公務員にしろ、一般企業にしろ、

職員の削減については四苦八苦している時代であります。愛西市においても、将来、何がしか

の人員削減も考えていかなければならないでしょう。市長としても、そのような構想をお持ち

のはずであります。 

 行政大綱の答申案にもうたわれていますように、「分庁方式によるため、現在、本市が抱え

る諸問題について、複雑・多様化する市民のニーズに迅速に対応できる体制を基本に組織づく

りを検討し」とありますが、今の体制で実現できるのか、不安に思えるのであります。そのほ

か、適正な定員管理のところにおいては、「最少経費で最大の効果を上げるため、職員数につ

いては計画的に定員管理をし」とありますが、現状の時間外勤務などから想像するとき、今よ

りも職員の数を削減するには並大抵のことではできないのではないかと思います。それとも、

今後において計画的に効率的な配置を行っていけば目的を達成できるのか、お聞きをいたしま

す。 

 現在の時間外勤務の実態を見ますと、時代に逆行しているのではないかと思いますが、今後

において時間外勤務を縮小する施策は考えられないのでしょうか。あるいは、今の状態がどこ

の自治体の役所においても普通であって、改革の余地はないと言われるのでしょうか。 

 例えば一つの例として、一般企業などでは月に何日かの日にちを決め、部課で時間工数、経

費などの削減の目標を決め、提案していくという打ち合わせなどをする会社もあるように聞い

ております。具体的に行動していくべきではないかと思いますか、いかがでしょう。 

 複雑な作業の中で、手を省き、時間外勤務を縮小するのではなく、まさに最少の経費で最大

の効果を上げるための定員管理を必要とするのであります。それには、市長と助役、助役と職

員との横の連携と意思の疎通が図られていなければと思いますが、いかがですか。 

 以上、自席にてお伺いいたします。 

○福祉部長（水谷 正君） 

 それでは御答弁させていただきます。 

 まず１点目の関係でございますが、今後ますます少子化対策が非常に大きな問題となってく

ることは必至で、国はということでございます。 

 国では、平成16年６月に少子化社会対策大綱を策定し、その具体的実施計画として、子供・

子育て応援プランを実施してきましたが、平成17年の合計特殊出生率が1.25と過去最低を更新

し、いよいよ国の人口が減少局面に入ってきました。そこで、平成18年６月には新たな少子化

対策として、社会全体の意識改革、子供と家庭を大切にするという視点に立った施策の拡充、
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こういった視点で新しい少子化対策を打ち出してきております。具体的には、現在はまだ概算

要求段階ですが、すべての子育て家庭の支援という観点からの子育て支援の強化ということで、

生後４ヵ月までの全戸を訪問する「こんにちは赤ちゃん事業」、地域子育て支援センターなど

の子育て支援拠点の拡充、全小学校区における放課後子どもプランの推進を掲げております。

また、待機児童の解消に向けた待機児童ゼロ作戦のさらなる推進と、病児・病後児保育事業の

拡充など、多様な保育サービスの提供も掲げております。そのほか、子育ての経済的負担の軽

減策として、児童手当制度における乳幼児加算の検討、不妊治療の公的助成の拡大、また働き

方の改革として、長時間労働の是正やパートタイム労働者の均等処遇等の推進、女性の継続就

労・再就職支援なども少子化対策を推進する観点から必要な措置を講ずると聞いております。 

 二つ目の、今、市としての関係でございます。 

 市独自の少子化に対する施策についての御質問でございますが、経済的な支援といたしまし 

て、第３子以降の出生に対する出産祝い金15万円を支給する事業のほか、市遺児手当は月額                                                                                          

 2,500円の支給などを実施しています。そのほか、子育て家庭の支援策として、市内の２ヵ所

で地域子育て支援センター事業を実施しており、また市内には公立保育園が４園、私立保育園

が10園ございますが、低年齢児保育や障害児保育、延長保育など、保育サービスの充実にも努

めるとともに、広く地域の子供たちのための機関として、地域活動や子育て家庭への支援など 

も実施しております。また、児童館などでも親子教室や子育て支援の事業等も行っています。 

 そのほか、単独事業としましては、子供たちを暴力から守るために、ＣＡＰ事業も保育園で

実施しております。 

 このように、いろいろな事業を実施していますが、少子化対策を進める上では、命を次代に

伝えはぐくんでいくことや、家族の大切さが理解されることが重要であり、国・地方・企業・

地域社会等が連携して、社会全体の意識改革に取り組むことが重要ではないかと考えます。以

上でございます。 

○市民生活・保健部長（藤松岳文君） 

 保健部関係の少子化対策について、私の方からお答えをいたしたいと思います。 

 妊娠期から乳幼児期及び思春期において、保健事業の中では、妊娠期にはマタニティー教室、

パパママ教室、乳幼児期には乳幼児健診、育児相談、発達相談、離乳食教室、親子教室、訪問

指導事業などを実施いたしております。思春期につきましては、中学生を対象として妊婦体験、

赤ちゃん触れ合い体験などのサマーセミナー事業を展開しております。こういった事業を通し

まして、子育てをする親の不安、負担感を軽減したり、思春期の生徒には命の大切さ、将来の

親としての自分をイメージできるようにすることにより、少子化対策につながっていくのでは

ないかと考えるものでございます。 

 次に、負担の軽減については、経済的な負担の軽減と精神的な負担の軽減、いわゆるソフト

面でございますが、それらがあると思います。有効的な支援について、妊婦さんが行政に望む

サービスについてのニーズを把握して検討したいと思っております。 

 妊娠中は、10回から14回ぐらいの定期健診をされております。このうち、妊産婦の無料健診
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制度は、現行２回の実施でありますが、妊婦の皆さん方からは、妊娠期から地域での仲間づく

りをしたいとの要望が多くありますので、母子健康手帳交付日、またマタニティー教室、パパ

ママ教室の中でも妊婦同士が交流できる内容を取り入れております。 

 今後も、子育ての支援の観点から、妊娠中からの仲間づくりに重点を置いた事業を展開して

まいりたいと思っておりますので、よろしくお願いしたいと思います。以上でございます。 

○総務部長（中野正三君） 

 それでは、時間外勤務のことでございます。 

 １点目につきましては、時間外勤務におきましては、職員の自主的判断で行うべきものでは

なくて、所属長の命令により勤務をするというのが大原則でございます。こういう時間外にお

きましては、繁忙期や突発的な対応ということがありますが、所属長が必要と認め、その上で

時間外勤務を命じているのが現状でございます。各課におきましては、この繁忙期の課内応援

の徹底、そして時間外勤務の削減に現在努めているところでございます。厳しい財政状況下と

いうことは、私どもも十分に認識をしておるものでございますけど、さらに一層管理職、所属

長を含めて職員の意識改革を進めて、コスト意識を持ってその職務を遂行するようにして、経

費節減を図るよう、今後とも努めてまいりたいと考えております。 

 それから、なぜ多いのかという御質問の点でございますが、合併前、合併後のところにおき

ましては、当然この合併に向けて、そして合併後の事務の統一的なことの中で、相当多く時間

外がなされてきた経緯がございます。この２年目以降につきまして、事業や行事の見直し等も

行われておりますが、愛西市として今後、いろんな計画づくりや合併後の過渡期の問題といい

ますか、合併後にいろんなものを考えるとかいうような状況下の中であります。軌道に乗るま

でにまだ少し時間を必要とするのではないかというふうに考えております。ただし、それにし

ても、その時間外勤務に関する考え方においては、前段で申し上げましたことについての徹底

は図らせていただいているものでございます。 

 分庁方式とか、総合支所方式というところの体制は、今合併後とっておるわけでございます

が、現在、行政改革の一つとして、各部署の事務量の調査を終えた状況でございます。これに

よりまして、その内容において今後各課の聞き取りを行っていきたいということを考えており

ます。そういう中で、組織・機構の見直しに資料といいますか、考え方の一つにしてまいりた

いと思っております。 

 また、現組織、これは旧組織をそのまま大きくしたような組織でございまして、専門的なと

いう形の組織にはなっておりません。職員も確かにふえましたけど、その事務量自体も膨大な

ものになっております。ただ、私どもとしては、ほかの議員さんからも御指摘のように、専門

的なというところもありますので、その辺で、そういう能力にたけた者をそれなりの配置をし

て、専門職化を図ってまいりたいということを思っております。それぞれの職員の能力に応じ

た適切な人事配置を行って、効率的な事務を進めて、経費節減に努めてまいりたいと考えてお

ります。以上でございます。 

○１８番（古江寛昭君） 
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 なかなかお答えが、丁寧にお答えをしていただきまして、ちょっと私、理解に苦しむわけで

ございますけれども、９月議会におきまして、お産料の支給が30万から35万円の５万円の引き

上げということは、現在の他市町村の取り組みなどから見ましても当然のことと思いますが、

そこで一つ具体的に、先ほどのお答えの中からお尋ねをいたしますが、妊婦さんの定期健診な

どは健康保険で行うべきではないかと思います。これは、安心して出産するための大事な医療

行為であると考えて当然ではないかと思いますが、健康保険の適用はできないのかどうか。た

だいま説明では、２回だけは無料というようなお答えもありましたけれども、10回から14回と

いうような幅で健診を行われるということは、健康保険で診察ができたらなあというような痛

切な思いをしておる次第でありますが、この点についてまずお尋ねをいたします。 

○市民生活・保健部長（藤松岳文君） 

 妊婦の健診の関係でございますが、これは本人がお医者さんへ健診を受けに行かれる話でご

ざいます。したがいまして、受けに行かれる方それぞれによって回数に相当開きがございます。

したがいまして、先ほど申しましたように、５回から10回、いろんな方が見えまして、その中

で愛西市としては、現在２回を無料で健診いただけるような形でお願いしておるわけでござい

ます。これを保険適用外と現在はなっておりますので、この形でお願いをしていきたいという

ことでございます。 

 先ほどから申しておりますように、妊産婦さんのニーズといいますか、いろいろな意見を聞

いておりましても、それよりも、やはり今少子化で仲間づくりができないというのが非常に要

望としてこちらの方にも伝わっておりますので、できるだけ同じ時期にお子さんをお産みにな

る方のグループ化といいますか、お話ができる場を積極的に設けるような形で現在進めており

ますので、よろしく御理解がいただきたいと思います。 

○１８番（古江寛昭君） 

 ２回の無料化というのは、県の指導で行われているようでございますけれども、ぜひ市独自

の施策を考えていくことが、今後、少子化に取り組んだことになると思いますので、また思い

切った施策も必要になろうかと思いますが、よろしくお願いをしたいと思います。今、すぐお

答えを出せというのも無理な話ではあろうかと思います。 

 現在、核家族化により、多くの子供を育てることに不安があるのも事実でしょう。なぜ子供

がふえないのか、持てないのか、どのようなことが少子化の解消になるのか、皆で根本的に考

えなければならず、将来において市の活性化にもつながると思えるのですが、この点にもひと

つお答えをいただきたい。 

 以上、少子・高齢化の時代にあって、産前産後、そしてまた子供の養育、医療助成の拡大と

いった要望など、いずれも市の財政事情が厳しい中ではあるが、発想の転換をして、将来にお

いての市の活力ともなる少子化問題に取り組んでいただきたいと思います。 

 皆さんがいろいろ要求しても、市として、少子化に対する指針とか、あるいは予算化のない

のでは、職員の方も答えようがないのかもしれません。市長としての今後の認識をお聞きした

いと思いますが、いかがでしょうか。 
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○市長（八木忠男君） 

 お答えをいたします。 

 自分も、息子の方に２人孫ができました。そんなことで、嫁さんの話なども聞いているわけ

でありますが、別居で、今岐阜県の方で生活をしております。そちらの話も聞いているわけで

ありまして、先ほど御指摘いただいた健診２回を１回でもふやしてほしいなんて話も聞いたこ

とがございます。いずれにしましても、そうした皆さんの声を十二分に吸収しながら、今後、

施策に努めてまいりたいと思っております。 

○１８番（古江寛昭君） 

 ぜひひとつ、今後とも市の方針として何らかの手を差し伸べていただくのがよろしいかと思

います。 

 次に、時間外勤務についての再質問をさせていただきますが、まずどの部課においても、年

間を通じて、同じ時期に時間外勤務をしなければならないのかということを疑問に思うわけで

ございます。もしこの時間外勤務を少なくすることができるとするならば、どのようなことを

まず、先ほど部長からいろいろお答えをいただき、今後とも努力するというようなことをお答

えいただきましたけれども、具体的にここをこうしたら多少なりとも改革ができるといったよ

うなことにはならんでしょうか。どうでしょうか。 

○総務部長（中野正三君） 

 先ほども申し上げましたように、過渡期であることには間違いないと思います。いろんなこ

とが、今、私どもとして、通常の事務に加えて出てきているところがございます。そして、一

つの例をとりますと、例えば確定申告がございますが、この確定申告におきましては、今４会

場で行っております。ただ、この場合において、市民税だけの担当者では、４会場をすべてや

ることはできません。税の３課がございますけど、この中だけでも足りません、通常の事務が

ありますので。その場合に何をしているかといいますと、全庁的な応援態勢をとっております。

過去に経験のあった者、すべてその分野に駆り出しております。そうすると、やはりその駆り

出した分だけ、通常の事務に影響が出ているということが、この春のところでもありました。

ただ、そんなことばかり言っておれませんので、その今の部署部署、そして部署を超えた中で

応援態勢をやっているわけでございます。今申し上げたのは一つの例でございますけど、そう

いうことと、それからその部なり、例えばその一つの似通った課がある場合において、それは

それぞれの部長の裁量になってくるかと思いますけど、様子を見ていて統合する。ただし、そ

れは専門的なことをやる時間外においては、実はなかなかそのお手伝いということができかね

る部分があります。 

 いずれにしましても、私どもとしては、その時間外の点については十分認識をしております

ので、今後とも一層の努力をしてまいりたいと考えております。 

○１８番（古江寛昭君） 

 ぜひひとつ横の連携といいますか、そういったことを密にして、効率のよい作業をしていた

だきたいと。それが少しでも時間外勤務の縮小になるということはあると思います。 
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 それから、一つ確認をさせていただきますが、夜とか土曜日、日曜日、あるいは祝日の勤務、

または選挙といったようなことは、これは時間外勤務に入るのか入らないのか、別の話になる

んですが、お聞きします。 

○総務部長（中野正三君） 

 土・日、それから祝日でございますけど、土・日の場合には４時間単位での代休、超えた場

合においては時間外というような形、休日においては８時間の部分においては代休、超えた場

合においては時間外というような形になっております。 

 ただ、選挙においては、そのようなことがとりにくうございますので、選挙においてはすべ

て時間外対応という形になっております。それで、御承知のように今は期日前が８時まででご

ざいますので、その分で選挙における時間外というのが、年明ける知事選においては相当な長

期間になりますので、その８時までばかりじゃなくて、それを取りまとめる時間もふえてまい

りますので、その後の１時間以上のところがまたかかるという形になります。以上でございま

す。 

○１８番（古江寛昭君） 

 選挙などのときの夜の時間は時間外勤務ということでありますが、これなどは特別に選挙費

用として、当初の予算で組まれることが多いと思いますから、時間外勤務に当てはまるのかど

うか、ちょっと私も疑問に思うわけでございますけれども、それはともかくとしまして、時間

外勤務の予算も今年度 1,000万を超える部署が６ヵ所もあるということで、総額にしますと２

億円そこそこの時間外勤務になるということでございますけれども、できる限り、そういった

縮小には努力をしていただきたいと思います。 

 また、作業の体質上、どうしても時間外勤務というものはついて回るものだということも、

そうならざるを得ないかもしれません。そういったことも加味しながら、今後ともお願いをし

たいと思います。 

 それから、ほかに臨時職員のところでは、本年度、現在までに総務課、児童福祉、学校給食

が主で、そのほかの合わせて 193名の臨時職員が現在あるわけでございますけれども、この臨

時職員につきましては、特殊な技能とか、あるいは季節的な契約といったようなことから、課

によって偏りがあったりして、これはやむを得ない事情があるかと思いますけれども、その中

で１点、総務課においては一般事務として10人ほどの臨時職員を他の九つの各課に割り振って

おられるが、この点、各庁舎の時間外勤務の範囲内では手が足りないというようなことになる

のかどうか、お聞きをしたいと思います。今後の行政改革大綱の趣旨に沿った施策があればと

思いますが、いかがでしょうか。 

○総務部長（中野正三君） 

 前段でおっしゃられました時間外の点で、一部私の言い方がまずうございましたので、再度

申し上げます。 

 選挙とか、非常配備でございますが、この点の夜間にも非常招集をかけたり、選挙の期日前

から投票、開票まで行う、ここの時間外におきましては、非常配備もそうですが、それぞれ別
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の項目で時間外が組んであります。各課の中には入っておりませんので、別のとらえ方をして

おるということでございます。 

 あとの４時間とか８時間の代休、それを超えた部分は時間外というのは、通常の事務の中で

の話でございますので、よろしくお願いをいたします。 

 そして、臨時職員 193名ということでございますが、実際には 163名でございます。ここの 

中で、交通指導員が28名入っております。そのほかにダブっているものが２人ありますので                                                                                          

 163名でございます。そして、総務のところで割り振っておりますのは、主に育児休業をとっ

ている者でございます。大体、産後８週ですか、その後、育児休業を大体１年半ほどとります

ので、その間の人の補てんを実は臨時職員でお願いしている。その部分においては、事務職は

総務で持っております。そのために、ここの中に含まれているということでございます。以上、

よろしくお願いいたします。 

○１８番（古江寛昭君） 

 いろいろと丁寧なる御答弁、ありがとうございました。 

 以上で質問を終わります。 

○議長（佐藤 勇君） 

 次に、通告順位13番の21番・永井千年議員の質問を許します。 

○２１番（永井千年君） 

 それでは、きょうは５点、質問をしたいと思います。 

 まず固定資産税の課税は遡及すべきではないという問題について質問をいたします。 

 住民説明会では、５年遡及は行うべきではないという意見が、憤りをもって表明をされてい

ます。市長も、「おわびするで終わりですか」と問われました。市長は、住民説明会をどのよ

うに総括されているのか、感想も含めお答えいただきたいと思います。 

 佐屋地区では、15年度に航空写真を撮って 500件を家屋を調査して、16年度に約 150件課税

したとのことでありますが、この11年から15年度の遡及更正は行われませんでした。内容はど

のようなものだったのか、御説明ください。 

 今回の調査の終了予定年度であります19年度で線を引いて、５年遡及するということは、す

べての課税対象物件を５年前の15年度で線を引くことでなければ公平とならないのではないで

しょうか。５年前で線を引けば、佐屋地区の 150件の15年度も対象となります。そうでなけれ

ば、今回調査の対象に選ばれたところだけが５年遡及することになり、二重基準となってしま

います。市長が言う公平・公正とは言えないと思います。説明を求めます。 

 二重基準とせず、公平・公正を確保するには、５年遡及の方針を撤回し、現年分からの課税

にするべきであります。再考していただくよう強く求めます。 

 ２点目は、職員の定期採用を再開し、臨時職員の待遇改善をという問題です。 

 愛西市は、２年間定期採用をやめているために、４町村時代の16年11月の 603名と比べて23

名減って、現在正職員数は 580名となっています。さらに、18年度末で８名の定年退職が予定

されていると聞いていますので、消防職員は１名ふえるそうでありますが、来年の４月１日の
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職員数は 573人と、合併前と比べて30人減ることになります。各部署から大変な忙しさを訴え

る声がたびたび聞こえてきます。来年も正職員の採用がないと、合併前の16年度から４年連続

採用されないことになります。この年代が中堅の年齢に達したときに、大きな影響が出てくる

のではないかと思います。定期的採用を再開して、住民サービスが低下しないようにしていく

べきだと思います。市長は、職員の繁忙状態についてどのような認識なのでしょうか。そして、

今後の採用計画についてお答えいただきたいと思います。 

 一方、臨時職員の方は、先ほども話が出ましたが、多いところから言いますと、児童福祉課

の75名、学校給食課の28名、社会教育課の15名の順番で、今、話がありましたように、交通指

導員28名を除いて 163名となっています。16年の11月が 121名でありますから、この２年間で

42名ふえています。どのような職務で採用してきたのか、明らかにしてください。 

 そして、このように正職員が減っているのに対して臨時職員がふえている。この関係性があ

れば、御説明をいただきたいというふうに思います。 

 この臨時職員の問題でもう一つの問題は、９月議会で社会保険や雇用保険の当然適用の加入

条件にありながら、一部の希望者しか加入していないので、改善を図ることを約束されました

が、どのように改善されたのでしょうか。 

 また、パートタイムの労働指針などでも、正社員との均衡待遇を求めることが示されていま

す。どのような努力がされているのか、お答えをいただきたいというふうに思います。 

 職員の問題で３点目は、合併してからも職員間の給与格差が存在して、不公平感が持たれて

います。現状は、どのような格差が存在するのか、御説明ください。また、今後どのように是

正を図っていくのか、お答えいただきたいと思います。 

 ３点目は、郵送費の職員個人負担の撤回をという問題です。 

 ５月31日に児童福祉課が送付しました児童手当現況届の文書に印刷漏れがあったために、６

月10日、再度送付することになり、その郵送費を助役、福祉部長、児童福祉課長が個人負担を

されました。故意・重大な過失がなく、懲戒処分の指針に基づく懲戒処分には当たらないのに、

業務の費用を個人負担することは本来あり得ないことと考えて、10月13日、日本共産党議員団

は是正をするよう、市長に申し入れをいたしました。10月27日の市長の回答は、懲戒処分の指

針に基づく処分には当たらないけれども、市の信用を失墜させたので、負担者全員の了解のも

と個人負担を行ったとして、あくまでこれは適正な行為だったと説明をされています。 

 11月10日の再度の申し入れには、幾らずつ払ったかは個人情報なので公表を控えたい。今後

は、地方公務員法、職員分限条例などに基づいて適正に対応をしていく。事実の経過と市の見

解は、あえて公表する考えはないと回答をされていますが、このような説明では到底納得でき

ません。 

 そこで、以下の点について市長に答弁を求めます。 

 公務に係る行為なので、公開を拒むべき個人情報には当たらないのではないでしょうか。ま

た、懲戒処分の指針に基づく懲戒処分には当たらないと判断された場合にも、負担者全員の了

解があれば職員の個人負担を今後も行っていくのか。また、公文書の郵送費を個人のポケット
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から直接負担したことも、これも適正な行為だったとあくまで主張されるのでしょうか。そし

て、職員、市民への公表をなぜ拒否をされるのか。職員の皆さんからも、今回の個人負担はお

かしいとの声が多数寄せられています。明確な答弁を求めたいと思います。 

 ４点目は、総合支所の体制を強化し、住民サービスの充実をという問題です。 

 日本共産党の市政アンケートに、立田・八開の皆さんから、行事・事業が佐屋・佐織にどん

どん統合されていることに対する強い疑問・不安の声が寄せられています。また、総合支所が

今後も維持されていくかどうかの不安の声もあります。昨日も分庁方式は非効率だとか、２庁

舎体制をの質問がありましたが、市の幹部からも、市役所に耐震性のある建物を増築して、立

田・八開の本課を集めて、立田・八開を永和のような出張所にしてしまうなどの声も聞こえて

きました。これは、合併協定をほごにするとんでもない考えだと私は思います。 

 また、昨日の答弁で、施設の統廃合計画を３年以内につくっていくということも答弁をされ

ています。市長は、この問題についてどのように考えているのか、お答えをいただきたいとい

うふうに思います。 

 本課が庁舎所在地区の窓口業務を行っているために、繁忙状態がある一因になっています。

窓口業務は、総合支所の仕事として、総合支所の職員体制を強化し、住民サービスの充実を図

っていく必要があります。本課と総合支所の仕事の分担は、今後どのような方向性で検討をし

ているのか、御説明をいただきたいと思います。 

 最後に、野焼き・ドラム缶焼却を一掃する指導の強化を求める問題です。 

 市の４分庁舎には、公害苦情処理簿があって、18年度になってから佐屋庁舎が24件、立田庁

舎が７件、八開が９件、佐織が12件の、51件の公害苦情が寄せられています。ダブっていると

思いますが、海部事務所にも20件近く寄せられています。公害の種類ごとの内訳を説明いただ

きたいと思います。 

 野焼き・ドラム缶や簡易な焼却炉での焼却への苦情がふえています。私の方にもたびたび電

話がかかってきています。実際のこの野焼きの件数、ドラム缶や簡易な焼却炉の数がどのくら

いあると推計をしているのか。対象者への焼却をやめるよう説得的指導の強化を求めたいと思

います。具体的には、野焼きの場所、ドラム缶や簡易な焼却炉の実態掌握調査、対象者への巡

回指導、焼却炉の回収などがあります。それぞれ市の考え方をお尋ねしたいと思います。 

 以上５点、簡潔な答弁を求めます。 

○助役（山田信行君） 

 それでは、まず最初の固定資産税の説明会をどのように総括しているかということについて

の御指摘でございますけれども、市内７ヵ所での説明会につきましては、議員の皆様方にも、

夜分、寒い中を御出席をいただきましたことを、まずもって改めてお礼を申し上げる次第でご

ざいます。その節はありがとうございました。 

 説明会全体を通じまして、一般市民の方が 111名出席をいただいたわけでございまして、人

数的には若干少なかったような感はいたしますけれども、私どもはこれまで固定資産税の未評

価だとか、住宅用地の認定誤りをしてきた過去の経緯だとか、今後の対応の仕方について説明
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をし、おわびをした。そういった関係についての所期の目的はまずは達成してきたのではなか

ろうかと、そのように今受けとめておるところでございます。説明会でいただきました、５年

遡及すべきではないだとか、市はどのように考えているかといったいろんな貴重な御意見をい

ただきましたが、そういった御意見とか御質問につきましては、私ども厳粛に受けとめており

まして、今後、該当しておられます個々の皆様方に直接伺って説明やらおわびをし、調査に入

らせていただくように努めるわけでございますけれども、そういったときに、御意見などいた

だいたことをきちんと先方にお伝えできるような体制をしていきたいと考えております。 

 要は、固定資産税の課税を適正に是正していき、かつ市の信頼回復に努めるということが私

どもに課せられた大きな責任だと思っております。そういうことからも、市の信頼回復に最大 

の努力をすることが、この説明会の総括であったと、今認識をしているところでございます。 

 以下につきましては、総務部長から御答弁をさせていただきます。 

○総務部長（中野正三君） 

 ２点目の、佐屋地区の15年度の家屋調査の件でございますが、14年度に航空写真を撮りまし

て、15年度に未評価家屋を調査し、16年度の課税をしてまいったところでございます。棟数に

おいては、現在、一覧表がちょっと見当たりませんので、正確には把握できておりません。た

だ、当時の佐屋の職員の記憶によりますと、約 500棟の調査対象がそのときにわかったと。た

だし、そのうちで３分の１程度の 150棟ほどが課税対象となっていたということを言っており

ます。ここのときに、残ったものがそれじゃあ何かということになりますけど、上から見たと

ころは屋根だったが、横から見に行きましたらカーポート的なものだったというふうには聞い

ております。 

 それでは、課税の対象物が何だったかということでございますが、大部分が物置、車庫等の

附属家及び確認申請の必要のない10平米未満の建築家屋であったというふうに確認をしており

ます。 

 次の二重課税、５年の遡及の問題でございますが、二重基準ではないかという御質問でござ

いますが、旧の町村のときにおいて未評価家屋が判明した場合におきましては、その時点にそ

れぞれ納税者の方に現時点からということで御理解をいただき、課税をしてまいった経緯があ

ります。そういうことから、今後の取り扱いの中で、法に基づくものは、今後、現時点から以

後のものにおいては、地方税法の規定に基づきまして、適正な課税を行っていきたいと考えて

おります。 

 ５年遡及の方針につきましては、地方税法の規定によりまして、固定資産税に係る賦課決定

におきましては、法定期限の翌日から起算して５年を経過した日以降においてすることができ

ないと、これは課税権のことでございますが、そういうことから、私どもとしては全納税者、

今回の対象納税者の方ばかりではなくて、そういうことを考えて私どもは公平が求められてお

るものですからやっていきたいと、お願いをしておるところでございます。 

 次に、職員の関係でございますが、所属の業務内容の違いによりまして、所属間の繁忙時期、

先ほど古江議員の御質問にもありましたけど、繁忙時期に差のあることは事実でございます。
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今後、行政改革によりまして、職員の減員、現実には今議員が申されたような減員が出てきて

おりますが、各所属ごとの業務量の調査を現在行いましたが、こういうものを的確に判断して、

適正な人員配置をやっていきたいと。 

 また、今後の採用につきましては、今年度中に公表をいたします集中改革プランの定員管理

計画を基本に、真に必要な人員を見きわめて、計画的に採用をしていきたいというふうに考え

ておるものでございます。 

 臨時職員の件でございますが、現在、採用しております臨時職員は、先ほど申し上げました

ように、育児休業に係る方の補助的な形でお願いしておる部分もございます。一般事務、保育

事務、そして図書館、給食、介護など多岐にわたっておることは事実でございます。 

 それと、９月議会での折に永井議員からの御指摘がありました社会保険、雇用保険等の保険

関係でございますが、19年度の予算に、今私どもとしては、この加入要件を満たすと思われる

臨時職員をお願いする部分においては、すべてこの対応をするということで、各部署において

もその予算を組むようにという形でお願いをしてございます。 

 また、臨時職員の雇用の際に、パートタイム労働指針にも規定をされております労働条件を

明示した書類として、私どもとしては雇用契約書を取り交わしておるところでございます。 

 そして、労働基準法に定められております年次有給休暇についても、その時間の多寡によっ

て、勤務時間によっては異なりますけど、そういうところも付与をいたしております。今後と

も、労働者の保護法令を遵守して、職員との労働条件の均衡に努めてまいりたいと思います。

あくまでも、私どもとしては補助的な職員を臨時的にお願いをしているということでございま

す。 

 そして、職員間の給与格差についての御質問でございますが、合併前の各町村にはそれぞれ

初任給・昇格・昇給等の規則がそれぞれ４町村持っておりました。それに基づいて行ってきた

ことでございます。ただ、合併の前の身分・給与を引き継いでおることは御承知だと思います

が、その組織の体系といいますか、職員数、またはそのときの年代層の異なりによって昇給時

期がそれぞれ同年代、同学歴において異なるということは御承知のことだと思います。町村に

よっては、勤務評定をやって特別昇給を実施して、その組織の中でも昇給の幅が違ってきてい

るということも、その組織の中では明らかでございます。こういうことは認識をしております。

ただ、それらを踏まえて、実態を明らかにすべきと私ども考えておりますので、個々の状況、

その昇格、特別昇給は別にしまして、個々の状況を踏まえて、この内容を精査しているという

状況下でございます。是正が必要となれば、これはまた議員の方々にも御相談を申し上げて、

適正な措置をしなければならないというふうに考えております。現在では、まだ調査中という

ことで、明らかにはなっておりません。以上でございます。 

○助役（山田信行君） 

 それでは、３点目の郵送費の個人負担をどうしてきたかという関係につきまして、直接関与

してきました私からまずはお答えさせていただきたいと存じます。 

 この郵送費を個人負担にしてきた理由とか経緯がおわかりにならない議員さんも多少あるの
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ではなかろうかと思いますので、簡単に説明をさせていただきたいと存じます。 

 実は、５月31日に児童手当の現況届を受給者の方、約 3,400人の方にお送りをしたわけでご

ざいます。その現況届の用紙がこれでございます。この手続は、毎年１回、この６月にやるこ

とになっておりますが、５月にこの用紙を送ったときに、実は両面印刷のものになっておりま 

すものを、裏面の注意事項を全く印刷せずに、また担当課のだれも気がつかないまま、その                                                                                          

 3,400人の方に郵送をした経緯がございます。そういったものを郵送したところ、受給者の方

からどうなっておるんだとか、そういった指摘があって、初めて担当課が気がついたわけでご

ざいますし、そのほかの苦情も寄せられたわけでございます。そういったことから、私どもも

６月10日に改めてきちんと両面印刷したものを再発行させていただいたわけです。そのときの

再発行の郵送料を、関係した管理責任者で個人負担をしたといういきさつがまずはございます。

そういうことをまず御承知おきの上、お願いをいたしたいと存じます。 

 それでは、御質問のまず１点目の、公務に係る行為なのに、なぜ公開を拒んでおるのかと、

そういった質問でございますけれども、愛西市の情報公開条例の第５条の規定によりますと、

「個人に関する情報は非公開とする」という大前提がございます。しかしながら、その例外規

定といたしまして、当該個人が公務員である場合においては、当該情報がその公務員の職務の

遂行に係る情報であるときは公開できるといった定めとなっております。しかしながら、今回

の事例は、職員が児童手当の現況届を再発行するという行為については、公務員の職務遂行に

該当するけれども、こうした状況になった過失を認めた職員が郵送料を負担した行為は、職員

個人が自主的に弁償行為に当たったというふうに私どもはとらえておりますので、そういった

場合には公務員の職務遂行の範疇からは外れるといった解釈がなされておるものでございます。

したがいまして、個人情報の非公開の例外で公開をするという情報には当たらないと、そのよ

うに考えて対応してきたわけでございます。 

 二つ目に、職員の個人負担を今後も行うのかという御質問でございますけれども、あくまで

も私ども懲戒処分の指針というものを定めております。これに基づいた処分をしていくという

ことが基本、大原則でございますので、職員に個人負担を科するようなこと、要は処分として

そういったことを行うということについては、もともと慎重に行うべきものであると、そのよ

うに認識をしており、安易に行うような考えは毛頭ございません。 

 今回の個人負担というのは、あくまで自主的な善意による弁償行為というものでございまし

て、懲戒処分だとか、個人負担を強制して負担させてきたというものではございません。その

ように考えております。 

 ３点目の関係でございますけれども、郵送費を個人が直接負担したことも適正な行為だった

のかという御指摘でございますけれども、今回のケースはあくまでも自主的な弁償行為でござ

いまして、適切な対応をしてきたものだと、そのように考えております。 

 次に４点目の関係で、職員だとか市民の皆さん方へなぜ公表しないのかという御質問でござ

いますけれども、今回の事の経緯だとか、そういった関係につきまして、私ども関係の管理職

が郵送料を負担してきた、そういった事例については、６月27日の幹部会で報告をして、経緯
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を説明してきております。まして、職員に対しては公表できる部分はきちんと公表してきたわ

けでございまして、こうした事例が再発しないように、そういった注意を喚起してきたわけで

ございます。 

 市民の皆さんに対して、それじゃあどうして公表しないのかということでございますけれど

も、１点目のお答えをいたしましたように、要は非公開情報の例外には当たらないので、公開

をしないということで御了承をいただきたいと、そのように考えております。以上でございま

す。 

○市長（八木忠男君） 

 私から、総合支所の体制について御答弁を申し上げます。 

 先般でも、この点につきましては答弁を申し上げました。合併協定の中で、こうした分庁、

総合支所方式がとられ、現在そうした体制の中で事務事業を進めてきているわけでありまして、

これも住民・市民の皆さんに少しでも利便性をという考え方の中で進めているわけであります。 

 しかしながら、事務事業、あるいは組織・機構、あるいは定数管理などなど、総合的にこれ

からも内容について精査しながら進めていくわけでありますが、そうした過程において、愛西

市として中・長期的展望も定めなくてはいけません。そんな内容を踏まえますと、合併協定の

見直しはこのことばかりでなくて、いろんな場面場面であるわけでございまして、それは市民

の皆さんの利便性を欠かない原則は持ちつつ、いろんな状況判断をしながら、適切に見直しも

しなくてはいけないということは考えておりますが、現段階で総合支所を２極化と、これもお

答えをしましたが、そうしたとらえ方は持ってございませんが、いろんな面で今後すべての組

織・機構の見直しもあわせて検討に値することであることには間違いがございませんので、基

本の利便性を欠かないという原点を守りつつ、今後も進めてまいりたいと思っております。 

○総務部長（中野正三君） 

 １点、本課が庁舎所在の窓口業務を行っているため、繁忙期云々ということでございます。 

 ここの窓口業務は総合支所の仕事としということでございますが、現在、本課があるところ

の総合支所は、本課の事務は実は担っておりません。それぞれが本課が窓口事務も兼務してい

るという形でございます。ただし、総合支所で受けた書類は、本課へ回すのではなくて、すべ

て地域市民なり地域福祉で処理をして、本課とのコンピューターでの連携をとっているという

ことでございます。決して窓口事務ばかりではございません。 

 そういう中で、全般的に各所属の業務内容、業務量を把握しているということは申し上げま

したが、組織・機構の全体の中で見直しを必要と考えれば、その中で実施してまいりたいと。

本課、総合支所等の名称にとらわれず、住民サービスを念頭に置いた簡素・効率的な組織・事

務分担をそれぞれ構築してまいりたいというふうに考えております。以上でございます。 

○市民生活・保健部長（藤松岳文君） 

 それでは、私の方から苦情の件数について御報告をさせていただきます。 

 まず17年度でございますが、佐屋地区におきましては、野焼きで32件、悪臭で７件、振動は

ございませんでしたが、騒音で９件、計48件となっております。立田地区におきましては、野
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焼きで11件、悪臭で３件、振動が１件、騒音はございませんでした。計15件でございます。八

開地区におきましては、野焼きで16件、悪臭・振動はございませんでしたが騒音で２件、計18

件でございます。佐織地区におきましては、野焼きで８件、悪臭が４件、振動はございません

でしたが、騒音が３件ということで、15件でございます。総計96件となっております。 

 18年度につきましては、11月末現在でございますが、佐屋地区におきまして、野焼きで24件、

悪臭で７件、振動で５件、騒音で13件、計49件となっております。立田地区におきましては、

野焼きで７件、あとの３項目はございませんでした。したがいまして、計７件。八開地区にお

きましては、野焼きで９件、悪臭で２件、振動・騒音はございませんでしたので、11件でござ

います。佐織地区につきましては、野焼きで12件、悪臭で３件、振動が１件、騒音が３件、以

上19件でございまして、総トータルが現在86件の苦情となっております。 

 ２番目の御質問でございましたが、ドラム缶などの簡易焼却炉の数は把握しておるかという

ことでございますが、現在把握はいたしておりません。 

 また、実際の野焼きの件数はというお話もございましたが、これも苦情の数より多く焼却が

されておるものとは思っておりますが、現在のところはわかっておらないのが実情でございま

す。 

 野焼きの指導については、広報、また苦情や現場に出たときに、同時に指導を行ってまいっ

ております。また、これからも続けてまいりたいと思っておりますので、よろしくお願いした

いと思います。以上でございます。 

○２１番（永井千年君） 

 まず固定資産税の問題であります。18年度20件の減額更正を行って、５年、10年返したとい

う話を聞いておりますが、過去、いわゆる増額更正を行ったことは、旧町村時代も含めてある

のか。あれば、事例を挙げていただきたいというふうに思います。 

 それから、これも具体的な問題でありますが、現在の用途は調査に行けば確認をできるわけ

でありますが、過去の用途を認定するのは大変難しいというふうに思います。そうした場合に、

本人の申告を尊重するのかどうか、お答えいただきたいと思います。 

 そして、遡及問題でありますが、日本共産党へも遡及はやめてくれ。どうしてもだめなら、

愛西市になってからにしてくれとの声を何件か寄せていただきました。私自身も、歩いており

ましても、こうした声というのは大変強いものがあるというふうに思います。 

 今回の問題は、まず更正処分をするかどうかの判断。そして、更正処分をする場合は何年す

るかの判断。そして何年するかというのは、地方税法の17条の５の更正処分の規定から言いま

しても、あくまでこれはできる規定でありますので、５年の範囲内で柔軟に考えることができ

るのではないかというふうに思います。 

 私自身は、これの遡及は絶対にやめてほしいという強い意見を持っておりますが、仮に新市

になってからという御意見であれば３年ということになるわけでありますので、そのように考

えれば、現在明らかになっている佐屋の15年分、これはクリアできることになるわけでありま

す。 
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 どちらにしても、今度の対象であります 1,370件、これはごく一部であるわけでありますが、

ここだけが５年さかのぼるということではなくて、今すべての物件について眺めた場合に、例

えば明確なのは佐屋の15年というのが明確だというふうに思いますね。既に調査しているわけ

ですから。それ以外も、個別の問題でもあれば、当然のことながら公平・公正という市長の言

い方をすれば、さかのぼらなければならなくなるわけであります。ですから、私はさかのぼる

べきではないというふうに強く思っているわけであります。改めて、今の３点について御説明

いただきたいと思います。 

○総務部長（中野正三君） 

 増額更正というのは、未評価家屋等が出た場合の課税のことというふうにとらえてよろしゅ

うございますか、佐屋以外の。 

○２１番（永井千年君） 

 両方ね。すべて税額がふえたやつは増額と私は読んでいる。 

○総務部長（中野正三君） 

 実は、今佐屋を含めてでございますけど、課税台帳でその翌年度から課税をしているという

ことを先ほど申し上げました。佐屋においても、14年の航空写真から15年の評価、そして16年

から課税をしているということでございます。ほかの３町村においても、同じやり方が、航空

写真は別にしまして、同じやり方がやられてまいりました。そして、実は新年度課税の、例え

ば16年の課税の中に、いつから課税だとか、いつ建築だとかいうことの中で、実は中へ入って

しまっているというのが現在の実情でございます。 

 今、永井議員がこの一般質問の前に担当課の方へお出かけになったということは、私伺って

おります。その中で、例えば佐屋を、はっきり実は出るには相当時間がかかるということが出

てまいりました。ということは、当時の状況をすべてそろえるには、１万ページ近いものをす

べて一件一件見なきゃならんというような形が出てまいりましたので、ここの中で件数的なこ

とはお示しできない状況にあります。時間をかければ当然出てまいるだろうと思いますけれど

も、現時点では難しいということでございます。 

 それから２点目は、過去の判断というふうにお聞きしましたけど、そういう形でよろしゅう

ございますか。 

○２１番（永井千年君） 

 過去の用途。 

○総務部長（中野正三君） 

 土地の問題でございましょうか。 

○２１番（永井千年君） 

 土地・建物の、何に使っているか。 

○総務部長（中野正三君） 

 変更があったかどうかですか。 

○２１番（永井千年君） 
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 調査の入った時点で、土地や建物が何に使われているかについては確認ができると思います

が、さかのぼった場合に、過去５年前がどういう状態だったかということは、なかなか確認は

直接はできないと思うんですね。それをどうやって確認するのか。私は、本人のする申告を尊

重しなければならないというふうに思いますがどうかと聞いたんです。 

○総務部長（中野正三君） 

 あくまで、それは納税者の方の御確認といいますか、申し出という形で行うべきものと考え

ております。 

 それから５年の遡及云々の話でございますけど、これは最初にお答え申し上げましたように、

そのできるというのはできる規定ではなくて、あくまで私どものとらえ方としては、委員会の

中でも資料をお示しして御説明申し上げましたが、そのとらえ方としては、私どもは上限はそ

こまででございますけど、例えば私どもの考え方としては、課税権というのは５年しかありま

せんので、５年を上限としておりますので、そこまでは課税権を放棄すべきではないというの

が行政実例等で出ておりますので、そのものを遵守していきたいというふうに考えております。 

○２１番（永井千年君） 

 行政実例は行政実例なんですよね。今もありましたように、過去さかのぼって増額更正した

ことはないと、一件もないと。旧町村時代も、17年と18年の途中までも一件もないということ

は明らかでありますから、これはこの間放棄してきたと。今の言葉を使って言えばね。そうい

うことは、市の判断でできるわけでありますので、市長が言う公平・公正という観点で紛れな

いように、この佐屋の問題も含めてやらなければならない。そうしなければ、二重基準という

批判については明確な説明を、調査に行った皆さんもできないと思うんですよ。そういう意味

でも、この問題は、方針だと言われればそれまででありますが、大きな問題を抱えていること

を申し上げまして、次の問題に移りたいと思います。 

 職員の問題です。 

 昨日の榎本議員の答弁の中で、総務部長が、21年までに市長部局で26名採用しても、34名減

る予定であるというふうに言われましたが、ということは、現在 477名でありますので、市長

部局ですね、消防署を除いて。今年度７名の退職予定だとしますと、来年の４月１日には 470

名ということになります。そうしますと、20年度と21年度で逆算しますと43名退職して、26名、

この２年間で採用すると。そして 453名になるという理解でよろしいでしょうか。 

 そういうことだとしますと、16年の11月、合併前の 499名だったですから、46名、 9.2％、

この間減ることになります。合併計画では、10年間で50名という数字が、 150名退職して 100

名採用して50人純減するという説明でありましたが、既にその50名に近い数字が達成をされて

しまっているわけでありますが、この合併10年間の27年の４月までには何名にされようとして

いるのか、御説明をいただきたいというふうに思います。 

 それから臨時職員の問題でありますが、雇用期間はどのように定めているのか。これも、さ

まざまな自治体の話を聞きますと、一宮市の保母さんなんかは３ヵ月契約で10日休む。そして

また３ヵ月、そして10日なんていう契約の人たちが随分あって、それが職場にその10日間だれ
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もいなくなるわけですから、その契約の方はね。大変な状況が生まれているというふうに聞い

ておりますが、愛西市の場合は雇用期間の定めはどのようにしているのか。 

 それから、所定の労働時間を超えた残業というものがあるのかどうか。パートの指針では、

できるだけさせないようにするのが原則であると。また、正職員に応募する機会を優先的に与

えるということも、その指針の中で述べています。これらは行われているかどうか。 

 それから、先ほどの 163名の中で来年の４月に予算化するようにという話でありますが、ま

だ何名雇用保険に入って、何名社会保険に入るべきなのかという整理はされていないというこ

となんでしょうか、数字を先ほど言われなかったのは。されていれば、それも説明をいただき

たいと思います。 

 それから、職員格差の問題でありますが、職員の給与格差、これは今何か県の方から総務課

の方に職員の派遣をもらって、この問題についていろいろと検討をしていただいているという

ふうなことが言われておりますが、検討の方向はどのようなものなのでしょうか。通常、是正

する場合に、給与が下がるということになると、今までは現年分、今の給料を保障するという

形、つまりこれから何年か勤めても、そこに到達しなければずっとそれで横ばいということに

なると思いますが、どういう方法で調整をやろうとしているのか。その調整の方向について説

明をいただきたいというふうに思います。 

 それからもう１点、職員の問題で、これは市長にちょっと伺いたいと思うんですが、毎週火

曜日に８時15分から８時30分まで朝礼がやられていると。つまり、火曜日については８時15分

に全員集合ということになっているようでありますが、給与は８時15分から払われていない。

つまり、この15分間はいわゆるサービス残業に当たると。公務員が、全員が善意で来てみえる

と私はとても思えないわけでありますが、このようなことを放置するということは厳に戒めな

ければならないと思います。これは監督署なんかにだれかが申告すれば、必ず是正指導が入る

問題でありますので、そうした是正指導が入らないうちに、打ち合わせも市民の理解を得て時 

間内にきちんと行うというふうに改善を図っていただきたいと思いますが、どうでしょうか。 

○市長（八木忠男君） 

 永井議員の御意見として承っておきますけれども、実際、私たち朝礼の場でも、一人ひとり

の意見発表の場、あるいはよりよく愛西市づくりにどうしたらいいかということを職員間で、

火曜日のその時間に話し合っているといいますか、発表の場を、それぞれ課長以上でしている

わけでありまして、御指摘いただいたような点、だれかがその旨に報告すれば云々という御意

見でありますので、御意見として承っておきます。 

○総務部長（中野正三君） 

 今の集中改革プランにおける人数は、あくまでその21年度末といいますか、22年の４月１日

を人数として出しておるものでございます。 

 今、私どもとしては、17年の４月１日から22年４月１日の５年間をもって、その人数をして

おります。今、永井議員がおっしゃったのは10年というおっしゃり方でしたけど、そこまでは

この計画の中で踏み込んだ、そこまではやっておりません。ただ、これは団塊の世代といいま
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すか、60の定年のものがありますけど、消防を除いて、この21年度までに60名、17年からある

と。その中で、採用を26人をしていくと。そして、34人が減になるという考え方で今やってお

ります。 

 特に消防署を除いておりますから、消防署自体も、あのときに申し上げましたように、今後

の広域的なこともありますので、その部分は除いた現時点の中でやらせていただいているとい

うことでございます。 

 ２点目の雇用期間でございますが、私どもは半年の更新更新で行っております。 

 それから、契約の労働時間の延長ということは行ってはおりません。 

 それから、今のおっしゃった優先採用といいますか、採用試験については今やっておりませ

んので、このこと自体、お答えが今できる問題はございません。 

 それから、保険料の数字はということですが、今、各所属のところで今後の臨時職員を必要

とするのかどうかのところも、予算の編成中でございます。そのところで保険料が必要かどう

かも踏まえて、今やっているさなかでございますので、出てまいっておりません。 

 そして、給与格差があるかないかの問題のところで、計算上下がった場合にどうするかとい

うことでございますが、基本的にはそれが明らかに他と均衡を欠くようなことであれば、それ

は昇給の延伸という形になろうかと思います。そのことが出てくるかどうかは別にしまして、

そういう考え方になろうかと思います。以上でございます。 

○２１番（永井千年君） 

 要するに、22年の４月１日と言われましたけど、要するに20年と21年と22年の３年間で26名

採用すると、こういうことですね。そうしますと、22年４月１日の職員数の予想というのは何

人になるということなんでしょうか。 

○総務部長（中野正三君） 

 現在、これは17年の４月１日からやっています。それは消防部分を除いたものですけど、そ

れから34人引いた 453名という形になります。消防はあくまで除くという形でございます。 

○２１番（永井千年君） 

 臨時職員について、さまざまな問題がありますので、市役所がこうしたパートタイム労働法、

そしてパートタイムの指針に最も忠実にやっていっていただく必要があるというふうに思いま

すので、今後もよろしくお願いいたします。 

 それから郵送費の個人負担の問題でありますが、助役がいろいろと言われましたけれども、

一言で言うと強弁と私は理解しました。これは、個人に関する情報ということでなくて、職務

で行われた行為でありますので、そのような解釈は大変おかしいのではないかというふうに思

います。 

 もともと公文書を送るのに、個人の行為でポケットからお金を出して公文書を送るというこ

とは、あり得ないことだと思うんです。こんなことはやっちゃいかんと思うんです。もし、実

際に処分に該当をして、その処分に伴って職員に賠償を求めるというようなことがあったとし

ても、その賠償の金額はやはり会計室に一たん入れて、そして再び公費でもってきちんと送る
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ということが正しいやり方だというふうに思いますが、その点もあくまで適正な行為だったと

いうふうに言われているのは、どうにも理解ができません。 

 それと、地方自治法の第 243条で職員の賠償責任について触れていますが、ここでも故意ま

たは重大な過失により法令の規定に違反して、あるいは怠ったことにより損害を与えたときも

同様とするということで、故意または重大な過失であるかどうかということがこの問題の一番

中心的な問題だというふうに思います。だから、今回は故意または重大な過失とまでには当た

らないということで、処分がされなかったわけでありますから、処分がされなかったのに賠償

責任だけが出てくるというのは、この自治法からいっても矛盾をしているのではないかという

ふうに思います。 

 いろいろと弁護士なんかにもこの見解について相談はされているようでありますが、これは

単に２人の部長と課長と助役が13万何がし負担したということで済む問題ではありません。私

は、県の方にも聞きましたし、あるいは自治労連という労働組合にも聞いてみましたが、この

ようなことで個人負担が発生するというのは聞いたことがないというふうに回答をいただいて

います。 

 きょうは時間がありませんので、これ以上言うのもやめますが、ぜひともこれはボタンのか

け違いだとしたら、やはり正していただきたいというふうに思いますが、市長、今、私の話を

聞いてもらっておって、この問題については助役にお任せであるかのように思うんですが、負

担も含めてね。どのような気持ちで了解されたのか。職員に対する影響などもどのように考慮

されたのか、一言だけちょっと見解を述べていただきたいと思います。 

○市長（八木忠男君） 

 この件が発生した折に、市民、関係の方々から相当厳しいといいますか、きついといいます

か、言葉が届いたようであります。担当部局も相当、その点については悩んでいたような状況

もあったやに聞いておりますが、こうしたことを勉強としまして、今後、職員の分限、懲戒処

分につきましては、そうした審査委員会などきちんと審議をしていただいて対応してまいりた

いと思っております。 

○２１番（永井千年君） 

 それでは最後の問題でありますが、野焼きの問題でありますけれども、17年度が野焼きが65

件、18年度が、これちょっと計算すると間違っている、52件ですかね、現在まで。そういうこ

とで出ているようであります。 

 まず私がやってほしいのは、この２番目の問題で実態把握調査、どこにドラム缶が置いてあ

るのか、どこで野焼きが行われているのか。一部、旧町村では概略つかまれているところもあ

るようでありますが、改めて全市的にまず調査をしていただきたいと。そして、巡回をして、

これは禁止行為であるので、ぜひやめてほしいと。事業者であれば、当然ごみ工場の方へ搬入

しほしいなど、適切な指導を、これが一般廃棄物だったらそうですし、産業廃棄物だったらみ

ずからで処理していただくわけでありますから、そのあたりも指導をやっていただく必要があ

ると思います。この問題について、明確な市民生活部長から答弁がありませんでした。 
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 それから焼却炉の回収という問題についても、焼却炉の種類によってあると思いますが、粗

大ごみで出してくれという話もありますが、粗大ごみに出せないものもあるわけでありますか

ら、それはどのような形で回収していただけるのか。その回答もありませんでしたので、改め

て、あと２分でありますので簡潔に。 

○市民生活・保健部長（藤松岳文君） 

 それでは、簡易焼却炉の把握ということでございますが、私どももできるだけ把握はしたい

とは思っておりますが、何分にも小さなものもございますし、大きなものもございます。それ

ら現実的に調査をいたしておりませんので、ただ把握はしていないという御報告をしただけで

ございます。お許しがいただきたいと思います。 

 それで、その簡易焼却炉につきまして、処分をされるときに、私どもの方へ御相談をいただ

いて、それぞれお話のありましたように、ドラム缶を簡易的に使ってみえる方の処分等、御相

談に応じ、それより大きなものでしたら業者等を紹介するなどの処分の仕方等につきましても

御相談に応じておるつもりでございます。よろしく御理解をいただきたいと思います。 

○２１番（永井千年君） 

 最後に一言だけ。調査をやるのかやらんのか、やることも検討するのかしないのか、ちょっ

とはっきりさせてください。 

○市民生活・保健部長（藤松岳文君） 

 先ほども申し上げましたように、簡易的なもの、すぐに移動できるようなものもございます。

したがいまして、非常に調査がしづらい、またきのうまで置いてあったのにきょうは置いてな

いというような場合もございましたので、なかなか実情がつかめないというのが現状でござい

ます。調査を、調査をと言われましても、愛西市隅から隅まで歩いて調べることができないの

が現状でございます。苦情のあった場所等は明確にわかっておるわけでございますが、その点、

よろしく御理解がいただきたいと存じます。 

○議長（佐藤 勇君） 

 これにて、21番・永井千年議員の質問を終わります。 

 ここで10分間の休憩をとらせていただきます。 

                 午後３時07分 休憩 

                 午後３時17分 再開 

○議長（佐藤 勇君） 

 それでは、休憩を解きまして会議を再開させていただきます。 

 通告順位に従い、14番の26番・宮本和子議員の質問を許します。 

○２６番（宮本和子君） 

 ３点について一般質問を行います。 

 １点目は、75歳以上の後期高齢者医療制度は、過酷な保険料取り立てと給付の切り捨てとい

う問題です。 

 国民に新たな負担増を押しつけ、保険証の使える医療を大幅に切り縮めるとともに、公的医
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療保険の役割に重大な偏執をもたらす医療制度改悪法が、６月14日に国会で可決・成立いたし

ました。７月から、70歳以上で現役並み所得とされる20万人の窓口負担が３割に引き上げられ、

このうち小泉増税で現役並み所得となった90万人は、７月から10月の間に１割、２割、３割と、

負担が３倍になりました。さらに2008年（平成20年）４月から、低所得者も含め70歳から74歳

までの窓口負担が２割に値上げされます。10月から、入院では、療養病床に入院する患者の70

歳以上の食事、居住費の負担増が強行されました。住民税課税の人で月３万円の負担増です。

2008年４月から、65歳から69歳までも対象となり、１ヵ月の入院費用は13万円を超えます。高

齢者だけでなく、入院や手術で医療費が高額になったときに適用される高額療養費制度も10月

から改悪をされ、１ヵ月の上限が 8,000円ほど引き上げをされ、70歳以上の自己負担限度額も

引き上げられました。病気にかかりやすく治療に時間のかかる高齢者や、重い病気、けがを負

った重症患者への負担増は受診抑制による健康破壊をますますひどくさせ、命の危険をも生じ

させます。また、患者負担をふやして受診を抑制することは、病気の早期発見、早期治療を妨

げ、重度化させ、かえって医療費増大を招きます。そして改悪法には、75歳以上の後期高齢者

を国民健康保険や組合健保から脱退させ、後期高齢者だけの独立保険をつくる制度に改悪をさ

れました。 

 そこでお尋ねいたしますが、75歳以上の後期高齢者医療とは、対象者は何人で、どのような

制度なのか。今後、どのような計画で後期高齢者医療制度は進められていくのか。また、保険

料の賦課や徴収はどうなるのか。滞納者に対する措置はどうなるのか。低所得者への免除、減

免制度はあるのか。そして、後期高齢者の医療給付費増大が後期高齢者の保険料の値上げとな

り、高齢者の命と健康に重大な影響をもたらす制度であり、高齢者の所得実態に見合う保険料

にすべきであると考えるが、見解をお聞かせください。 

 では、２点目の問題でございます。住民基本台帳と住所地番の確認についてでございます。 

 11月６日付で、住民基本台帳上の住所地番の確認についてという文書が、住民基本台帳の住

所地番と土地台帳上の地番が合致しないことが判明した住宅に届きました。 

 そこでお尋ねいたします。一つには、住民基本台帳の住所地番と土地台帳上の地番が合致し

ないことがいつ判明したのか、経緯と原因について。また、各地域別の該当する世帯数はどの

ようになっているのか、お尋ねいたします。 

 二つ目は、家族全員の住所変更に費用がかかるし、事業所の場合は登記費用、各種住所印、

取引変更案内など種々の費用がかかるが、それらに対する費用負担はどのようになっているの

か。この確認書がきちんと届けられたかどうかの確認はどのようにしているのか。住所変更な

どの手続をしないでそのままにしておいた場合はどうなるかについて質問を行います。 

 ３点目ですが、近藤紡績跡地への大型店の進出に対する対策についてでございます。 

 近藤紡績の跡地が、今までの工場や社宅を取り壊し、周辺住民には事前の何の説明もないと

いうことで、周辺住民から騒音、振動、粉じんなどに対する怒りが寄せられていました。11月

２日には、近藤紡績所津島工場跡地計画進入路建設に伴う説明会が柚木町で行われ、県道から

近藤紡績跡地までの進入道路の建設のための説明会が行われました。騒音、振動及び粉じん対



-220- 

策、危険防止対策、交通安全対策など８項目にわたって説明がありました。その中でも、騒音、

振動、交通安全対策などの意見が多く出されたということです。その後、柚木町を中心に、近

藤紡績跡地の安全・安心を考える会を立ち上げることになり、12月９日に総会が行われました。

総会の中でも、信号機を２ヵ所つくってほしい。ガード板も、住民の要望でやっとつけるあり

さまだ。狭い道路に渋滞をする。説明会の案内も終わってから来たのでは仕方がない。早く案

内なども回してほしい。小学生の通学路の安全を考えてほしい。日比野駅の踏切の拡張をして

ほしいなど、参加者から多くの切実な意見が出されました。近藤紡績跡地は既に更地となり、

周辺の住民は、近藤紡跡地に商業施設としてパチンコ、スーパー、ホームセンターができるの

ではないか。来年の２月から３月ごろには、テナント工事関係の説明会を行うなどの話が出て

います。 

 そこで、１点目、住民への説明会が行われたが、その内容と今後の計画について。 

 ２点目、近藤紡績跡地にどのような大型店が進出してくるのか、具体的なことがわかれば教

えていただきたい。 

 ３点目、周辺道路の整備、排水対策について、どのような計画になっているのか。 

 まず、この３点についてお聞かせください。あとは自席に着いてお尋ねいたしますので、よ

ろしくお願いいたします。 

○市民生活・保健部長（藤松岳文君） 

 それでは、私の方から後期高齢者医療について御説明をさせていただきます。 

 まず、１点目と２点目の制度の概要と今後のスケジュールについてでございますが、今回の

規約の上程に先立ちまして、去る９月28日の全員協議会で配付いたしました資料と重なるとこ

ろがあろうかと思いますが、よろしくお願いしたいと存じます。 

 まず、この対象者でございますが、現在の老人保健受給者、本年11月末現在でございますが、 

6,425人となっております。基本的には現在の老人保健制度が新制度に移行するもので、県を

単位とした全自治体で構成する広域連合を設立し、保険料の決定、賦課、医療費の支給等を行

うものでございます。 

 また、３点目と４点目についてでございますが、保険料につきましては、政令で定められる

算定方法の基準に従いまして、運営主体である広域連合ごとに決定、賦課され、その徴収は市

町村の事務となります。そして保険料につきましては、応能割と応益割の方式がとられ、それ

ぞれ50％を基本として賦課されるものでございます。所得に応じ、応益割の軽減措置が図られ

るやに聞いております。いずれにいたしましても、詳細につきましては国の政令等によるとこ

ろとなっております。まだその全容が示されていない状況でありますので、御理解が賜りたい

と存じます。 

 続きまして、住民基本台帳の住所地番の確認についてでございますが、１の住民基本台帳の

住所地番と土地台帳上の地番が合致しなくなったのがいつ判明したのか、経緯と原因について

及び各地域別の該当世帯数はとの御質問でございましたが、経緯につきましては、合併前の分

科会で旧佐屋地区の一部、大字に小字のない住所表示約 230世帯がございました。現在の旧大
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字でございます佐屋、須依、内佐屋、柚木、日置、落合等の大字だけで地番となっておるもの 

がございました。それが 230世帯ほどでございまして、分筆等による住所表示の不突合が約                                                                                          

 420世帯ございました。それらを把握しておりましたが、他の３地区については、分筆等によ

る地番不突合はあるかもわからないが、全件調査する時間的余裕がないということで、数はつ

かんでおりませんでした。 

 ６月初旬に、他課からコンピューター上の住基検索画面での指摘がございまして、市民全員

の住所一覧を情報管理課へ依頼し調査したところ、佐屋地区以外でも同一地番内の複数世帯、

団地の方書き等の有無等の疑義が判明をいたしました。このため、資産税課との確認事項とす

べく、土地・建物との地番照合エラーリストを作成してもらうことによりまして、全件リスト

と資産税チェックリストの照合により、確認個票を作成いたしております。７月中旬に、資産

税課職員による土地・建物の地番、所有者、分筆年月日等を記入していただく作業を行い、８

月中に返送されました。その後、市民課において、明らかにエラーとなる世帯、団地方書きの

存在する世帯等の大字別一覧リストを作成し、該当世帯への周知をすべきかどうかの検討をい

たしております。 

 このエラーリストの中には、アパート、借地世帯が多く含まれ、住所表示に不突合が生じて

いる事実も知らされていないと思われる世帯が３割ほど見受けられ、周知の文書を送付するこ

とでの意識喚起と、御案内のように住所修正は申し出となっておりますので、一人でも多く応

じていただけないかという思いが職員の側の意見としてありました。そういう検討を行いつつ、

９月末に市民課所管の支所、出張所職員への説明会、エラーリストの提供により11月初旬発送

と定め、最終調整を11月８日発送に至りました。この際、佐織寿敬園、八開山之神地区、立田

森川地区のエラーにつきましては、行政側の認識不足によるエラーであることから、10月まで

を目途として各支所の市民課の職員に訪問させ、申し出修正を了承していただいて、完了いた

しております。 

 ちなみに、11月末までの申し出修正世帯は 155世帯、現状でよいとの回答をされた世帯は                                                                                        

 121世帯でございます。また、佐織地区、団地方書きにつきましては、文書発送 645世帯のう

ち 376世帯が申し出修正されております。 

 原因につきましては、国、県、町村、土地改良区、水資源開発公団等の用地買収があり、分

筆によるエラーとなった事例、また所有者自身による分筆エラーとなった事例も多々見受けら

れます。 

 旧来、分筆登記は行政側による嘱託登記が主であり、本番を残さず枝番分筆されることが原

因と考えられております。 

 二つの家族全員の住所変更及び事務所の変更による諸費用の質問でございますが、住所の修

正に係る届け出の一部で住民票の提出を求められることの認識もあり、届け出からおおむね３

ヵ月を目途として申請理由を明記していただき、公用交付とさせていただくことでお話をさせ

ていただいております。 

 なお、事業所の場合でありますが、法人登記上は個人の住所はあまり影響はなく、役員とし



-222- 

ての登記がある方に対しては説明をし、理解を得て、前述のような措置をさせていただいてお

ります。 

 御質問の住所変更の登記費用、住所印等の行政負担の考えはなく、申し出者及び照会者にも

そのようにお話をし、御理解を得る努力をいたしております。 

 ３の、確認書がきちんと届けられたかどうかの確認をどのようにとの御質問でございますが、

11月末で13通、郵便局よりの返送がありました。私見で申しわけありませんが、返送されない

文書につきましては届いたことと解させていただいております。余談でございますが、開封後、

そのまま新聞社にお持ちになった方も多数あると聞いております。また、返送された住居者に

つきましては、実態調査をすることで対処する考えでございます。 

 ４の、住所変更をしない場合はどうなるのかとの御質問でございますが、さきにも御説明さ

せていただきましたが、変更につきましては申し出でございます。本人が修正の意思なく、長

年、住生活をしてきても何の影響がなかったのも事実でございます。現在の住所が地番不突合

の場合、他市町村からの転入のときにその人が同一世帯内に入居できないとか、婚姻等で新戸

籍を置く場合でも、住所は不突合のまま同居できますが、親と同じ本籍地番が設定できない等

支障はありますが、現時点では何の支障もございません。将来、子・孫の代で必ず支障が起き、

住所修正、本籍修正が必要になってくるものと思っております。また、住民基本台帳カードや、

公的個人認証による電子申請の対応にも支障が出ることにより、御了承の上、住所修正にも応

じていただくことといたしております。よろしくお願いしたいと思います。以上でございます。 

○経済建設部長（篠田義房君） 

 それでは、私の方からは３点目の御質問についてお答えをさせていただきたいと思います。 

 まず、議員質問の趣旨の中でおっしゃってみえる説明会というのは、株式会社近藤紡績所津

島工場跡地計画、ここが大事ですが、進入路建設に伴う説明会ということで、おっしゃってみ

えたように、11月２日に、柚木のお寺さんにおいて説明会が行われました。説明をしたのは、

株式会社西井都市建築設計事務所でございまして、お聞きの内容につきましては、跡地計画へ

の進入道路の建設についてでございます。敷地の南西角から西へ、県道一宮・弥富線まで道路

を新設するというものでございまして、幅員が12メートルで、両側に 2.5メートルの歩道を設

置するというものでございます。施工者は株式会社大林組で、工期末は年明け19年の３月末を

完成目標としているといった内容でございました。今後の計画ということですが、年明けの19

年２月か３月ごろに入る店舗等の説明会を開催させていただく予定であるというような説明が

ございました。 

 ２点目と３点目の、大型店が進出してくるが、具体的な内容はとか排水対策についてどのよ

うな計画になっているのかという御質問でございますが、どちらの件につきましても、まだ私

どもの方へ全体的、具体的な内容・計画についてはお示しをされておりませんので、現段階で

はわかりません。よろしくお願いをいたします。 

○２６番（宮本和子君） 

 では、１問目から再質問をさせていただきます。 
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 平成20年から後期高齢者の医療で75歳以上の方が別個に保険制度ができて、保険料を払うと

いうことになりますが、今まで75歳以上の方は保険料の負担はどのようになっていたのか、ま

た医療費の負担は幾らになっているのか、まずそこら辺をお聞かせ願いたいと思います。 

○市民生活・保健部長（藤松岳文君） 

 保険料ということでございますが、その方が国保等保険に入ってみえますと現在の国保条例

にございます保険料となりますが、扶養者となっておりますと、今までは保険料としては徴収

されていないというのが現状であろうかと思っております。 

 また、自己負担については担当課長に答えさせますので、お願いします。 

○保険年金課長（水谷辰也君） 

 それでは、私の方から自己負担分について御説明を申し上げます。 

 基本的に、現行の老人保健の方々の窓口での自己負担というのは１割が原則となっておりま

す。ただ、一定所得以上の方々については、現行は３割という基準で窓口徴収をされておりま

して、今回、平成20年度からの後期高齢者医療制度につきましては、自己負担分についてはそ

のままの移行という形になっていくと思っております。 

○２６番（宮本和子君） 

 先ほど４点目のところで質問がありましたので、あわせて質問をさせていただきますが、そ

うしますと75歳以上の高齢者は、新たに保険料の負担がふえるということになりますが、その

ことによって国保などの医療保険はどのようになるのか。また、負担が軽減されていくのでし

ょうか。また、国や県の後期高齢者医療の負担割合はどうなっておりますでしょうか、お尋ね

いたします。 

○保険年金課長（水谷辰也君） 

 それでは、お答えをさせていただきます。 

 まず保険料につきまして、後期高齢者医療制度になった折に保険料部分が新規で出るがとい

うことでございます。確かに、今の国の試算の状況でいきますと、１割相当部分を御本人さん

方の保険料で想定をしております。ただ、先ほどの御質問の中でございましたように、現行の

老人保健の制度におきましては、対象者、受給者の方々というのは、それぞれ保険の制度、す

なわち国保やら社会保険の加入者となっておられますので、先ほどの説明のように、国民健康

保険の加入者の方であればそちらで保険税の御負担をいただいております。今回の後期高齢者

医療制度におきましては、それらの医療保険制度から全く切り離した形で後期高齢者医療制度

というのを立ち上げまして、そちらの新しい制度の方に現行の老人保健の対象者の方々を、言

いかえると移す形になります。したがいまして、新たな制度で保険料１割相当部分が発生をい

たしますけれども、反面、国民健康保険の方に入っておみえになった方々については、国民健

康保険税の負担はなくなるという形になっていきます。 

 その保険料にあわせまして、負担軽減、いわゆる減免の制度かと思いますけれども、それは

どうなるんだというお尋ねでございます。この減免につきましては、まだ詳細については示さ

れてはおりませんけれども、基本的に応益割合につきましては、その方の所得に応じて７割も
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しくは５割という軽減の制度が法定化されるというふうに聞いております。したがいまして、

こういう所得の低い方々の保険料部分については応益割合の軽減が図られていくという制度で

ございますので、よろしくお願いをいたします。 

○２６番（宮本和子君） 

 国と県の負担割合は。 

○保険年金課長（水谷辰也君） 

 基本的な制度の財源の内訳といたしましては、医療費として給付をする部分の２分の１を公

費で負担をする形になっております。その比率は、国が４、県・市がそれぞれ１という割合で

負担をすることとなっておりまして、残りの５割を保険者の支援金という形、現行は老人保健

に対する拠出金という名称になっておりますけど、これが各保険者からの支援金という形で

40％、残りの10％を保険料というような財源内訳になっておりますので、よろしくお願いしま

す。 

○２６番（宮本和子君） 

 それから、保険料の徴収については年金から天引きとなると言われております。年金のない

人など、普通徴収になる人ができるわけですが、普通徴収にはどんな人が対象となるのか、ま

た保険料が全国平均 6,000円ほどと言われておりますけれども、愛知県の場合は 3,100円にな

るということを、名古屋市なんかではそういった試算をしているようですが、そういった点で

は保険料は幾らになると考えておられるのか、お聞きいたします。 

○保険年金課長（水谷辰也君） 

 それでは、お答えを申し上げます。 

 まず、保険料の普通徴収の方々についてでございます。これは現行、介護保険という制度が

ございますけれども、基本的な保険料の徴収の形というのは、それに沿ったような形で進んで

おるように我々見ております。そういった介護保険の形を参考に数字を出させていただきます

と、約８割の方々は年金からの天引きになるのではないかと。残り２割の方々について普通徴

収という形になっていくのではないかということでございます。 

 その根拠といいますか、保険料の年金からの徴収の基準というのが年額18万円以上の方々、

そういった額の制限がございますので、それ以下の年金の受給者の方々については特別徴収が

できないということになっております。したがいまして、特別徴収が約８割で、普通徴収の

方々は２割ほど出てくるのではないかというふうに思っております。 

 それから、保険料の額についてでございますけれども、基本的に保険料の額の決定、それか

ら賦課につきましては、広域連合の方の事務になってくるということでございますけれども、

今御質問の中にもございましたように、国の方で試算をした数字というのが表の方に出ており

まして、それが月額 6,200円という数字が出ております。それは基本的な試算の数値でござい

まして、最終的には県を単位とした広域連合の中で、さまざまな要因、すなわち政令で決めら

れております基準に基づきまして保険料の算定がなされていかないことには、果たして愛知県

の保険料が幾らになるかというのは現段階ではちょっと申し上げられませんので、よろしくお
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願いをいたします。 

○２６番（宮本和子君） 

 75歳以上ということですと、現金収入のある方はほとんどないわけで、そういう点では、唯

一収入と言えるのは年金。その年金から介護保険料、後期高齢者医療の保険料も天引きをされ

て、ますます年金が少なくなり、先ほども私が最初に言いましたように、医療制度が改悪をさ

れて、本当に医療費の負担も大変かかるという状態になってきますと、お医者さんにかかりた

くてもかかることができない。そして、いろんな厚生労働省の文書なんかを見てみますと、医

療費の適正化と言いながら、高齢者が医者にかかれないように、医療の抑制をするためにこの

制度があるのではないかと。そして、低所得者の高齢者にも、減免制度はあるようですが、漏

れなく保険料を取り立てる制度と言われても仕方がないと考えますが、その点の見解をお聞か

せ願いたいと思います。 

○保険年金課長（水谷辰也君） 

 ただいま御質問の中で、制度自体に対する御意見をちょうだいしたわけでございますけれど

も、基本的に、今回のこの後期高齢者医療の制度ができ上がった背景は、皆さん御承知のとお

り、高齢者の医療費の高騰に原因があろうかと思います。 

 ただ、今回この制度に移る背景といたしましてもう１点、いわゆる高騰する老人医療の支払

いに苦慮しておる個々の団体が多く見受けられる状況の中で、少しでも支払いに対する財源的

な均衡を図るといいますか、それを広域化をもってして財政面での安定化を図っていきたいと

いう、国の方の主な趣旨でこういった制度が制定をされたやに考えております。 

 したがいまして、先ほど保険料の徴収部分につきまして申し上げましたけれども、すべての

方にとは申し上げませんけれども、所得に応じた軽減の施策というのも、基本的に国の制度の

中で法定の軽減制度というものを設けて、当然所得の低い方々に対する配慮をなされておると

いうことで御理解が賜りたいと思います。よろしくお願いします。 

○２６番（宮本和子君） 

 一昨日の議案質疑の中でも広域連合の問題で質問いたしましたけれども、やはり今回のこう

した後期高齢者医療制度の問題で、住民、高齢者の方自身のことが何も保障されていないとい

うことと、住民の健康と暮らしを守る市町村に全然権限がないんですね。保険料を本当に集め

るだけという状況の中で、保険料の決定も、それから軽減の、住民のいろんな苦しいところや

なんか、実際に声を聞くのはやっぱり市町村だと思うんですが、そういった市町村に何も権限

がないし、住民はどこに自分たちの気持ちを訴えたらいいか。やっぱり県で一つの広域連合の

中で決定をされるということでは、高齢者の方たちは命とつながるこの医療費を、これ以上高

齢者いじめをどこまでやるのかという怒りが、この制度が始まれば必ず起きてくるのではない

かと思いますので、やはりこの問題、もっと市町村や住民の声が反映できる制度を、市として

も、広域連合をこれから来年１年で具体的に決めていくわけですが、そういったところにぜひ

具申をしていただいて、この制度は、本当に始まったら大変なことになるということを肝に銘

じていただきたいと思って質問を行いました。 
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 次に、住民基本台帳の問題ですが、佐屋地区で 620、立田地区で 157、八開地区で32、佐織

地区で 368、団地名削除の関係で 913ということで、 2,090件が今回の対象になったというこ

とですけれども、そういう点で、先ほどもいろんな苦情がたくさん届いたということですが、

具体的には各庁舎に何件ほどこういった苦情や問い合わせがあったのでしょうか。そこら辺は

集約されていますでしょうか。 

○市民生活・保健部長（藤松岳文君） 

 苦情の件までは、ちょっと手元に件数までは持っておりませんが、すみません、まことに恐

縮でございます。 

○２６番（宮本和子君） 

 先ほどから、お話では相当いろいろな問い合わせがあってどうのこうのとおっしゃっていた

と思うんですが、今回、住民基本台帳の問題が、日常的には今まで使っていた住所で、お金を

かけて処理をしなくても支障を来す問題ではないかもしれませんけれど、これが合併以前に住

所変更がきちんとされていたら、今ごろになってぐちゃぐちゃした問題はないと思うんですよ

ね。やはり佐屋地区でその前に判明していたというところで 650件ほどが、そういったことで

判明していたら、今ごろまた住所変更をしなきゃいけないという問題はなかったと思うんです

が、やはりそこら辺が何か住民としては、この間合併したばっかりに住所変更のいろんな手続

をして、また住所が違いますよと。これは納得されないのは、通知をいただいた皆さん同じ気

持ちだと思うんですが、本当に簡単な文章なんです。私も見せていただいたんですが、そうい

った文章だけではなかなかわかりにくいし、だから問い合わせも多分相当あったというふうに

思うんですけれども、そういう点では、きちんともう少しわかりやすくするか、ある団地では

集中的に送付されていますので、そういった意味では、この問題にきちんと説明会を行うなど

して、住民にどういう問題があるのかと。今しなくても、将来的にはいろんな支障があるとい

うお話もありましたので、もう少し丁寧な文書を送り届ける必要があったのではないかと思い

ますが、そこら辺はどのように考えておられるか、ちょっとお聞きしたいと思います。 

○市民課長（佐藤喜光君） 

 今御質問の件ですが、確かに旧の佐屋地区でそういうことが判明した時点で幹部会に諮った

経緯はございます。そのときに、他町村はどうだということで、最初の市民生活部長の答弁に

もありましたように、他町村の中でそういう調整がされれば、同一歩調として周知の文書を出

さないかんわなと、そういう見解でございました。だけども、現実、その分科会で１年半の中

で、他市町村のそういう調整というのができていなかったんですね、現実問題として。そのと

きに、私もほかの課長にお尋ねしたときに、確かに地番のエラーはあるだろうと。それは、御

答弁にもありましたように、行政が嘱託登記をしておったんですね、50年代は。職員が登記申

請を出して分筆登記をした。そのときに本番を残せる事実はあったんですが、その本番を残す

ということを主体に考えずに、１番、２番で基本的な分筆を起こしていったと。ですから、本

人さんたちは１番、２番で分筆が起きている事実は御存じなんですが、地番の申し出申請には

応じていなかったということで何十年経過してきたわけです。御質問の中で、なぜそういうこ
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とを放置したのかということは、行政の怠慢もあるんですけれども、本人さんが周知してみえ

るから、申し出なきゃあ、行政としての責任はそこで一つをクリアしておるんでなかろうかと

いうのが担当者の考え方だったと思うんですよね。 

 それで費用の面ですけれども、合併のときに、確かにゴム印だとか、いろんな印刷関係の費

用負担でお小言もいただいております。今回のことにつきましても、現実問題、合併のときに

何で言わなんだと。先ほどの質問にありましたように、８日の午後、９日、本庁舎、佐織庁舎

で 200本ぐらい電話がかかってきました、お小言が。それにつきましても、何十年ほかってお

いて何でだという御質問ばっかりですね。部長の答弁にもありましたように、借地者、アパー

トの住人の方が御存じない事実も周知を差し上げて、その大家さんからのお問い合わせも現実

にあったわけです。それは何でかというと、以前の地主さん、大家さんが亡くなられて、相続

された方が事実も周知されていなかったと。そういうことで、全員協議会のところでもお話し

差し上げたんですが、周知の意味も含めまして今回意識喚起を行ったというのが、一つのこち

らの逃げ道で申しわけないんですけれども、そういう事実を周知させていただいて、旧の町村

が持っておったそういう地番についての認識を、改めて愛西市が皆さんに認識していただきた

いということで差し上げた文書でございまして、あまり詳細には書けなんだというのが現実で

ございます。すみません。 

○２６番（宮本和子君） 

 そういったことをきちんと対象者に、一軒一軒は無理にしても、ある一定の地域とか、まと

まったところがあると思いますので、そこら辺はきちんと周知をする意味でも、説明会を開く

のか、まとめて、もう少し話を聞けばわかる話でもありますし、そこら辺をきちんとやってお

かなかったので、何か住民にとっては、また住所変更しなきゃいけないし、どうするんだろう

というような率直な気持ちだと思います。負担費用なんかも、これはやらなきゃいけないとい

うことでまじめにやられる方も多々あると思いますし、そういう点ではこういったことをもう

少し丁寧な文書で連絡したり、もう一度説明会などを地域ごとに行うということについてはど

のようにお考えでしょうか。その点をお聞かせください。 

○市民課長（佐藤喜光君） 

 今の御質問ですけれども、地域の説明会ということに関して、現実、この文書をお出しする

決裁の段階で、助役の方から提議も私の方へいただきました。でも現実問題、そのときに、大

変申しわけない話ですけれども、資産税の方の評価エラーとバッティングさせて考えてみえる

住民の方の反応が怖かったんです。要するに、税とリンクして住民票の表示を調査したんじゃ

なかろうかと。現実、電話の問い合わせはそればっかりだったんです。要するに、住所を変え

ることによって、本来置いてある地番がないところの評価が住宅用地になっていないというこ

とで、課税面が変わるというおそれがあって、逆に助役の方の、資産税との合同の説明会とい

う提案に、私の方は拒否反応を示したんです、市民課の方は。かえってその方が事が大きくな

り過ぎてしまうんではなかろうかと。固定とリンクされたというと。ですから、あえてそこを

避けて、その軽易な文書で御周知をすることにより、必ず小言の電話は来ますので、９月27日
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に市民課所管の六つの窓口の全職員を呼んで、こういうことで周知をする、必ず小言の電話は

何百本とかかってきますので、 1,800人から出ているので、その対応をくれぐれも説明するよ

うにということで了解して、職員側の対応はしたという現実で、住民に関しては事足りない文

書が出たのは事実でございます。 

○２６番（宮本和子君） 

 そういう点では、本当にこの問題も、合併によって引き出された問題じゃないかもしれませ

んけれども、やはり合併時にきちんと処理をされていればこんな問題もないと思いますし、ぜ

ひ今後は住民の負担にならないように、丁寧な説明をしていただきたいと思います。 

 次に、近藤紡の跡地の問題ですけれども、信号機は進入道路の県道のところで突き当たりの

２ヵ所につけてほしい、それから進入道路の歩道と近藤紡の西側道路の側道に歩道をきちんと

つくってほしいという声も切実に出ていましたし、その信号機については、今度どういった大

型店ができるかわかりませんが、設置のための費用は出すから何とかという話も出ていますの

で、そういう点では、信号機を２ヵ所つけてほしいという要望がありましたけれども、それと

進入路、ちょうど近藤紡のすぐ西側の道路ですね。そこも結局用水があるのでふたをするだけ

で、きちんと歩道をする計画は聞いていないということで、そういうところを駐車場がわりに

されるとやっぱり困るということで、歩道なら歩道ということで歩車分離をしていただきたい

という声がありましたので、そういった声に市としてはどのように考えておられるのか、お聞

きします。 

○経済建設部長（篠田義房君） 

 まず１点目の信号機の関係ですが、これはきのう、ある件で信号のお話が出たときにも少し

触れさせていただいたんですが、信号機というのは、市の方で独自にここへと、設置なら設置

ということができないんですよね。当然、公安の協議が必要になってきて、そこでオーケーが

出て初めて設置ができるわけです。信号機の設置の関係についてのお話も出ている旨は伺って

おりますので、相手側の、いわゆる近藤紡の方には伝えておりますが、今、議員がおっしゃっ

たお言葉をおかりするならば、皆さんが望んでみえる２ヵ所に信号機が設置できるかできない

かということについて、ここで私の方からこうです、ああですということがちょっと言えない

状況にありますので、お許しをいただきたいと思います。 

 それから、近藤紡の西側の道路の関係、確かに側溝といいますか、水路といいますか、そち

らの方へふたをされたいというお話は聞いていますが、まだ具体的にこういう形でというもの

はこちらの方へは参っておりませんので、詳細についてはわかりかねます。お話が出たという

ことについては、機会があればお伝えをしてまいりたいと思っております。よろしくお願いし

ます。 

○２６番（宮本和子君） 

 あと三つぐらい住民の要望がありますので、それをちょっと言っておきたいと思います。 

 工事中の安全対策をしてほしいということで、特に子供たちの通学路の安全や周辺住民に対

する安全を第一に考えて工事をしてほしいということで、警備の方が自分たちの車を通すこと
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に必死になって、通行する人たちのことは全然無視してやるということがあったそうで、これ

は何のための警備員なのかということで、大分苦情を言っていた方がたくさんあったというこ

とですので、これから建設の方に向かえば車も相当通るということもありますので、そこら辺

はぜひ徹底させていただきたいということ。 

 それから、パチンコ屋の施設ができるということですが、やはり通学路もありますし、子供

たちの防犯や治安の心配があるのでやめてほしいという、若い父母の皆さんからもそんな声が

出ております。今、子供たちのいろんな被害が出ている状況の中では、市としても、住民の声

としてぜひこの問題は届けていただきたいと思います。 

 それから、周辺の道路というのは本当に狭いんですよね。一方通行も本当に１台しか車が通

れないところばっかりで、東側には名鉄が走っているという状況でありますし、ただでさえ名

鉄の踏切も狭くて、送り迎えの車も大変ふえまして、本当にいつ事故が起きてもおかしくない

という状況がありますし、ぜひ踏切の拡張もしてほしいということで、何か弥富市のイオンタ

ウンでは、踏切の拡張も含めて、業者というのか、イオンタウンの方でお金を出してそういう

対策を行ったということを聞いておりますので、やっぱりそういった住民の皆さんの声を聞い

ていただきたいということと、市側はあまり何も情報を持っていない。先ほどのお話のように、

あまり情報をつかんでいないということで、近藤紡が、今、中心になって住民の対応をしてい

るわけですから、そこら辺と連携をとりながら、住民に適切な情報もきちんとしていただきた

いということで、これから近藤紡績跡地の安全・安心を考える会が市と業者との関係では運動

を起こされて、要望などをされていくとは思いますが、ぜひそういった皆さんの要望を聞いて、

本当に地域住民の安全第一ということでぜひ進めていただきたいと思いますが、その点、トー

タルでお答えいただければ結構だと思いますので、よろしくお願いします。 

○経済建設部長（篠田義房君） 

 議員からの御趣旨は十分承りました。 

 ただ、私ども事務を執行していく立場でお話をさせていただけるならば、法的な規制につい

ては、これこれはいいけれども、これこれはいかんと申し上げられるわけですが、佐屋地区出

身の議員でありますので、この地域が市街化区域ということも御存じだと思うんですが、そう

した中で、どうも伺っている話の中では、取りつけ道路等については最終的に市の方へ寄附を

していくというお考えでおみえになるみたいですが、敷地内については、私有地の通路、いわ

ゆる一敷地内の自分たちの通路という考えもあって、１区画の中でおやりになるような考えで

おみえになるようですので、規制がどこまでできるかという問題がありますので、私どもの立

場としては、法的な縛りについての適否を判断させていただきたいと思っています。 

 ただ、今承りました事柄につきましては、近藤紡の方へお伝えをさせていただきたいと思っ

ております。よろしくお願いをいたします。 

○２６番（宮本和子君） 

 近藤紡績の取り壊しで、住民の方たちは騒音、振動、粉じんなどの被害で、アンケートにも

寄せられていたり、直接私の方へ電話があったりということで、本当に悲痛な声が届いていた
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わけで、市が積極的に業者の情報を集めて、住民の要求に耳を傾けて、十分にこれから何か大

型店との橋渡しをぜひしていただきたいと要望いたしまして、私からの一般質問とさせていた

だきます。 

○議長（佐藤 勇君） 

 ここで10分間休憩をとります。 

                 午後４時19分 休憩 

                 午後４時29分 再開 

○議長（佐藤 勇君） 

 それでは、休憩を解きまして会議を再開いたしますが、その前にお諮りをさせていただきま

す。通告されておる議員があと２名ございます。引き続いて２名行いたいと思いますが、５時

を過ぎると思いますので、ここで議事の都合により、会議規則第８条第２項の規定に基づき会

議を延長したいと思いますが、よろしゅうございますか。 

               〔「異議なし」の声あり〕 

 御異議なしと認め、本日の会議を延長することに決定をいたしました。 

 それでは、通告の順位15番の８番・田中秀彦議員の質問を許します。 

○８番（田中秀彦君） 

 議長のお許しをいただきました。 

 １点、愛西市の財政運営について、発言通告書に基づきまして質問をさせていただきます。 

 その前に、先般の９月議会におきまして私の一般質問させていただきました中におきまして、

各支所の活性を図ってくださいと。特に窓口業務に際しては、来庁者へのあいさつ、それから

事務処理の迅速化といいますか、てきぱきとした処理をしてほしい。また、来庁者に対する好

印象を持たれるような対応をしてほしいというような要望を各支所長、あるいは課長にお話を

して、そのような指導をお願いしたところ、その後、私も質問の後、各支所へ出かけたときに、

注意して見ておりました。また、陰から見ておったこともございますが、特に立田庁舎、ある

いは佐屋庁舎におきましては非常に的確な対応が来庁者に対してなされておるように見受けま

した。このような指導をぜひ各４支所とも続けていただきたい、あるいは指導していただきた

いと、このように要望させていただきます。 

 それでは、本題の愛西市の財政運営について質問をさせていただきます。 

 この内容につきましては、加賀議員、村上議員、近藤議員、岩間議員、加藤議員、鷲野議員

と、私の前に計６名が質問をされております。と申しますのは、私が察するに、これだけ今後

この問題に対する愛西市の取り組みが大変重要である、至上命題であるということではないの

かなと。ですから、質問をされない方の総意もそういうことにあるのではないのかなと思って

質問をさせていただきます。 

 まず小項目の１点目でございますが、愛西市財政状況の現状認識についてでございますが、

愛西市の現在の財政力指数は、17年度数値でございますが0.71、それから15年度から17年度ま

での３年間の平均値は0.65と、愛知県内、現在35市の中では財政力指数が最下位という、あり
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がたくない位置であるということは認識せざるを得ないと思います。 

 そこで、現在の愛西市の財政状況について、市長はどのような認識を持っておられるのか、

まず１点お尋ねをいたします。あわせて、助役、室長、総務部長、企画部長などで構成されて

おる幹事会での現状の財政認識についてもお尋ねをいたしたいと思います。 

 次に、愛西市の19年度予算の基本方針について、これもきのう、もう質問がされまして、                                                                                        

 195億以内で19年度は予算編成をしたいと。現在、シーリングが終わっておるところであると

いうような御答弁がございました。それを踏まえて質問をさせていただきますが、今後、愛西

市は高齢化とか少子化、他市町村に漏れず、当然そのような義務的経費がふえると考えられま

す。事務局からいただきました17年度の決算資料によりますと、俗に言う義務的経費、人件費、

扶助費、公債費でございますが、人件費は43億 200万、それから扶助費が27億 3,000万、公債

費が10億 4,400万、合計80億 7,700万という決算数値の資料をいただきました。そうしますと、

この数値は17年度決算の一般会計 203億の４割を占めておるということでございます。そのよ

うな義務的経費が今後どのような推移で、18年、19年、20年と予測数値があるのかをまず１点

お尋ねしたいと思います。 

 それから次に、これもきのう、きょうといろいろ質問がありました、こんな現在の愛西市の

財政状況であれば、今後５年ぐらいは聖域を設けず予算全体の４％ないし５％を削減しなけれ

ばならないのではないかなと。それを削減しなければ健全財政にならないのではないのかなと

思っております。今後、住民サービスを低下しないように、この健全財政運営についてどのよ

うに、19年度の予算編成を含めて、今後どのような予算方針で臨まれるのか、お尋ねをいたし

ます。 

 小項目の３点目、愛西市の自主財源確保の必要性についてでございます。 

 今の財政状況であれば、今後、愛西市は漸次予算を削るという縮小均衡予算となり、縮小均

衡予算に推移した場合には、市民はどうしても明るさを失ったり、希望をなくしたり、また行

政も萎縮して、悪循環に陥る可能性があると考えるわけです。 

 そこで、愛西市民にとって、合併してよかったと、明るい希望を持ってもらえるような施策、

今こそ行政は、特に自主財源確保の必要性を認識し、これが至上命題であるととらえるべきで

あると思います。その自主財源確保について、これもきのう、きょうといろいろ質問もあり、

御答弁もございました。それも踏まえまして、ひとつ的確な御答弁をお願いします。 

 それから、配付させていただきました、17年度固定資産税決算額、これは私が資産税課の方

からお聞きいたしまして、資料として作成させていただきました。ごらんになっていただくと

わかりますが、固定資産税の合計額、土地、家屋、償却、これは約34億でございますが、その

うち約13億 3,600万が土地分でございます。その内訳として下に書いてございますが、農地が

約 7,339万、税額比率にしますと5.48％、そして面積はと申しますと、課税対象面積の 

74.26％でございます。次に宅地でございますが、全体としましては、税額比率は約10億 

7,500万、約 80.45％でございます。そして、面積比率は 21.41％ということでございます。

住宅用地としては、その内訳として、宅地の中には住宅用地と非住宅用地がございますが、住
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宅用地としましては約５億 3,900万、税額比率として 40.45％、面積にしますと 715ヘクター

ルで 16.26％でございます。それから非住宅用地、工場とか貸し倉庫とか、そういうたぐいの

ものだと思いますが約５億 3,500万、税額にしますと固定資産税の40％ということでございま

す。その面積はと申しますと 226ヘクタールでございます。比率にしますと5.16％ということ

でございます。次に雑種地、これが税額にしまして約１億 8,700万、税額比率は 14.07％、そ

して面積比率4.33％の面積は約 190ヘクタールということでございます。それから、内訳のう

ち土地の固定資産税は約13億 3,600万、それから建物が約15億 7,100万、非常に土地の比率よ

りも建物の比率が多いということでございます。それから、償却税、機械とか重機とか、いろ

んな償却資産が約４億 9,500万、こんなような固定資産税の内訳でございます。 

 これを踏まえまして、また自席でもって再質問をさせていただきます。明快な答弁をよろし

くお願いいたします。 

○市長（八木忠男君） 

 田中議員の質問にお答えをいたします。 

 愛西市の財政状況はどうかという御指摘であります。まさに幾度となくこの場で御答弁を申

し上げてまいりました。財政力が県下最下位から２番目ということでありまして、基金はおお

よそ95億円、借入金 212億円という状況の中で、予算を組むにもそうした基金の取り崩しをし

ながら組まなくてはいけないという状況でございます。それを続けるにも限りがあるわけでご

ざいまして、そうした展望を確かめながら、少しでも収入源を見出すべく準備もしなくてはい

けないということでございまして、一つ一つ収入源の見出せる努力をしてまいりたいと思って

おります。 

 そんな状況の中で、予算規模も、申し上げました 195億円以内を目標に、今、随時進めてい

るところでございまして、内容など、それぞれまた答弁をさせますが、いずれにしても、基金

を今の状況で取り崩していると、もう五、六年ももたないというような状況が発生してはいけ

ませんので、一層締めてといいますか、そんな考え方で進めてまいりたいと思っているところ

でございます。 

 あと、それぞれ答弁をさせますので、よろしくお願いいたします。 

○企画部長（石原 光君） 

 それでは、順次お答えを申し上げます。 

 まず１点目の後段の部分で、いわゆる助役以下我々部長クラス、幹事会として、この財政状

況をどう考えているんだという御質問をいただいておりますけれども、考え方につきましては、

先ほど市長の方から、基金の問題、あるいはこの前段で借金の問題もありましたけれども、決

して楽観しているわけではございません。先ほど市長が申し上げられましたとおり、我々もそ

のような考え方でおります。よろしくお願いいたします。 

 それから、２点目の19年度の予算の基本方針の考え方でございますけれども、最前、19年度

の予算編成方針についてはそれぞれ申し上げてきたつもりでおります。それで、先ほど田中議

員から御発言がございました17年度の決算状況を踏まえて、いわゆる義務的経費の状況もお話 
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があったわけでございますけれども、その内容については御発言のとおりでございます。 

 それで、義務的経費といたしまして今後の見込みとしましては、若干、先ほど来総務部長も

答弁しておりますように、行革を進めていく中で人件費の削減、いわゆる定員管理の適正化と

いったものも一方では策定をしていく形になります。したがいまして、人件費は今後減少して

いくという形でとらえておりますが、いわゆる公債費、あるいは扶助費といった義務的経費は

増加をしていく見込みを立てております。ただ、現在、集中改革プランを策定中でございまし

て、当然経常経費削減へ向けて事務事業の見直し等、検討をしているところでございます。 

 それで、議員からお話がございました、19年度、20年度、21年度、今後この義務的経費がど

ういった形で推移をしていくのか。現時点でそういった義務的経費も含めた中身の検証につい

て作業を進めている段階でございまして、具体的なその見込み額をお示しすることができませ

んが、いずれにいたしましても、最前からお答えをしておりますように、持続可能な財政運営

を目指し、積極的な行政改革に取り組んでまいりたいと考えております。 

 それから３点目の、愛西市の自主財源の確保の関係で御質問をいただきました。 

 本市の平成17年度の決算状況による自主財源比率は47.7％と、県の比較も今出ましたけれど

も、愛知県市内それぞれ各市比較いたしましても最下位に近い指標となっております。それだ

け財政基盤が弱いといいますか、財政力に乏しいということが言えるわけでございます。した

がいまして、自主財源の確保に向けて、当然、知恵を絞ること、これは地方分権の観点からも

重要な課題と認識をいたしております。安定した財政基盤の確立を図るためにも、今進めてお

ります行革の中で、歳出の削減だけではなく、市財政の自立性を高めるためにも、当然自主財

源の確保は必要でございます。 

 それで、歳入の根幹をなす市税の収納率の向上のための取り組みはもちろんのことでありま

すけれども、先ほど来、御質問に対してお答えを申し上げておりましたように、企業誘致の促

進、あるいは広告収入、また遊休財産の有効活用など、自主財源を確保するための重要な方策

と考えております。今後は、そのあり方や可能性について、議会の皆さんとも十分御意見をお

聞きしながら、そういう自主財源の確保に努めてまいりたいと考えております。以上です。 

○８番（田中秀彦君） 

 御答弁をありがとうございます。 

 少し立ち入ってお聞きいたしますが、17年度の決算書をいただきました。決算内容につきま

してちょっと確認させていただきますが、普通税、税金合計が67億 4,000万、そのうちの市町

村民税としまして、個人分が26億 1,100万、法人分が２億 8,900万、それから固定資産税が、

先ほど申しましたように34億 7,400万、それから軽自動車税 9,000万、市町村たばこ税が２億 

7,300万、合計67億 4,000万という決算内容でございますが、18年度の見通し、それから19年

度の予算編成につきましては、自主財源73億を見込んでおるというような、きのうの総務部長

の御発言でございましたが、その内容は所得税減税が廃止された、それが大きな主因であると、

約８億がそれであると。それから固定資産税の見直しとか、もろもろのことであるということ

をお聞きしましたが、そうしますと、見通しとしては19年度はおおよそ73億の自主財源が見込
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めるわけでございますか、お答えお願いします。 

○総務部長（中野正三君） 

 現段階では、私どもはそう見込んでおります。ただ、この税源移譲に伴うものが市民税の方

へ出てまいります。これは加藤議員のときにもお答え申し上げましたが、所得税減がされる、

その移行がこの市民税の方へ参っております。ただし、所得税が減ることによって交付金等が

減ってまいります。ですから、全体としてのトータルは、収入としてはイコールに近いものが

出てくるのではないかというふうに考えております。 

○８番（田中秀彦君） 

 そうしましたら、16年、17年、18年度の地方交付税の交付、もう決定したのが二つございま

すし、予定としましておおよそどんな推移でございますか、ちょっとお答え願いたいと思いま

す。 

○企画部長（石原 光君） 

 普通交付税の関係につきましては、昨年、合併時の段階では、普通交付税そのものが17年度

38億ほどいただいております。それで、議員も御承知のように、今年度12月補正で交付税は減

額補正という形で補正をお願いしております。と申しますのは、いわゆる合併の前に、交付税

につきましては４町村のそれぞれの算定方法については変えませんよと。言いかえれば、旧４

町村のトータルを10年間保障してやると、国の方は、そういった話もあったわけでございます

が、実際に中身を見てみますと、交付税の一つのもととなる交付税の総額が年々やっぱり下が

ってきております。ですから、一応17年度、それから18年度、これは 9,000万ほど減少してい

ます。来年度の見込みを立てますと、これは一応８月の本算定を見なければわかりませんが、

財政課の方としては、増額ということにはならないだろうと。これも国全体の税収にもよりま

すけれども、現時点では、来年度の地方財政計画も出ていませんので何とも言えませんが、今

年度イコール、もしくは若干減っていくのではないかなというとらえ方をしています。 

○８番（田中秀彦君） 

 そうしますと、我々、合併時、あるいはその前から説明を受けておりました、合併後10年間、

地方交付税は減額をしないという認識でおりましたんですが、それはないと。要するに、国の

地方交付税総枠によって振り分けられると。ですから減額もあり得ると、こういう認識でよろ

しいわけですね。 

○企画部長（石原 光君） 

 簡単に言えばそのとおりでございます。ですから、一応算定の方法については旧町村の枠組

みを堅持しますよと。ですけれども、総額の中で交付税そのものが算定されてきますことから、

当然、額については変動がある。いわゆる今年度みたいに減っていくというとらえ方を持って

いただいた方が正解だというふうに思います。 

○８番（田中秀彦君） 

 私もちょっと勉強不足、認識不足で、地方交付税は合併後10年間は減額はないという認識で

おりましたが、これはそのような認識をせざるを得ないということでございます。 
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 次に自主財源の問題でございますが、ひとつ市長にお尋ねをいたしますが、新年度に向け、

自主財源確保についてということかどうかわかりませんが、きのう、県の専門職員の派遣を要

請しているというような御発言、きょうも御発言がございました。そうしましたら、県の派遣

要請というのはどんな趣旨で、どのようなことをお考えか、もう一度お尋ねをしたいと思いま

す。 

○市長（八木忠男君） 

 最初の申請の時点では、都市計画の担当ということもお願いしていたようであります。それ

プラス企業庁関係にもそうした窓口を持ってくれる、そんな職員の派遣を再度要請してまいり

たいと思っております。 

○８番（田中秀彦君） 

 そうしますと、県からの派遣要請としましては、県企業庁、あるいは都市計画に精通した方

を要請し、そして愛西市の将来的な開発とか、そんなようなことに携わっていただける、いた

だきたいという趣旨で派遣要請をしておるということでございますか。 

○市長（八木忠男君） 

 おっしゃっていただいた内容でもって派遣をお願いしたいということを思っております。 

○８番（田中秀彦君） 

 そうしましたら、今度、愛西市としての受け皿として、また私は人事権はございませんから、

幹部、市長、助役が計画されるであろうと思いますが、これは私の私見でございますが、現在

の愛西市の各部局の現状を考えますと、特に総務部におきましては日常業務は大変でございま

す。それから、固定資産税の問題も抱えております。その他もろもろがございまして、恐らく

そういうプロジェクト的なチームは難しいのではないかと。日常業務に差しさわると。あるい

はまた、大変失礼かもしれませんが、経済建設部におきましても、日常業務が非常に多岐にわ

たり煩雑多忙であるという観点から、これもそういうプロジェクト的な部局を担うということ

は業務に差しさわりが出てくるのではないかと。強いて言えば、私は企画課かなあと思います

が、企画部も、御存じのとおり行政改革、予算編成、総合計画などなど立案その他がございま

すから、これもなかなか日常業務がありますから担っていただけないということかもしれませ

ん。 

 そこで一つ質問いたしますが、市長、トップといたしまして、きのうの加賀議員が提案をさ

れました市長部局において企画誘致推進室と、仮称でも結構でございますが、そのようなプロ

ジェクトを立ち上げていただいて、そして、そこの中で専門的にそういうことを立ち上げてい

ただくというような御計画はありませんか、ちょっとお尋ねをいたします。 

○市長（八木忠男君） 

 部署についてどうかという御指摘であります。おっしゃっていただいたような状況も考えら

れますし、どの課も忙しいので云々という御指摘もあるわけですが、いずれにしても前へ進ん

でまいらなくてはいけませんし、どうした体制のあり方がいいかということは十二分に検討し

てまいりたいと思っております。 
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○８番（田中秀彦君） 

 やはり自主財源確保、あるいは開発、都市計画、その他多岐にわたりますが、これはやはり

そこのプロジェクトといいますか、専門で立ち上げないことには実らないのではないかと思い

ます。ですから、ぜひとも新年度に向かって、どういう立ち上げがいいのかは市長を初め当局

にお任せするとしまして、それが実効性のあって実るような方法を考えていただきたいと思い

ます。 

 それからもう一つ、先ほども申しましたように、19年度は自主財源が73億ぐらい見込めるの

ではないかというような総務部長の答弁でございましたが、私は、そこまで行ければ、自主財

源の目標を 100億ぐらいに置いて、そしてそれを５年ないし６年で達成すると、こんなような

大きな方針を持っていただきたいと。それにはどうすればいいかというような方策を講じれば、

これはある意味では、73億ということは 100億を達成するにはあと27億、約３分の１近くでご

ざいますが、これは考えようによっては実現不可能ではないのではないかと思うわけですから、

早急にそんな実施計画を立て、愛西市が将来に向かって展望が開け、前進ができるような方法

が考えられるのではないかなと思いますが、そのお考えはあるのかないのか、ちょっとお聞き

をいたします。 

○企画部長（石原 光君） 

 自主財源の関係でいろいろ御意見をちょうだいいたしました。 

 まず一つお断りをさせていただきます。今、議員の方から、来年度の税の見込みが70億、そ

れを 100億に上げて自主財源を確保すればいいんじゃないかというお話がございましたけれど

も、自主財源といいますのは、当然税というのが根幹になります。それ以外に、当然皆さん方

からいただく分担金とか負担金、あるいは使用料とか手数料、その中には財産収入、また財調

から取り崩します繰入金ですね。それから繰越金などを総じて自主財源というとらえ方をして

おりますので、その点だけひとつよろしくお願いしたいと思います。 

 ですから、先ほどいろいろおっしゃいました部分につきましては、当然、今後よく中身等々、

一方では今後19年度の予算編成方針の査定にも入っておりますので、よくよくその辺を見なが

ら進めてまいりたいというふうに考えております。 

○８番（田中秀彦君） 

 先ほど資産税の17年度決算額の配付をさせていただきました。そこの中において示されてお

ります数値は、非住宅用地が固定資産税の40％を占める。そして面積比率は5.16％ということ

でございますから、当然、この数値から見ますと、工場とか、あるいは倉庫とか、そういうよ

うなものをこの愛西市に来ていただくと、こんなようなことが考えられるのではないかと思う

わけです。ですから、ぜひ市長においては県に派遣要請をしプロジェクトチームをつくってい

ただいて、どうか少しでも新年度に向かって立ち上げていただいて、そうして、何とか 100億

は、これは何年とかかると思いますが、その数値を目標に掲げてやっていただきたいと、この

ように思っております。 

 最後に、そのようなお考えで前へ出ていただくということが私は必要だと思うんですが、市
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長のお考えを聞いて質問を終わります。 

○市長（八木忠男君） 

 ありがとうございました。 

 議員の御質問の内容など、そして、きのう、きょうと、いろいろいただきました御指摘など 

も十二分に心して、今後対応してまいりたいと思っております。よろしくお願いします。 

○議長（佐藤 勇君） 

 これで８番・田中秀彦議員の質問を終わります。 

 次に、通告順位最後になりましたが、16番の５番・吉川三津子議員の質問を許します。 

○５番（吉川三津子君） 

 環境、子供重視の立場で、そして生活者基点の視点で質問をさせていただきます。 

 まず最初に、市長のマニフェストと市民会議、指定管理者制度導入のあり方についてお伺い

したいと思います。 

 私は、過去において、自治体の予算の組み方にずうっと疑問を持ってまいりました。１軒の

家の家計は、収入は決まっていますから、その範囲内でやりくりせねばなりません。足りない

ときは、自分の服を買うのを我慢したり、借金の返済は家計の１割までとか決めて使っていく

のが家計です。しかし、行政の予算組みは、末端から積み上げ、大体これくらい要ります、少

し余るからこの事業もやりましょうといったやり方が長年されてきた。その結果が、今、財政

難を招いているというふうに思っております。今年度においては 195億円の枠をつくり、その

中でという考え方でカットをしていくようですが、早い時期に愛西市用の事業の優先順位をは

かる物差しをつくってむだな事業を減らし、不足する事業はふやしていくという仕組みをつく

る必要があると思います。 

 市長はマニフェストを掲げ、市長となられました。マニフェストを掲げたということは、ト

ップダウンで予算組みを決めていくことを宣言されたのだと私は受けとめております。私は、

市長が進めている行財政改革に関するマニフェストは大変評価しておりますが、今、どこまで

進んでいるのか、また、今後どう進めていかれるのか、最近よく見えなくなっています。各部

署の職員と話をしても、市長の行革の手法が生かされていないのではないかと心配しておりま

す。市長は、マニフェスト討論会で、緊急課題として行財政改革を１番に上げられ、その手法

として、市民会議を設置すること、指定管理者制度を導入すること、ＮＰＯとの協働を進めて

いくことの三つを宣言されました。市民会議を設置することは、より正確な市民のニーズをつ

かむことであり、指定管理者制度を導入することは、行政が立案部分を担い、実行部分は民の

力を使って小さな行政にしていくということであり、ＮＰＯとの協働を進めていくということ

は、ＮＰＯが指定管理者を担ったり、まちづくりのパートナーとして知恵を出し合うような仕

組みをつくっていくことであります。私にはすっきりとわかりやすいのですが、職員に市長の

マニフェストの意味が届いているのでしょうか。市長は、三つの柱のもと、行革を進めるとお

っしゃいましたが、一つだけ市長がはっきりと方針を明らかにされていないことがあります。

それは、まちづくり市民会議のことです。 
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 そこで、小さな一つ目の質問として、市長にお伺いいたします。 

 市民会議が始まり、１年半ぐらいになりました。自分の意見を反映させるのではなく、アン

ケート結果をもとに、ボランティアで市民のニーズの優先順位づけなどの作業が続けられてい

るわけですが、この成果をどのように行革に生かしていくのか、市長もそろそろ見えてきてい

る時期ではないでしょうか。市長の目指すビジョンについてお伺いいたします。 

 小さな二つ目として、情報公開について伺います。 

 市民参加を進めるには、情報公開は鉄則です。市民会議の様子や各種審議会の日程、様子、

議事録を市民に広く公開すべきだと思います。情報が届かなければ、市政に関心を持つ人はふ

えません。どんどんとホームページや広報に載せていただきたいと思います。これは、市民参

加のためだけではなく、縦割り行政や分庁方式の弊害を補う役目、すなわち職員間の情報共有

の役割も果たしてくれると思っております。いかがでしょうか。 

 次に、指定管理者制度についてお伺いいたします。 

 子育て支援センターの指定管理者の議案質疑では、いろいろ厳しい質問もさせていただきま

したが、私は指定管理者制度導入には賛成の立場です。行政が示す課題を、民間のノウハウを

使って、よりよいサービスを提供するのが指定管理者制度であり、今回の子育て支援センター

の公募でも、行政が考えるよりもよいアイデアが集まってきたと思っています。私は、指定管

理者の公募に一歩を踏み出されたことを評価しますが、一方で、各地で指定取り消しや指定団

体がみずから撤退したりする事例が起きており、行政の公募の仕方や議会の責任が問われてい

るのも事実であります。今回の公募の教訓を生かし、愛西市としての指定管理者制度導入と運

用に関するガイドラインをつくるべきではないかと考えます。指定管理者制度導入の是非、例

えば施設が提供するサービスの内容などから考えて、民間の運営の可能性があるかどうか、そ

して愛西市に担うだけの団体があるかなどの検討をすることや、選定委員会の役割と議事の進

め方、議事録の公開についてなども検討する余地があります。利用者がふえればふえるほど利

益が上がるような公益性の低い施設を任せるのにふさわしいのは、利益を追うのがうまい民間

の企業です。それとは逆に公共性が高く、利用者がふえればふえるほどコストがかかるような

施設はボランティアをうまく使うＮＰＯが担うべきでしょう。指定管理者制度は、三位一体の

改革からできた制度で、地方自治体の判断にゆだねられた部分が大きい制度ですので、市とし

ての考え方をしっかり持って導入することが大切ではないかと思っております。 

 そこでお尋ねいたします。市として、指定管理者制度導入によりどのような成果を求めてい

るのか。また、市としての指定管理者制度導入の運用のための手引き書というか、ガイドライ

ン的なものをつくる考えがあるかどうか、お伺いいたします。 

 次に、小さな三つ目の質問です。指定管理者制度における議会の役割についてお伺いいたし

ます。 

 一般的な委託事業に直接議会がかかわることはありませんが、指定管理者制度では、３度議

会がかかわります。手続条例の議決、施設の設置条例の議決、そして指定管理者の決定に関す

る議決です。使用許可などの行政処分の権限をゆだね、何か問題があれば議会の責任が大きく
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問われるのがこの指定管理者制度であり、私はこの指定管理者制度についての研修会には何度

か参加しておりますが、そのたびに耳にたこができるほど、議会の責任で決定されるのが指定

管理者制度であると説明を受けてきました。そのような重要な議案ですので、当局に参考資料

として、選定団体が提出したものだけでよいので、事業計画書や選定委員会の議事録などをい

ただきたいと申し入れましたが、団体独自のテクニックとか企業秘密が含まれているからと、

いただくことができませんでした。やむなく情報公開請求をしたわけですが、他の自治体では、

個人情報のみを黒塗りにして議員には資料提供がされたり、選定委員会の議事録においてはホ

ームページで公開している自治体もあります。４年もの長い間、公的サービスを担うのですか

ら、公表できないような団体は公募する資格はないと考えます。しかし、情報公開にすべての

公募者が公開することに問題はないと回答がされ、それぞれきちんとしたお考えの団体が今回

公募されたということを知り、大変安心しております。しかし、指定管理者における議会の役

割を考えれば、資料提供すべきではなかったでしょうか。 

 そこでお伺いいたします。行政は、指定管理者導入において、議会にどんな審査を求めてい

るのでしょうか。議会の役割をどうお考えなのか、お伺いいたします。 

 次に、大きな二つ目の質問です。トーヨーボールのアスベスト問題です。 

 昨年６月に、愛知県にトーヨーボールにアスベストが使われていると、匿名の通報がありま

した。昨年の９月には、この愛西市議会で質疑で取り上げさせていただきました。クボタショ

ックでアスベストが全国的な問題になっていた時期です。そして、ことし９月中旬、愛西市の

中学生や若者の出入りがあることが気になり、中の調査をいたしました。中は荒れ放題、壁に

は若者がかいた絵や、寝泊まりした形跡として布団まで持ち込んでありました。窓ガラスがあ

ちこちで割れ放題なことは外から見てもわかりますが、天井はあちこちで抜け、ほこりが舞っ

ているのを感じるような空気でした。見上げると、はりや配管にはびっしりとアスベストが付

着し、はがれている箇所やぶら下がっている箇所がかなりありました。これらのアスベストは、

川沿いの道路から目視できます。脱落した箇所も目視できます。アスベストには、青石綿、茶

石綿、白石綿があり、トーヨーボールで使われているアスベストは茶石綿といって、青石綿の

次に中皮腫を発症しやすいアスベスト、それが27.3％も含まれており、かなりの含有率です。

しかし、最近、青石綿も含まれているデータを見たとの情報もいただき、青石綿ならば数ヵ月

で発症する場合もあるというものですので確認が必要と今思っております。 

 アスベストによる中皮腫などの潜伏期間は15年から40年と言われていますが、どれだけ吸っ

たら発症するというものではなく、安全値がないのがアスベストであります。ですから、でき

るだけ吸わないようにするというのがアスベスト問題の鉄則であります。県により環境測定を

していただきましたが、天井が抜け落ち、窓ガラスが割れているのは２階です。建物の直下で

の測定結果では安心できないということで、施設内のアスベスト測定を申し入れているところ

であります。 

 私はこの問題で愛知県と何度も話をしてきましたが、ことし10月、愛知県は、県がアスベス

ト調査をしたわけではないので、アスベストが使われているとは言い切れないと言いました。
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しかし、愛知県はことしの３月に、解体業者から大気汚染法に基づくアスベストが含まれた建

物の解体届を受け取っております。吹きつけアスベストが使われていたことは早く承知してい

たのです。その事実を認めた後は、今の法律ではどうしようもないと言い続けていましたが、

新聞で取り上げられ、国も動き始め、環境省や国土交通省から愛知県への問い合わせや指導も

されているのが現状かと思います。県議会でも取り上げられ、地域の方々の署名集めも始まり、

市民団体と県との懇談会も行われ、やっと県は、債権回収機構や稲沢市、そして登記上の企業

に働きかけをするようになっております。 

 また、国土交通省は、各都道府県に 1,000平米以下の建物におけるアスベストの吹きつけの

有無、規模、措置対策等を管理者から聴取するように依頼をしております。しかし、トーヨー

ボールもそれに該当するにもかかわらず、県はその調査を怠ってきました。問題が大きくなり、

所有者に施設内のアスベスト調査をするように、最近、県は指導を始めています。アスベスト

に関する法律は、解体時の労働者安全確保に関するものや、現在利用している建物内での利用

者の安全確保に関するものであり、このように所有者が複雑な廃墟に決定的な威力を発揮する

法律がないのが現状であります。 

 しかし、法律が不備だからそのままほうっておいてよいというものではありません。現実に

問題があるのですから、それをどうしたらよいかと考えるのが行政の役割だと思っております。 

 12月27日に競売の落札者が決まります。先回の競売は、妨害があって不成立でした。今回も

妨害がないとは言い切れません。解体費用は２億 4,000万円と名古屋地裁は踏んでいます。建

物の下の土地は、所有者が複雑です。競売物件に含まれていない土地もあり、複数の所有者の

同意がなければ工事ができないという可能性もあり、大変心配な問題であります。子供たちに

中へ入らないようにさくを設けるよう県に言ってありますが、対応は大変不十分で、いまだパ

チンコ屋のところと建物の東側は出入り自由の状況であります。 

 そこでお尋ねいたします。子供や若者への周知はどのような方法をとっていただいたのか。

また、愛知県等への申し入れは今までどのようにしていただいたのか、お伺いいたします。 

 最後に、男女共同参画プランの策定についてお伺いいたします。 

 男女共同参画の意味を正確に理解している人は大変少なく、これが男女共同参画が広がらな

い原因だと思います。今議会でも、アンケート調査の結果が集まりにくかった、それもこうい

った男女共同参画、この言葉への理解度が大変低いのが原因ではないかと思っております。男

女共同参画とは、男性も女性も人生の選択肢を平等に持てる社会をつくりましょう、男性も女

性も平等に自由な時間を持てるようにしましょうというのが男女共同参画の理念であろうと思

っております。その点を間違ってとらえている方が多く、男性が家事をすることが男女共同参

画と思っている方も大変多いのではないでしょうか。 

 今後、懇話会も始まるようですが、男女共同参画に対し意識の統一をした上でプランづくり

をしなければ、冊子をつくるだけの作業に終わります。プラン策定後、どのように男女共同参

画事業を展開していくのかも踏まえ、プラン策定のプロセスについてお聞かせください。 

 以上、１度目の質問を終わらせていただきます。 
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○市長（八木忠男君） 

 吉川議員の質問にお答えをいたします。 

 最初に、市長のマニフェストについて、市民会議の内容などどんなふうかという御指摘であ

ります。 

 市民会議は、本年の３月22日でしたか、最初の会議をお願いしたところでございまして、最

初のあたりは市民の皆さんも、その会議の内容などで戸惑いもあったようであります。そうし

たことを繰り返し会議を重ねておっていただくわけでありまして、部会も４部会、またそれぞ

れ部会の会議もそれぞれ持っておっていただくわけであります。 

 市民会議を、新しい形づくりの中で公約の中に入れてまいりました。それは市民と行政との

協働のまちづくりを基本としているわけであります。市民の声を一層施策に反映するべく、し

かしながら新しい形づくりでありますので、市民会議のメンバーの皆さん、あるいは私どもの

対応の仕方の中にもまだまだ勉強しなくてはいけないこともありますし、それを一つ一つ克服

しながら進めていかねばならない、そんなふうに考えているところでございまして、市民会議

の皆さんには、特に総合計画の作成などを基本としてお願いをしているわけでありまして、こ

れも将来的展望に立ってプラン・ドゥ・シー・チェックなどの、そんな先までも見通していた

だける形づくりというような内容も入っているわけであります。 

 そんなことで、行政改革につきましても、本年３月28日ですか、第１回のお願いをし、先般、

この答申として市の大綱を作成したところでありまして、また、その委員の皆さん方には集中

改革プランを本年度中に作成していくべく協議を進めておっていただくわけであります。これ

からも一層、今月じゅうに市民会議の場へ市長も出席をということで、ちょっと予定が変更に

なったようでありますが、そうした場へもまた参加しながら進めていけたらと思っているとこ

ろであります。 

 指定管理者制度導入につきまして私からの答弁といたしましては、一昨日ですか、質疑の中

で吉川議員から数々の御質問やら御指摘もいただいたわけであります。この管理者制度導入に

ついては、前も私、お話をしたんでありますが、慎重に対応すべき内容であると。新しい制度

の導入をするわけでありますので、形づくりの中で慎重を期するという説明もさせていただい

ております。しかしながら、今般お願いしております、それぞれの施設の指定管理者の事業者

の皆さんには、くれぐれもそうした点、私どもも指導といいますか、進めていっていただく中

での状況もよく連携をとりながら進めてまいりたいと思っているところでございます。 

 御指摘いただきました、導入についての対応の甘さがあったかもしれません。先進地を一層

勉強して、今後努めてまいりたいと思っております。 

 あと、それぞれ担当より御答弁を申し上げます。よろしくお願いいたします。 

○企画部長（石原 光君） 

 それでは、２点目の情報公開の関係で御質問をいただいております。 

 今、市長が申されましたように、市民会議の皆さん方の活動については、今市長がるる申さ

れたとおりです。 



-242- 

 それと、吉川議員の方から御発言がございましたように、今、鋭意努力してやっていただい

ているのは十分承知をしておりますし、市民会議の皆さん方も、私たちの活動というものをも

うちょっと市民の皆さん方にＰＲといいますか、周知をしてほしいなあというお話もお聞きを

しております。 

 それで、今後、市民会議の皆さん方が引き継いで作業を進めていただくわけですけれども、

当然、そういった御意見も重々お伺いをしますので、皆さん方の方への情報提供といいますか、

当然、市としてもしていきたいという考えは持っておりますし、今後、広報、あるいはホーム

ページですね。ただ、ホームページそのものが、担当課から直接入れるのが一番いいんですけ

れども、ちょっとそこまで至っていないというのも現状ですので、もうしばらく時間をいただ

いた上で、そういった市民会議の皆さん方も、市民の皆さん方に知っていただくような方法を

積極的に考えていただきたいというふうに思っております。 

 それから、３点目の指定管理者制度導入についてどのような成果を求めているかという御質

問でございますけれども、御案内のとおり、この指定管理者制度の導入につきましては自治法

の改正というのが前提にございますが、議員御承知のように、今回策定をいたしました行政改

革大綱、その中の行政改革推進のための重点事項というものがございます。その一つとして公

共施設の設置及び効率的管理運営の推進、その中に指定管理者制度という位置づけを当市とし

てもいたしております。そういった効率的な運営を図るために、当然、市としても対応してい

くべき問題であるという認識はしております。 

 それで、導入に当たって、指定管理者制度の実施に関する指針を愛西市としても作成をしま

したが、その指針に基づきまして、現在、導入事務を進めてまいっているのが現状でございま

す。それで、正直言いましてこの指針につきましては、先進地であるお隣の津島市とか、他の

先進自治体のものを参考にして一部作成をしたということも事実でございます。それで、制度

導入初期ということもございまして、実情等、本当に完全に踏まえた独自性のものがあるとい

うことは現時点は確信はできませんが、基本的な管理運営を主体としたものとなっているのも

現実な話でございます。 

 それで、導入につきましては、いろいろ御指摘もございましたように、担当課において、対

象施設の目的や施設での事業内容だの方針を持った上で、募集から導入までの手続をとってい

るのが現状でございます。そういった一つの指針をもとに、今後、本格導入へ向けたいなあと

いう考え方を持っておりますが、先ほど御指摘がございましたその指針も、すべて 100％とい

うとらえ方はしておりません。当然、目的や事業の内容、あるいはその評価の方法、それから

選定委員会の運営など、現在のものからもうちょっとステップアップといいますか、精度の高

いガイドラインを示す必要があるというふうに現時点では考えております。 

 それから、４点目の議会の役割をどう考えているかという御質問でございますが、現在の手

続につきましては、議員御承知のように、施設ごとに選定委員会を設置していただきまして、

そこで十分審議を行い、候補者を選定していただき、議会で御審議をいただき、指定管理者の

指定について決定をしていただくという重要な役割を議会として担っていただいておるという
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ことは重々承知をしておりますし、そういった認識を持っております。それで、これまでも一

部の施設の制度導入におきまして、慎重な御審議をいただいているのもよく認識をしておりま

す。 

 それで、この指定管理者制度はいわゆる新しい制度でもありまして、担当部局においても、

実際のこと、戸惑いながら試行錯誤を繰り返しまして導入に向けて進めているのが現状ではな

かろうかというふうに判断をしております。今定例会でも、それぞれ各担当部局より御提案を

申し上げておりますけれども、その判断をしていただく選定委員会の経過等、そういった資料

もつけさせていただいておりますので、その点は十分御理解がいただきたいと思います。以上

でございます。 

○市民生活・保健部長（藤松岳文君） 

 私の方からトーヨーボールの関係をお答え申し上げます。 

 議員の言われるとおり、進入防止さくの設置がしてはございますが、完全なものではござい

ません。また、堤防の西と東にも工事用の進入防止さくが設置されております。これも完璧と

はなかなか言いにくいものでございます。また、進入防止の看板も非常に大きなものとは言い

にくい看板でございます。この件につきまして私どもも非常に心配をいたしておりまして、９

月の終わりごろでございましたが、稲沢の方へ、こういう状況ということで防止さくをという、

何とか針金でとめてあるだけのところもございましたので、何とか直していただけないかとい

うお話もいたしております。10月の中ごろには、県の方にもそういう状況をお話ししながら、

改善策をお願いしたいということで、私どもお願いをいたしておるところでございますが、こ

の看板についてももっとわかりやすく、進入してはいけないということを明確にわかるような

形で設置していただけないか、これからも県、または稲沢市の方へも要請をしてまいりたいと

思っておりますので、よろしく御理解がいただきたいと思います。以上でございます。 

○総務部長（中野正三君） 

 男女共同参画プランの件でございますが、今回、皆様方にお示しをしました市民の方へのア

ンケート結果、そして、これに先立ちます市職員、この２月に行ったわけでございますが、全

員にアンケート調査をし、その結果も持っておるわけでございます。ここに至るまでには、関

係団体、６団体でございますが、ここの方たちからの聞き取り等も行ってはおります。こうい

うものをプランに反映すべく、今後の策定懇話会で煮詰めていきたいということは考えており

ます。 

 先ほど、懇話会のほかに市職員の各課からお願いした職員、全体の中から消防署を含めて９

名の職員が加わっておりますが、こういう職員も合わさって、事務局とともに、今後、策定に

向けていきたいと思っております。これに向けては、パブリックコメントの実施も踏まえて、

より多くの方の意見を取り入れていきたいということは考えております。 

 ただ、議員の懸念してみえることは私どもも同じでございますが、決して計画がつくれれば

いいというものではございません。今後のフォローというのが一番大事だろうと思っておりま

す。これは、プラン推進の懇話会というようなものも今後引き続きお願いをしていきたいと思
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っておりますし、他の市のところでその進みぐあいをチェックするような機能を持っているの

かどうかも、その辺、私どももこの計画の策定の段階からその手法等も研究をしていき、今後

の方針の中へ入れていきたいといいますか、進める方策の中へ入れてまいりたいというふうに

考えております。よろしくお願いいたします。 

○５番（吉川三津子君） 

 では、ちょっと後ろの方からいきます。男女共同参画についてお伺いいたします。 

 先日の説明ですと、３月にプランができるというお話でしたね。私、余りにも短いのではな

いかなというふうに思うんです。大体よその先進的なところは何年とかけてつくったりしてい

るところもありまして、このアンケートの内容についてはどこがつくられたのでしょうか。 

○総務部長（中野正三君） 

 ここの予算をいただきまして、実は入札という方法をとりました。そういう中で、株式会社

サーベイリサーチセンターというところがこのものを受けまして、その中でこのアンケートの

内容を出してくれました。それを私どもの事務局職員とあわさって内容を決定したというとこ

ろでございます。 

○５番（吉川三津子君） 

 やはりそういった丸投げというのはできる限りやめていただきたいなと。冊子でいいものが

できなくてもいいと思うんです。本当に簡単なものでもいいので、血の通ったプランができる、

そういったことに本当に努力してほしいなというふうに思います。この懇話会をやるに当たっ

ては、どんなアンケートをしたら住民の意識が把握できるのか、やはり懇話会の中でどんなア

ンケートをしていくのかというところからスタートしないと、なかなかよいものができないの

ではないかなというふうに思っております。 

 あれこれ言っている時間がないのですが、職員の方がこの懇話会の方にも関与されるという

ことで、それは男性、女性、どういった構成になっていますでしょうか。 

○総務部長（中野正三君） 

 ９名おりますけど、実は男性はお一方だけです。女性ばかりでございますけど、各課にお願

いした中でこういう形にはなっております。 

○５番（吉川三津子君） 

 私は、この男女共同参画を一番進めてほしいのは行政です。今、この構図を見ても、そちら

側には女性がお一人もいらっしゃいません。課長が代弁でいらっしゃっても、その中にも一度

も私は拝見したことがありません。やはり、まずは行政の中から共同参画をということを常々

思っております。そういった面からも考え、やはりその辺のところは再度考え直していただか

ねば、窓口に市民の方がいらっしゃっていて、どう説明されるんでしょうか。いろんな事業を

されるのに、どんないい事業ができていくのか、そういうことを考えた場合、そういった比率

というのは大変問題ではないかなというふうに思います。それは要望として、再検討していた

だきたいということでお願いいたします。 

 それから、女性の採用についてちょっと意見を述べさせていただきたいんですけれども、私
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も子育ての問題とか環境の問題にかかわっておりますので、いろんな市町、庁舎の方を訪れる

ことがございます。そのときに言われることは、やはり児童福祉課においても、主任保育士と

かそういうのが置かれていない。専門的な知識を持った、やはり女性の方が多分子育てのこと

はわかると思うんですけれども、そういった配置を愛西市にしていただきたいと、そんな要望

もいただいているんです。そういった面で積極的にそういった知識のある女性を採用していた

だいて、よりよいサービスを市民に提供していただけるようなことを考えていっていただきた

いなというふうに思います。これは市長の方に、人事の面において検討をぜひ、子育て支援、

緊急課題がたくさんございます。やはり専門的な知識がないと進まない部分は大変多いと思い

ます。 

 今、子育てプランの方も進んでおります。子育てプランというのは教育です。子供教室とい

うのは教育です。学童は保育です。何が違うかというと、「ただいま」と帰る、そういった家

庭的なものが学童です。子供も学校でいろんなカリキュラムの中、大変ストレスがたまって１

日終わるわけです。そのときに「ただいま」と言って帰るところ、そして子供プランの中の子

供教室、その場は何かというとカリキュラムをするところ、全く違うものなんですね。ですか

ら、その辺の違いも十分踏まえてやっていただきたい。それにはやはりそういった専門的な知

識、教育と保育は何がどう違うのか、そんな知識を持った方をぜひ配属していただきたいとい

うことを願っております。 

 子供プラン、きのうから質問も出ておりますけれども、子供プランの中に学童保育があるわ

けで、その辺、教育と児童福祉の部分がしっかり手を結ばなければ、子供の世界というのはよ

くなりません。その点についても１点、注文をさせていただきますので、よろしくお願いいた

します。 

 次に、トーヨーボールの件ですけれども、本当に土地の所有者が複雑で、建物が建っている

下に、競売にかかっていない人の土地が幾つもあります。その中に稲沢市の市有地もあるわけ

で、大変複雑な状況であります。ですから、今回、競売が成立したとしても、解体される保証

がどこにもないわけなんです。もしだれかが落札したとしても、それが解体につながるかどう

かというのは、なかなか確証が持てるものではないというふうに私は思っております。 

 答弁の中で、子供にどのような周知をしていただいたのかというところの答弁が抜けている

ので、その点について１点お答えいただいてよろしいでしょうか。 

○教育部長（八木富夫君） 

 私どもの教育委員会の方からは、佐織中学校に対しまして、子供たちにそうしたことの周知

をしていただくようにお願いをいたしました。学校側からは、口頭でございますが、お伝えを

いただいたということを確認いたしております。 

○５番（吉川三津子君） 

 佐織中だけではなく、前にも申し上げたように、立田の方からも、いろんなところからあそ

こには出入りしているんです。ぜひ全市的にこういった注意を促していただきたいということ

と、今、看板に、「よい子はここで遊ばない」といった表示で、「アスベストがここにありま
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す」といった表示が全くされていません。小学生ではないんです、相手は。「よい子はここで

遊ばない」というような看板は、余りにも的外れではないかというふうに思っておりますので、

その点についても再度、稲沢市と愛知県が共同で立てたものだと思いますけれども、その辺に

ついても、「アスベスト注意」というようなことをきちんと書いていただくようにお伝えいた

だきたいと思います。 

 私が子供になぜ周知をと言うかといいますと、これは発症するのが15年も20年も30年も先な

んです。発症したときにアスベストが原因かどうか、何の病気なのかわからないのがこの中皮

腫なもんですから、やはり記憶のどこかに残しておいてほしい。何かあったときに、自分がこ

ういったものを吸った可能性があるということを記憶にとどめておくということが大変重要で

はないかと思います。これから多分アスベストの問題は深刻になっていきます。ちょうど吸っ

た方たちが発症し始める年が近づいておりますので、ここ数年、すごい勢いで中皮腫の方がふ

えているのが現状です。愛西市の中でも、大工さんが亡くなられたということをお聞きしてお

ります。そういった問題ですので、軽く見ることなく、ぜひ周知をお願いしたいということを

お願いいたします。 

 あと、時間もないもんですから要望だけですけれども、今このアスベストは、きょう述べま

したように、国の法律が不備です。今、愛知県の方に、その不備を補うための条例を制定する

ようにという要望をしております。ぜひ愛西市におかれましても、そういった要望を愛知県の

方にしていただきますよう、お願いしたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。

稲沢市にありますけれども、愛西市の子供の問題ということをぜひ考えていただいて、取り組

んでいただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それから、次に指定管理者の問題ですけれども、指針があるということでした。指定管理者

制度というのは、導入しながら愛西市独自のいいものをつくっていく、それで私はいいと思い

ます。私、今回の指定管理者導入についても、本当にいろんないいアイデアの事業が含まれて

おりました。私は、こういった指定管理者に公募された団体とか、よい事業を、次、何かに生

かすということも、やはりＮＰＯとの距離を縮めていくということだと思いますが、その点に

ついてはいかがでしょうか。 

○福祉部長（水谷 正君） 

 今、吉川議員のおっしゃられましたことにつきましては、今回、指定管理者ということで、

三つの施設の上程をさせていただいております。議員がおっしゃることを、担当課といたしま

してはよく内部で調整して、議決後、指定管理者と締結する、その後もやはりお互いに情報交

換したりして進めてまいりたいという議員のお考えを思い、今後そのように、いろんな面で調

整をさせていただき、また、スタートしていくわけでございます。そういったことは今後とも

やはり考えてやっていかねばならないと思います。以上です。 

○５番（吉川三津子君） 

 丁寧な御答弁ありがとうございました。 

 やはりＮＰＯと協働すると、言葉で言えば簡単なんですけれども、具体的に何から始めるの
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か、それをきちんと示していかないと、市長が「ＮＰＯとの協働をします」と言葉で言うのは

簡単なんです。でも、具体的に何から取り組んでいくのか、そういうことをやはり考えていか

ねばならないと思います。 

 愛知県の方も協働のルールをつくっております。愛西市としても、どういう形でＮＰＯと協

働をしていくのか。例えばある事業があれば、協働で考えて、協働で取り組んでみる、そうい

うことから始めてみる。ＮＰＯなんてえたいの知れない団体だと思っていらっしゃる職員もい

らっしゃるかもしれないんですけれども、そういったところから信頼関係をつくっていかなけ

れば、最初から大きな事業を任せるというのは、なかなか勇気が要ることだと思います。です

から、行政が持つ課題をともに考えるとか、ともに何か一つの事業に取り組んでみるとか、そ

んなことからＮＰＯと行政の距離を縮めるということをしていっていただきたい、そんなこと

を考えているんですが、いかがでしょうか。 

○企画部長（石原 光君） 

 議員おっしゃるとおりでございます。今回、策定いたしました行革大綱の中にも、当然市民

との協働のまちづくり、その中にはＮＰＯとのかかわりというのも位置づけをされております。

御意見をいただきました趣旨を十分受けとめまして、今後、内部的にも調整を進めてまいりた

いというふうに考えております。 

○５番（吉川三津子君） 

 あと、私、窓口に行っていつも思うことは、職員の方々をもっと研修に出していただきたい

ということです。今回、指定管理者のことについても、若い職員の方たちとあちこちでそうい

ったお話もするんですけれども、なかなかこの仕組みが理解できていない。やはり市民との協

働って一体何なのか、そういうこともなかなか理解が難しい。それで、国の方もどんどん法律

が変わってきて、あれもこれも大変ということで、本当に大変だと思うんですが、やはり研修

に職員をもっと出していただきたい。私も、たくさんの団体に加わっているもんですから、あ

ちこち行くケースが多いんですけど、たくさん行政の職員の方たちがいろんな研修に顔を出し

ていらっしゃいます。市民とともに学んでいらっしゃるというケースが、今あちこちであるわ

けなんですが、そういった、来年度の予算に研修の費用をしっかりとっていただかないと、な

かなか行革というのも進まないのではないかなと思いますが、その点についてはいかがでしょ

うか。 

○総務部長（中野正三君） 

 一般的な研修というのは、今までずうっとやってきた経緯がございます。ただ、今後の市の

職員の体制といいますか、市の今後発展するためには、それぞれの部署部署での専門的な知識

を有する職員の必要性は十分感じておりますので、その辺を踏まえてやっていきたいと思って

おります。 

○５番（吉川三津子君） 

 指定管理者制度について、最後に要望なんですけれども、これで子育て支援センターの方、

協定を結ぶことになるわけですが、新たな事業を押しつけたり、そういうことのないよう、無



-248- 

理のない運営ができるような状況をぜひつくっていただきたいということと、今後、行政評価

をどうするのか、施設の評価をどうするのかという課題が出てくると思いますが、私は、行政

の職員が支援センターに入り浸りで監視をしているようなことがあっては、人件費の削減にも

何もならなく、二重の人件費がかかるようなことになってしまいますので、やはり行政評価は

指定管理者がみずから評価をして提出するような仕組み、それもチェックをするようなもので

はなくて、思うことを書く、そういったことの評価の仕方がいいのではないかというふうに思

っております。そういったことも少し考えていただき、よりよい指定管理者制度の導入になる

よう頑張っていただきたいと思います。 

 それで、あと情報公開についてですが、これは要望だけですが、ホームページを見ていても、

とても残念なんです。今行われているまちづくり市民会議というのは、多分、これが成功すれ

ば大変評価がされるような市民会議であろうというふうに思っております。それの経過がホー

ムページに載っていない。それがとても今私は残念です。こういったプロセスを愛西市の市民

の方がお知りになれば、きっと元気も出るだろうし、愛西市、合併してよかったなということ

にもなっていくと思います。ぜひ、大変だと思いますけれども、とりあえずは市民会議の部分

だけでもきちんと載せていただいて、愛西市全体に発信をしていただきたいと思うのですが、

その辺は無理でしょうか。 

○企画部長（石原 光君） 

 先ほど前段の中でお答えをいたしておりますように、ホームページのスペースの問題もある

と思います、はっきり申し上げて。すべてがすべて掲載できるというものでもございませんし。

ただ、考え方といたしましては、先ほど私、申し上げましたように、市民会議の皆さん方の熱

意といいますか、そういった趣旨を十分私ども酌んでおりますので、その一つの、できる限り

範囲の中で市民の皆さん方に公開していきたいというふうには考えております。 

○５番（吉川三津子君） 

 今、１ヵ所でホームページの更新もされているようですけれども、各部署でそれぞれが更新

できるような仕組みをぜひ構築していただいて、いろんな部署からいろんな情報が発信される

ような、そんなことをぜひしていっていただきたいなというふうに思います。 

 それから最後に、市長のビジョンについてなんですが、来年度は 195億円の枠で、むだなも

のはカットしながら 195億円の枠の中でやっていくという答弁がございました。今はまだそう

いったことが可能だと思います。でも、次年度、その次という形になると、やはり決められた

枠の中で何をやっていくのか、職員たちはどうカットしていくのか、その判断が必要になると

思うんですけれども、その辺についてはどういった形でされるのか。私、東海市の方の事例を

４年ぐらい前に勉強しました。フォーラム21のＮＰＯセンターがコンサルをしていらっしゃる

ということは、東海市の事例がこの愛西市でも行われていくのだというふうに認識しているん

ですが、その辺はいかがでしょうか。よく似た形になっていくのでしょうか。 

○企画部長（石原 光君） 

 今、東海市の例を挙げて御質問があったわけですけれども、確かに取り組み方については、
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いろいろ東海市も一つの取り組み方には勉強をさせていただいているのは事実です。東海市だ

けじゃなくて、県外になりますと三重県の伊賀市、あるいは一宮市も進めておみえになります

ので、トータル的の中で愛西市としてどういった形がいいのか、市民会議の皆さん方も指標づ

くりを進めていただいております。そういった中で、最終的に総合的に判断をしていきたいと

いうふうに思っています。 

○５番（吉川三津子君） 

 今の市民会議というのは、よそがやっているような市民参加とは全く違うわけで、検討委員

会に市民の人を加えて市民参加だと言っている、そんなものではないわけです。本当に自分た

ちの考えを押し殺して、アンケートの結果をまとめて市民ニーズをまとめ上げているのが今の

まちづくり市民会議だというふうに思っております。 

 そういった中で、今、市民のニーズの優先順位がずうっとついてきているわけですので、こ

れからは行革の中で、きっと市長も、毎年の枠組み、将来的な枠組み、将来的に公債比率はこ

れぐらいに抑えるべきだと、多分そろそろそういった数字も出さなければいけない時期になっ

てきていると思います。そういった中で、市民会議のこういった指標をぜひ使いながら、より

市民のニーズを反映した行政運営をしていただきたい、そんな思いがありますので、ぜひそう

いったことも検討に入れながら進めていっていただきたいと思います。それは私の希望であり

ますので、よろしくお願いいたします。 

 最後に、このまちづくり市民会議が行ったアンケート調査というのは、昨日も部長の方から

答弁があったように、回収率が大変高いものです。大変答えやすいアンケート、大変分厚い、

項目の多いアンケートなんですが、たくさんの回収率がありました。そこの中には、巡回バス

についてのものもあります。そこの中に巡回バスについての指針も書かれています。お年寄り

が行きたいというところに行けるような交通機関が欲しいとか、地域をつないだ、公共機関の

不便の解消になるような、そんなものが欲しい、そんなことがこういうところに書かれている

わけです。こういったものと巡回バスのアンケートと矛盾が出てきているようなことはないで

しょうか。 

○総務部長（中野正三君） 

 決してないと思っております。その辺は私どもも踏まえて、今後の中でやっていきたいと思

っています。 

○５番（吉川三津子君） 

 私、このアンケートというのは、いろんな部分において、各部署で今からでも活用ができる

ものであるというふうに思っています。ぜひ各部署で目を通していただきながら、活用してい

ただくことも検討していただきたいということと、巡回バスにおいては、私も先日、富山市の

方に行ってまいりました。富山市の方では、鉄道の駅を拠点にバスが走ったり、人口密度の少

ないところは乗合タクシーということで、いろんな形態のものが駅を拠点に、ですから鉄道と

バスを使った地域の交通網がつくられておりました。それも国土交通省の実験事業ということ

で、実験事業だから、その後、変更も割にしやすいということで、そんな形で進められており
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ました。そういった例もあちこちにありますので、ぜひ巡回バスの方の検討委員会でも、各地

域のそういった情報も取り入れながら進めていただきたいと思います。 

 以上です。ありがとうございました。 

○議長（佐藤 勇君） 

 これで５番・吉川三津子議員の質問を終わります。 

 これにて、２日間にわたる一般質問を終わります。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（佐藤 勇君） 

 以上をもちまして、本日の全日程を終了いたしました。 

 次の継続会は12月22日午前10時より再開をいたしますので、よろしくお願いをいたします。 

 本日はこれにて散会といたします。 

                 午後６時05分 散会 


